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業務規程施行規則の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

（目 的） 

第１条 （略） 

２ この規則における用語の意義は，規程に定める

ところによる。 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

（取引日の終了時間） 

第２条 規程第４条第11号に規定する本所が定める

時間は，午後４時とする。 

 

（業種別指数に係る各構成銘柄選定方法及び株価指

数算出方法） 

第３条 規程第５条第３号から第５号までの株価指

数各構成銘柄の選定方法及び株価指数の算出方法

は，本所が規則により定める。 

 

（新たな限月取引の取引開始時間） 

第４条 規程第７条第４項及び第15条第３項に規定

する本所が定める時間は，午前８時20分とする。 

 

 

（目 的） 

第１条 （略） 

 （新設） 

 

 

（優先株に係る承継上場有価証券の取扱い） 

第１条の２ 規程第１条の２に規定する「株券」の

うち，株式会社ジャスダック証券取引所の廃止前の

「業務規程、受託契約準則その他当取引所の規則の

施行に伴う経過措置に関する規則」第３条に規定す

る承継上場有価証券が優先株に係る株券である場

合の株券は，「会社法」（平成17年法律第86号）第

107条第１項第２号及び第３号に掲げる事項を定め

る株式並びに同法第108条第１項各号（第４号を除

く。）に掲げる事項について定めをした株式以外の

株式に係る株券とみなす。 

 

（本所が指定する証券金融会社） 

第１条の３ 規程第１条の３第３項に規定する本所

が指定する証券金融会社は，大阪証券金融株式会社

とする。 

 

（売買システムによる売買以外の売買） 

第２条 規程第６条ただし書に規定する本所が定め

る売買は，債券の売買とする。 

 

 

 

第３条及び第４条 削除 

 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 

（流通株式数の定義） 

第５条 規程第９条第１項第１号ａ(a)イに規定す

る流通株式数並びに同項第３号ａ(a)に規定する流

通優先出資口口数及び流通投資口口数は，大量所有

者等の所有分（他人（仮設人を含む。）名義で所有

している株式数（優先出資の口数及び投資口口数を

含む。）を含めた実質所有）を除く上場株式数（優

先出資証券にあっては上場優先出資の口数をいい，

投資証券にあっては上場投資口口数をいう。）をい

う。 

２ 前項に規定する大量所有者等は，大株主（上位

10名程度）（大口出資者（所有する優先出資の口数

の多い順に10名の出資者をいう。）及び大口投資主

（所有する投資口口数の多い順に10名の投資主を

いう。）を含む。），役員及び自社をいう。 

 

（権利行使価格の設定） 

第６条 規程第11条第２項及び同第13条第２項の規

定により設定する権利行使価格は，次の各号に定め

るところによる。 

(1) 規程第11条第２項の規定により個別証券オプ

ションの各限月取引に設定する権利行使価格

は，当該限月取引の取引開始日の前日（休業日

（規程第19条第１項に規定する休業日をいい，

同条第２項に規定する臨時休業日を含む。以下

同じ。）に当たるときは，順次繰り上げる。以

下同じ。）における設定基準価格（その日のオ

プション対象証券の設定基準最終値段（権利行

使価格を設定する基準となる値段であって，次

号に規定する値段をいう。以下同じ。）に最も

近接する規定第11条第２項に規定する刻みの幅

（以下この条において「刻みの幅」という。）

の整数倍の価格（当該価格が２種類ある場合に

は高い方の価格をいう。以下同じ。）をいう。

以下同じ。）及び当該設定基準価格に近接する

上下各２種類の刻みの幅の整数倍の価格とす

る。 

(2) オプション対象証券の設定基準最終値段は，そ

の日の当該オプション対象証券の最終値段（指

定市場における当該オプション対象証券の最終

（発行日取引の期間） 

第５条 規程第９条第６項に規定する本所が定める

日は，本所が特に必要があると認めてその都度定め

る場合を除き，保管振替機構において新株券に係る

新規記録が行なわれる日の３日前（休業日を除外す

る。以下，日数計算において同じ。）日とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（同時呼値の順位） 

第６条 株券，優先出資証券，外国株預託証券，外

国投資証券，出資証券，転換社債型新株予約権付社

債券及びカバードワラントについて，規程第10条第

２項第２号ｂに規定する同時に行われた呼値及び

行われた時間の先後が明らかでない呼値（以下「同

時呼値」という。）の順位は，同時呼値を行ってい

る取引参加者単位により，呼値の数量の多い取引参

加者から少ない取引参加者の順序（呼値の数量が同

じであるときは，売買システムでの記録順序。ただ

し，規程第10条第４項の規定により成行呼値を呼値

の値幅の限度の値段による呼値とする場合につい

ては，成行呼値から当該値段の呼値の売買システム

での記録順序。）で，当該銘柄の売買単位の数量（以

下「最小単位」という。）の呼値が，それ以外の部

分の数量の呼値に順次優先するものとする。 

２ 債券について，規程第10条第２項第２号ｂに規

定する同時呼値の順位は，呼値ごとに数量の多い呼

値（数量が同じであるときは，呼値の板への記載順

序が先順位の呼値）が少ない呼値に優先する。 
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の約定値段（指定取引所が定めるところにより

気配表示された最終気配値段を含む。）をいう。

ただし,その日に当該約定値段がない場合には，

第９条の規定により本所が定める値段とする。

以下同じ。）とする。ただし，当該オプション

対象証券の売買に係る権利落（規程第12条第１

項第１号前段に規定する権利落をいう。第９条

において同じ。）の期日として指定取引所が定

める日の前日におけるオプション対象証券の設

定基準最終値段は，次に定める区分に従い，次

に定めるところによる。 

ａ 株式（受益権及び投資口を含む。）の分割

による権利落の場合 

 その日のオプション対象証券の最終値段

に，当該株式の分割に係る分割比率を乗じて

得た値段 

ｂ 株式無償割当て（オプション対象証券に係

る株式と同一の種類の株式が割り当てられる

ものに限る。次条第２号及び第７条第２号に

おいて同じ。）による権利落の場合 

 その日のオプション対象証券の最終値段

を，１に当該株式無償割当てに係る新株式割

当率を加えた数値で除して得た値段 

ｃ 有償増資（併行増資を含む。以下同じ。）

による権利落の場合 

 その日のオプション対象証券の最終値段に

当該有償増資に係る新株払込金額を加えた値

段を，当該有償増資に係る新株割当率に１を

加えた数値で除して得た値段 

ｄ その他の権利落の場合 

 本所がその都度定める値段 

(3) 規程第13条第２項の規定により個別証券オプ

ションの各限月取引に設定する権利行使価格

は,次に定める権利落の区分に従い,当該各区分

に定める日の前日における設定基準価格及び当

該設定基準価格に近接する上下各２種類の刻み

の幅の整数倍の権利行使価格を設定する。 

ａ 株式（受益権及び投資口を含む。）の分割，

株式無償割当て又は有償増資等 

 株式の分割，株式無償割当て又は有償増資
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等に係る権利落の期日として指定取引所が定

める日（以下「権利落の期日」という。） 

ｂ 人的分割 

 人的分割による権利落後始値が決定する日

の翌日(休業日に当たるときは,順次繰り下げ

る。別表２を除き，以下同じ。) 

２ 規程第11条第３項及び第13条第３項の規定によ

り設定する新たな権利行使価格は,各限月取引につ

いて,毎日のオプション対象証券の設定基準最終値

段に最も近接する既存の権利行使価格（当該権利行

使価格が２種類ある場合には高い方の価格をいう。

以下この項において同じ。）を上回る既存の権利行

使価格又は下回る既存の権利行使価格が１種類以

下となった場合,当該限月取引について,その翌日

に,当該オプション対象証券の設定基準最終値段に

最も近接する既存の権利行使価格を上回る権利行

使価格又は下回る権利行使価格が２種類となるま

で,刻みの幅の整数倍の権利行使価格を設定する。

ただし,本所が必要と認める場合には,設定する権

利行使価格,その数及び刻みの幅を変更することが

できる。 

３ 前２項の規定にかかわらず，次の各号のいずれ

かに該当する限月取引に係る新たな権利行使価格

は，設定しないことができる。 

(1) 権利行使価格を新たに設定する日が，設定する

こととなる限月取引の取引最終日と同一の週に

属する場合における当該限月取引 

(2) 権利行使価格を新たに設定する日が，オプショ

ン対象証券が全ての国内の金融商品取引所にお

いて株券上場廃止基準に該当し整理銘柄に指定

された日（オプション対象証券が他の金融商品

取引所に上場されている場合で当該取引所の業

務規程等により整理ポストに割り当てられると

きには当該割当日を含む。）以降の日となる場

合における当該限月取引 

(3) 権利行使価格を新たに設定する日が，規程53

条第１項第２号の規定により個別証券オプショ

ンの上場を廃止する場合において，本所が個別

証券オプションの上場廃止を決定した日の翌日

以降の日となるときにおける当該限月取引 
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（権利行使価格の調整） 

第７条 規程第12条第１項に規定する権利行使価格

の調整は，次の各号に定めるところにより行うもの

とする。 

(1) 株式（受益権及び投資口を含む。）の分割に

よる権利落の場合は，当該権利落の期日の前日

における権利行使価格に，当該株式の分割に係

る分割比率を乗じて得た権利行使価格（円位未

満の端数を生じたときは，円位未満を四捨五入

する。次号及び第３号において同じ。）に変更

するものとする。 

(2) 株式無償割当てによる権利落の場合は，当該

権利落とする期日として指定取引所が定める日

の前日における権利行使価格を，１に当該株式

無償割当てに係る新株式割当率を加えた数値で

除して得た価格に変更するものとする。 

(3) 有償増資による権利落の場合は，権利落とす

る期日として指定取引所が定める日の前日にお

ける権利行使価格に当該有償増資に係る新株払

込金額を加えた価格を，当該有償増資に係る新

株割当率に，１を加えた数値で除して得た価格

に変更するものとする。 

(4) 人的分割による権利落の場合は,当該権利落

とする期日として指定取引所が定める日の前日

における権利行使価格に,当該人的分割による

権利落後始値を当該権利落とする期日の前日に

おける最終値段で除して得た数値を乗じて得た

価格に変更するものとする。ただし，当該人的

分割による権利落後始値が当該最終値段を上回

る場合は,この限りでない。 

 

（個別証券オプション１単位のオプション対象証券

の数量の調整） 

第８条 規程第12条第２項に規定する個別証券オプ

ション１単位のオプション対象証券の数量の調整

は，次の各号に定めるところにより行うものとす

る。 

(1) 株式（受益権及び投資口を含む。）の分割によ

る権利落の場合は，権利落とする期日の前日に

 

 

第７条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（売買の中断） 

 

第８条 規程第10条第３項及び同第12条第２項第２

号に規定する売買が中断された場合とは，規程第27

条第２号から第５号までの規定により売買の停止

が行われた場合をいう。 
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おける個別証券オプション１単位のオプション

対象証券の数量に，１を当該株式の分割に係る

分割比率で除して得た数値を乗じて得た数量に

変更するものとする。 

(2) 株式無償割当てによる権利落の場合は，当該権

利落とする期日の前日における個別証券オプシ

ョン１単位のオプション対象証券の数量に，１

に当該株式無償割当てに係る新株式割当率を加

えた数値を乗じて得た数量に変更するものとす

る。 

(3) 有償増資による権利落の場合は，権利落とする

期日の前日における個別証券オプション１単位

のオプション対象証券の数量に，１に当該有償

増資に係る新株割当率を加えた数値を乗じて得

た数量に変更するものとする。 

(4) 人的分割に係る会社分割による権利落の場合

は,当該権利落とする期日の前日における個別

証券オプション１単位のオプション対象証券の

数量に,当該権利落とする期日の前日における

最終値段を当該人的分割による権利落後始値で

除して得た数値（小数点第２位の数値とし，小

数点第３位未満の端数が生じた時はこれを四捨

五入する。）を乗じて得た数量に変更するもの

とする。ただし，当該人的分割による権利落後

始値が当該最終値段を上回る場合は,この限り

でない。 

 

（オプション対象証券の値段） 

第９条 規程第12条第２項かっこ書に規定する本所

が定める値段は,指定市場における当該オプション

対象証券の直近の約定値段（指定取引所が定めると

ころにより気配表示された最終気配値段を含む。）

とする。ただし，直近の権利落の期日以後において

約定値段がない場合は,本所がその都度定める値段

とする。 

 

（権利行使価格の設定） 

第10条 規程第16条第２項に規定する本所が定める

時間は，午前８時とする。 

２ 規程第16条第２項各号の規定により設定する権

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９条及び第10条 削除 
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利行使価格は，次の各号に掲げる指数オプション取

引の対象の区分に従い，当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 日経平均オプション 

  各限月取引の取引開始日の前日における250

円刻みの日経平均設定基準値（その日の最終の

日経平均の数値に最も近接する250円の整数倍

の数値（当該数値が２種類ある場合は，高い方

の数値）をいう。以下同じ。）及び当該250円刻

みの日経平均設定基準値に近接する上下各16種

類の250円の整数倍の数値とする。 

(2) 日経300オプション 

ａ 特定限月取引 

 各特定限月取引の取引開始日の前日におけ

る25ポイント刻みの日経300設定基準値（その

日の最終の日経300の数値に最も近接する25

ポイントの整数倍の数値（当該数値が２種類

ある場合は，高い方の数値）をいう。以下同

じ。）及び当該25ポイント刻みの日経300設定

基準値に近接する上下各３種類の25ポイント

の整数倍の数値とする。 

ｂ 特定限月取引以外の限月取引 

 各限月取引の取引開始日の前日における５

ポイント刻みの日経300設定基準値（その日の

最終の日経300の数値に最も近接する５ポイ

ントの整数倍の数値（当該数値が２種類ある

場合は，高い方の数値）をいう。以下同じ。）

及び当該５ポイント刻みの日経300設定基準

値に近接する上下各３種類の５ポイントの整

数倍の数値とする。 

(3) 業種別指数オプション 

ａ 特定限月取引 

 各特定限月取引の取引開始日の前日におけ

る1,000円刻みの業種別指数設定基準値（その

日の最終の各業種別指数の数値に最も近接す

る1,000円の整数倍の数値（当該数値が２種類

ある場合は，高い方の数値）をいう。以下同

じ。）及び当該1,000円刻みの業種別指数設定

基準値に近接する上下各２種類の1,000円の

整数倍の数値とする。 
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ｂ 特定限月取引以外の限月取引 

 各限月取引の取引開始日の前日における

500円刻みの業種別指数設定基準値（その日の

最終の各業種別指数の数値に最も近接する

500円の整数倍の数値（当該数値が２種類ある

場合は，高い方の数値）をいう。以下同じ。）

及び当該500円刻みの業種別指数設定基準値

に近接する上下各２種類の500円の整数倍の

数値とする。 

３ 規程第16条第３項各号の規定により設定する新

たな権利行使価格は，次の各号に掲げる指数オプシ

ョン取引の対象の区分に従い，当該各号に定める方

法により設定するものとする。ただし，本所が必要

と認める場合には，設定する権利行使価格及びその

数を変更することができる。 

(1) 日経平均オプション 

  次のａからｃまでに定める場合に該当したと

きは，その翌日の午前８時に，当該ａからｃま

でに定める方法により設定するものとする。 

ａ 各限月取引について，当該限月取引の残存

期間が３か月となる月の第二金曜日（休業日

に当たるときは，順次繰り上げる。以下この

号において「日経平均刻み変更日」という。）

の２日前の日までに，毎日の250円刻みの日経

平均設定基準値を上回る既存の権利行使価格

又は下回る既存の権利行使価格が15種類以下

となった場合 

 当該限月取引について，当該250円刻みの日

経平均設定基準値を上回る権利行使価格又は

下回る権利行使価格が16種類となるまで，既

存の権利行使価格から250円刻みで設定する。

ｂ 各限月取引について，日経平均刻み変更日

の前日が到来した場合 

 当該限月取引について，当該前日の125円刻

みの日経平均設定基準値（その日の最終の日

経平均の数値に最も近接する125円の整数倍

の数値（当該数値が２種類ある場合は，高い

方の数値）をいう。以下この号において同じ。）

及び当該125円刻みの日経平均設定基準値を

上回る権利行使価格又は下回る権利行使価格
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が当該前日の125円刻みの日経平均設定基準

値から125円刻みで連続して上下各16種類と

なるまで，当該125円刻みの日経平均設定基準

値から125円刻みで設定する。 

ｃ 各限月取引について，日経平均刻み変更日

以降の日に，毎日の125円刻みの日経平均設定

基準値を上回る既存の権利行使価格（当該125

円刻みの日経平均設定基準値から125円刻み

で連続して設定されているものに限る。）又

は下回る既存の権利行使価格（当該125円刻み

の日経平均設定基準値から125円刻みで連続

して設定されているものに限る。）が15種類

以下となった場合 

 当該限月取引について，当該125円刻みの日

経平均設定基準値を上回る権利行使価格又は

下回る権利行使価格が当該125円刻みの日経

平均設定基準値から125円刻みで連続して16

種類となるまで，既存の権利行使価格から125

円刻みで設定する。 

(2) 日経300オプション 

ａ 特定限月取引 

 次の(a)から(c)までに定める場合に該当し

たときは，その翌日の午前８時に，当該(a)

から(c)までに定める方法により設定するも

のとする。 

(a) 各限月取引について，当該限月取引の残存

期間が４か月となる月の第二金曜日（休業

日に当たるときは，順次繰り上げる。以下

「日経300刻み変更日」という。）の２日前

（休業日を除外する。以下同じ。）の日ま

でに，毎日の25ポイント刻みの日経300設定

基準値を上回る既存の権利行使価格又は下

回る既存の権利行使価格が２種類以下とな

った場合 

  当該限月取引について，当該25ポイント

刻みの日経300設定基準値を上回る権利行

使価格又は下回る権利行使価格が３種類と

なるまで，既存の権利行使価格から25ポイ

ント刻みで設定する。 

(b) 各限月取引について，日経300刻み変更日
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の前日が到来した場合 

  当該限月取引について，当該前日の５ポ

イント刻みの日経300設定基準値及び当該

前日の５ポイント刻みの日経300設定基準

値を上回る権利行使価格又は下回る権利行

使価格が当該前日の５ポイント刻みの日経

300設定基準値から５ポイント刻みで連続

して上下各３種類となるまで，当該前日の

５ポイント刻みの日経300設定基準値から

５ポイント刻みで設定する。 

(c) 各限月取引について，日経300刻み変更日

以降の日に，毎日の５ポイント刻みの日経

300設定基準値を上回る既存の権利行使価

格（当該５ポイント刻みの日経300設定基準

値から５ポイント刻みで連続して設定され

ているものに限る。）又は下回る既存の権

利行使価格（当該５ポイント刻みの日経300

設定基準値から５ポイント刻みで連続して

設定されているものに限る。）が２種類以

下となった場合 

  当該限月取引について，当該５ポイント

刻みの日経300設定基準値を上回る権利行

使価格又は下回る権利行使価格が当該５ポ

イント刻みの日経300設定基準値から５ポ

イント刻みで連続して３種類となるまで，

既存の権利行使価格から５ポイント刻みで

設定する。 

ｂ 特定限月取引以外の限月取引 

 各限月取引について，毎日の５ポイント刻

みの日経300設定基準値を上回る既存の権利

行使価格又は下回る既存の権利行使価格が２

種類以下となった場合，当該限月取引につい

て，その翌日の午前８時に，当該５ポイント

刻みの日経300設定基準値を上回る権利行使

価格又は下回る権利行使価格が３種類となる

まで，既存の権利行使価格から５ポイント刻

みで設定する。 

(3) 業種別指数オプション 

ａ 特定限月取引 

 次の(a)から(c)までに定める場合に該当し
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たときは，その翌日の午前８時に，当該(a)

から(c)までに定める方法により設定するも

のとする。 

(a) 各限月取引について，当該限月取引の残存

期間が３か月となる月の第二金曜日（休業

日に当たるときは，順次繰り上げる。以下

「業種別指数刻み変更日」という。）の２

日前の日までに，毎日の1,000円刻みの業種

別指数設定基準値を上回る既存の権利行使

価格又は下回る既存の権利行使価格が１種

類以下となった場合  

  当該限月取引について，当該1,000円刻み

の業種別指数設定基準値を上回る権利行使

価格又は下回る権利行使価格が２種類とな

るまで，既存の権利行使価格から1,000円刻

みで設定する。 

(b) 各限月取引について，業種別指数刻み変更

日の前日が到来した場合 

  当該限月取引について，当該前日の500円

刻みの業種別指数設定基準値及び当該前日

の業種別指数設定基準値を上回る権利行使

価格又は下回る権利行使価格が当該前日の

500円刻みの業種別指数設定基準値から500

円刻みで連続して上下各２種類となるま

で，当該前日の500円刻みの業種別指数設定

基準値から500円刻みで設定する。 

(c) 各限月取引について，業種別指数刻み変更

日以降の日に，毎日の500円刻みの業種別指

数設定基準値を上回る既存の権利行使価格

（当該500円刻みの業種別指数設定基準値

から500円刻みで連続して設定されている

ものに限る。）又は下回る既存の権利行使

価格（当該500円刻みの業種別指数設定基準

値から500円刻みで連続して設定されてい

るものに限る。）が１種類以下となった場

合 

  当該限月取引について，業種別指数設定

基準値を上回る権利行使価格又は下回る権

利行使価格が当該500円刻みの業種別指数

設定基準値から500円刻みで連続して２種
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類となるまで，既存の権利行使価格から500

円刻みで設定する。 

ｂ 特定限月取引以外の限月取引 

 各限月取引について，毎日の500円刻みの業

種別指数設定基準値を上回る既存の権利行使

価格又は下回る既存の権利行使価格が１種類

以下となった場合，当該限月取引について，

その翌日の午前８時に，当該500円刻みの業種

別指数設定基準値を上回る権利行使価格又は

下回る権利行使価格が２種類となるまで，既

存の権利行使価格から500円刻みで設定する。

４ 前項の規定にかかわらず，権利行使価格を新た

に設定する日が，設定することとなる限月取引の取

引最終日と同一の週に属する場合には，当該限月取

引に係る新たな権利行使価格は，設定しないことが

できる。 

 

（ストラテジー取引の種類等） 

第11条 規程第17条第２項に規定するストラテジー

売取引及びストラテジー買取引により成立する市

場デリバティブ取引の売付け又は買付けの組合せ

及び本所が定めるストラテジー取引の種類，同条第

３項に規定する本所が定めるストラテジー取引の

値段の算出方法並びに同第28条に規定する本所が

定める種類のストラテジー取引は，別表１のとおり

とする。 

 

（取引の中断） 

第12条 規定第24条第４項及び同第26条第４項に規

定する取引が中断された場合とは，次の各号に掲げ

る場合をいう。 

(1) 規程第32条各号の規定により取引の停止が行

われた場合 

(2) 規程第33条の規定により取引の一時中断が行

われた場合 

 

（クロージング・オークション時の約定値段を定め

る取引における値幅） 

第13条 規程第24条第５項に規定する本所が定める

値幅は，取引状況等を勘案して本所が適当と認める

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特別気配表示等） 

第11条 規程第12条第２項第４号及び第５項かっこ

書，同第41条かっこ書並びに同第44条第１項かっこ

書に規定する特別気配表示又は気配値段の表示は，

呼値に関する規則第13条第１項に規定する特別気

配表示又は同規則第14条に規定する気配値段の表

示とする。 

 

 

 

（約定値段を定める場合の合致数量） 

第12条 規程第12条第３項第３号ｂに規定する本所

が定める他方の呼値の数量は，最小単位以上の数量

とする。 

 

 

 

 

 

（売買立会終了時の約定値段を定める売買における

値幅） 

第13条 規程第12条第５項に規定する本所が定める

値幅は，次の各号に定める有価証券に係る直前の約
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値幅とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定値段の区分に従い，当該区分に定めるところによ

る。ただし，気配が変化した等のため当該値幅によ

りがたいと認められる場合の値幅は，本所がその都

度定める。 

(1) 株券，優先出資証券，外国株預託証券，外国投

資証券及び出資証券 

   直前の約定値段      値幅 

（呼値に関する規則第13条第１項に規

定する特別気配表示又は同規則第14

条に規定する気配値段の表示がある

ときは，当該特別気配値段又は気配

値段。） 

  200円未満のもの     上下  ５円 

  200円以上      500円未満のもの 〃  ８円 

  500円 〃     700円    〃    〃  10円 

  700円 〃     1,000円  〃    〃  15円 

 1,000円 〃   1,500円  〃    〃  30円 

 1,500円 〃   2,000円  〃    〃  40円 

 2,000円 〃   3,000円  〃    〃  50円 

 3,000円 〃   5,000円  〃    〃  70円 

 5,000円 〃   7,000円  〃    〃  100円 

 7,000円 〃     １万円  〃    〃  150円 

  １万円 〃  15,000円  〃    〃  300円 

 15,000円 〃     ２万円   〃    〃  400円 

  ２万円 〃   ３万円  〃    〃  500円 

  ３万円 〃   ５万円  〃    〃  700円 

  ５万円 〃   ７万円  〃    〃 1,000円 

  ７万円 〃   10万円  〃    〃 1,500円 

  10万円 〃   15万円  〃    〃 3,000円 

  15万円 〃   20万円  〃    〃 4,000円 

  20万円 〃   30万円  〃    〃 5,000円 

  30万円 〃   50万円  〃    〃 7,000円 

  50万円 〃    70万円  〃    〃 １万円 

  70万円 〃     100万円   〃    〃15,000円 

 100万円 〃   150万円  〃    〃 ３万円 

 150万円 〃   200万円  〃    〃 ４万円 

 200万円 〃   300万円  〃    〃 ５万円 

 300万円 〃   500万円  〃    〃 ７万円 

 500万円 〃    700万円  〃    〃 10万円 

 700万円 〃   1,000万円   〃    〃  15万円 
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1,000万円 〃  1,500万円  〃    〃 30万円 

1,500万円 〃  2,000万円  〃    〃 40万円 

2,000万円 〃  3,000万円  〃    〃 50万円 

3,000万円 〃  5,000万円  〃    〃 70万円 

5,000万円以上のもの             〃 100万円 

(2) 転換社債型新株予約権付社債券 

200円未満のもの 上下  ５円 ×（当該転

換社債型新株予約権付社

債券の転換比率 額面100

円当たりの発行価額／新

株予約権の行使により発

行する株式の価額（以下

「転換価額」という。））

200円以上 500円未満 〃    ８円 ×  〃 

500円 〃 700円  〃 〃    10円 ×  〃 

700円 〃 1,000円  〃 〃    15円 ×  〃 

1,000円 〃 1,500円 〃 〃   30円 ×  〃 

1,500円 〃2,000円 〃 〃   40円 ×  〃 

2,000円 〃3,000円 〃 〃   50円 ×  〃 

3,000円 〃5,000円 〃 〃   70円 ×  〃 

5,000円 〃7,000円 〃 〃   100円 ×  〃 

7,000円 〃 １万円  〃 〃   150円 ×  〃 

１万円 〃15,000円 〃  〃   300円 ×  〃 

15,000円 〃２万円  〃  〃   400円  ×  〃 

２万円 〃 ３万円 〃  〃   500円 ×  〃 

３万円 〃 ５万円 〃  〃   700円 ×  〃 

５万円 〃 ７万円 〃  〃 1,000円 ×  〃 

７万円 〃 10万円 〃   〃 1,500円 ×  〃 

10万円 〃 15万円 〃   〃 3,000円 ×  〃 

15万円 〃 20万円 〃   〃 4,000円 ×  〃 

20万円 〃 30万円 〃   〃 5,000円 ×  〃 

30万円 〃 50万円 〃   〃 7,000円 ×  〃 

50万円 〃 70万円 〃   〃  １万円 ×  〃 

70万円 〃 100万円 〃 〃15,000円 ×  〃 

100万円 〃150万円 〃  〃  ３万円 ×  〃 

150万円 〃200万円 〃  〃  ４万円 ×  〃 

200万円 〃300万円 〃  〃  ５万円 ×  〃 

300万円 〃500万円 〃  〃  ７万円 ×  〃 

500万円 〃700万円 〃 〃  10万円 ×  〃 

700万円 〃 1,000万円〃 〃  15万円  ×  〃 
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 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,000万円〃1,500万円〃  〃  30万円 ×  〃 

1,500万円 〃2,000万円〃〃  40万円 ×  〃 

2,000万円 〃3,000万円〃 〃  50万円 ×  〃 

3,000万円 〃5,000万円〃 〃  70万円 ×  〃 

5,000万円以上のもの     〃 100万円 ×  〃 

（呼値の単位に満たない端数は切り上げる。） 

 (注) 当該転換社債型新株予約権付社債が行使期

間の中断が行われる転換社債型新株予約権付社

債である場合において，規程第25条の規定によ

り定める行使条件の変更期日から次に適用され

る転換価額が確定する日までの間に定める転換

比率の算定における転換価額は，本所がその都

度定める。 

(3) カバードワラント 

  10円 

 

（売買の取消し） 

第13条の２ 規程第13条第１項の規定により行う売

買の取消しは，次の各号に定めるところによる。 

(1) 過誤のある注文を発注した取引参加者は，過誤

のある注文により次のａからｆまでに定める数

量又は金額を超える売買が成立し，当該売買の

決済が極めて困難である場合には，規程第27条

第５号の規定により売買が停止された時，Ｊ－

ＮＥＴ市場に関する有価証券上場規程，業務規

程，信用取引・貸借取引規程及び受託契約準則

等の特例（以下「Ｊ－ＮＥＴ市場特例」という。）

第19条第５号の規定によりＪ－ＮＥＴ取引に係

る売買が停止された時又は規程第77条の規定に

より当該過誤のある注文について公表された時

のいずれか早い時から，原則として60分を経過

するまでの間に限り，本所の定める様式により，

売買の取消しの申請を行うことができる。 

ａ 内国株券（内国法人の発行する株券，内国

法人の発行する新株予約権証券，投資信託受

益証券及び投資証券をいう。以下同じ。），

内国商品信託受益証券及び優先出資証券 

 第23条第１項第１号に定める数量に２を乗

じて得た数量（当該売買の決済を特に困難と

する状況が認められる場合にあっては，同号



- 16 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

に定める数量） 

ｂ 外国株券（外国投資信託受益証券を除く。）

及び外国株預託証券 

 第23条第１項第２号に定める数量に２を乗

じて得た数量（当該売買の決済を特に困難と

する状況が認められる場合にあっては，同号

に定める数量） 

ｃ 転換社債型新株予約権付社債券 

 第23条第１項第３号に定める金額 

ｄ 外国投資信託受益証券及び外国投資証券 

 第23条第１項第４号に定める数量に２を乗

じて得た数量（当該売買の決済を特に困難と

する状況が認められる場合にあっては，同号

に定める数量） 

ｅ カバードワラント 

 第23条第１項第５号に定める数量に２を乗

じて得た数量（当該売買の決済を特に困難と

する状況が認められる場合にあっては，同号

に定める数量） 

ｆ 出資証券 

 第23条第１項第６号に定める数量に２を乗

じて得た数量（当該売買の決済を特に困難と

する状況が認められる場合にあっては，同号

に定める数量） 

(2) 本所は，前号の申請が行われた場合において，

当該申請を行った取引参加者から事情を聴取

し，当該申請に係る売買の決済が極めて困難で

あり，本所の市場が混乱するおそれがあると認

めるときは，売買の取消しを行う。 

２ 前項に規定するほか，本所は，過誤のある注文

により成立した売買の決済が極めて困難であり，本

所の市場が混乱することを回避するために必要と

認める場合は，規程第13条第１項の規定により売買

の取消しを行う。 

 

（売買の取消しの範囲） 

第13条の３ 規程第13条第１項に規定する本所が定

める売買は，過誤のある注文に係る売買が最初に成

立した時から規程第27条第５号の規定により売買

の停止が行われた時（売買の停止が行われなかった
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 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取引の取消し） 

第14条 規程第25条第１項の規定による取引の取消

しは，同第32条第３号の規定により取引の停止を行

った後（取引の停止を行わなかった場合にあって

は，規程第52条の規定により当該過誤のある注文に

ついて公表した後）に行うものとする。 

２ 規程第25条第１項に規定する本所が定める取引

は，その都度本所が必要と認める取引とする。 

 

（呼値の条件） 

第15条 規程第26条第６項に規定する本所が定める

有効期間条件又は執行数量条件は，次の各号に定め

る条件とし，取引参加者は，呼値を行おうとすると

きは，当該各号に定める条件のいずれかを付して行

わなければならない。 

(1)  通常条件 

  日中立会において行った呼値は，その日の日

中立会終了時に，夜間立会において行った呼値

は，その取引日の夜間立会終了時に，それぞれ

効力を失うものとする条件とする。 

(2)  指定期間条件 

  本所が別に定める期間の範囲内で取引参加者

が指定した期間が満了する日（休業日に当たる

場合にあっては，規程第77条の規定により当該過誤

のある注文について公表された時）までに成立した

すべての売買（当該過誤のある注文が発注された銘

柄の売買及びＪ－ＮＥＴ市場特例第１条に規定す

るＪ－ＮＥＴ市場における当該銘柄の取引に限

る。）とする。 

 

（株券の売買単位） 

第13条の４ 規程第15条第１号ａの(b)に定める銘

柄の売買単位は，当該銘柄の発行者が上場有価証券

の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則第

２条第６項の規定による開示において，一定期間内

に１単元の株式の数の引下げを実施する方針を表

明している場合その他の場合で，本所が適当と認め

るときは，当該発行者からの申告に応じて本所がそ

の都度定める株数とする。 

 

（債券の売買単位） 

第14条 規程第15条第５号に規定する債券の売買単

位は，銘柄ごとに，額面100万円である場合は額面

100万円とし，額面1,000万円である場合は額面

1,000万円とする。 

 

 

 

 

（転換社債型新株予約権付社債券の売買単位） 

第15条 規程第15条第６号に規定する転換社債型新

株予約権付社債券の売買単位は，銘柄ごとに，発行

されている券種が，額面100万円券のものは額面100

万円，額面50万円券のものは額面50万円，額面10

万円券のものは額面10万円とする。 
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場合は，順次繰り上げる。）の日中立会終了時

まで有効とする条件とする。 

(3)  残数量取消条件 

  呼値の全数量の取引が直ちに成立しない場合

には，直ちに成立する数量のみの取引を成立さ

せ，残数量の効力を失うものとする条件とする。

(4)  全数量執行条件 

  呼値の全数量の取引が直ちに成立しない場合

には，当該呼値の効力を失うものとする条件と

する。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号に掲げる場

合には，取引参加者は当該各号に定める条件を付し

て呼値を行うことができない。 

(1) 規程第24条第２項に規定する取引を行う場合

（成行呼値を行う場合に限る。） 

  前項第１号及び第２号の条件 

(2) 規程第24条第３項又は第４項に規定する取引

を行う場合 

  前項第４号の条件（成行呼値を行う場合は，

前項第１号及び第２号を含む。） 

３ 規程第26条第７項本文の規定により，取引参加

者は呼値を行おうとするときは，次の各号に定める

条件を付すことができる（第１号及び第２号の条件

にあっては，同第24条第２項に規定する取引を行っ

ている場合に限る。）。ただし，取引管理上本所が

必要と認める場合には，本所は当該条件を付して呼

値を行うことを停止することがきる。 

(1)  最良売指値条件 

  最も高い値段の買呼値と同じ値段の売呼値と

なる条件，又は，対当する買呼値がない場合に

あって，売呼値があるときは最も低い値段の売

呼値より低い値段のうち最も高い呼値の単位の

整数倍の値段（当該最も低い値段の売呼値が次

条第１項に規定する呼値の制限値幅の下限の値

段である場合は，当該下限の値段）の売呼値と

なる条件若しくは売呼値がないときは効力を失

う条件とする。 

(2)  最良買指値条件 

  最も低い値段の売呼値と同じ値段の買呼値と

なる条件，又は，対当する売呼値がない場合に
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あって，買呼値があるときは最も高い値段の買

呼値より高い値段のうち最も低い呼値の単位の

整数倍の値段（当該最も高い値段の買呼値が次

条第１項に規定する呼値の制限値幅の上限の値

段である場合は，当該上限の値段）の買呼値と

なる条件若しくは買呼値がないときは効力を失

う条件とする。 

(3)  ストップ条件 

  当該条件を売買システムが記録した後に，取

引参加者があらかじめ指定した価格指標（最も

低い値段の売呼値，最も高い値段の買呼値又は

立会における約定値段（指数先物取引に係る約

定数値を含む。以下同じ。）（ストラテジー取

引による約定値段を除く。次条において同じ。）

をいう。）が規程第24条第２項に規定する取引

を行っている場合において取引参加者があらか

じめ指定した値段以上となったとき又はあらか

じめ指定した値段以下となったときに，本所が

別に定めた範囲であらかじめ登録していた呼値

を行おうとする条件とする。 

４ ストラテジー取引に係る前３項の規定の適用に

ついては，第１項中「当該各号に定める条件」とあ

るのは「当該各号に定める条件（第２号を除く。）」

と，前項中「買呼値」とあるのは「ストラテジー買

呼値」と，「売呼値」とあるのは「ストラテジー売

呼値」と，「値段」とあるのは「ストラテジー値段」

とする。 

 

（呼値の制限値幅） 

第16条 規程第26条第９項本文に規定する本所が定

める値幅の限度（以下「呼値の制限値幅」という。）

は，基準値段から制限値幅を減じて得た値段を下限

とし，基準値段に制限値幅を加えて得た値段を上限

とする。この場合において，基準値段に制限値幅を

減じて得た数値について，当該値段における呼値の

単位に満たない端数があるときは，これを切り上

げ，基準値段に制限値幅を加えて得た数値につい

て，当該値段における呼値の単位に満たない端数が

あるときは，これを切り下げるものとする。 

２ 前項に規定する制限値幅は，次の各号に掲げる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第16条から第18条まで 削除 
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市場デリバティブ取引の区分に従い，当該各号に定

める数値とする。 

(1)  指数先物取引 

ａ 日経平均，日経300，業種別指数，MSCI JAPAN

及びRNP指数 

  次の(a)から(d)までに掲げる取引日（休

業日に当たるときは，順次繰り下げる。）

の25日前の応答日（休業日を除外する。以

下日数計算において同じ。）に終了する取

引日から起算して20日間における取引対象

指数ごとの中心限月取引（取引対象指数が

当該中心限月取引と同一の指数先物取引の

限月取引のうち流動性が最も集中している

ものとして本所が指定する限月取引をい

う。）に係る毎取引日の第５項に規定する

呼値の制限値幅の基準値段（第６項の規定

により定める呼値の制限値幅の基準値段を

含む。）の平均値（次項第１号ａにおいて

「制限値幅算定基準値」という。）に100分

の８を乗じて得た数値（日経300，MSCI JAPAN

及びRNP指数に係るものにあっては１ポイ

ントの整数倍の数値でないときは，１ポイ

ントの整数倍の数値に切り下げ，日経平均

及び業種別指数に係るものにあっては10円

の整数倍の数値でないときは，10円の整数

倍の数値に切り下げる。次項第１号ａにお

いて同じ。）とする。 

(a) ３月１日に終了する取引日 

(b) ６月１日に終了する取引日 

(c) ９月１日に終了する取引日 

(d) 12月１日に終了する取引日 

ｂ ＮＹダウ 

 CBOTが本国取引（CBOTが開設する外国金融

商品市場において取引されているＮＹダウを

対象とした指数先物取引をいう。以下同じ。）

において設定したlevel １ limitの制限値幅

と同じ値とする。ただし，CBOTが当該制限値

幅を変更したときは，本所がその都度定める

取引日までは従前の値とする。 

ｃ 日経平均ＶＩ 
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 10ポイントとする。 

(2) 個別証券オプション取引 

  当日の指定市場におけるオプション対象証券

の基準値段（指定取引所が呼値の制限値幅の基

準値段又はこれに相当するものとして定める値

段をいう。この条において同じ。）に100分の25

を乗じて得た数値とする。 

(3) 指数オプション取引 

  先物取引制限値幅算定基準値（当該指数オプ

ション取引の対象指数と同一の指数を取引対象

とする指数先物取引について，前号ａの規定に

より算出した制限値幅算定基準値をいう。次項

第２号において同じ。）に100分の13を乗じて得

た数値（日経平均及び業種別指数に係るものに

あっては10円の整数倍の数値でないときは，10

円の整数倍の数値に切り下げる。次項第３号に

おいて同じ。）とする。 

３ 規程第33条第２項及び第３項に規定する呼値の

制限値幅の上限又は下限の拡大は，次の各号に掲げ

る市場デリバティブ取引の区分に従い，当該各号に

定めるところによる。 

(1) 指数先物取引 

ａ 日経平均，日経300，業種別指数，MSCI JAPAN

及びRNP指数 

(a) 当取引日において初めて呼値の制限値幅

の下限を拡大する場合 

  呼値の制限値幅の下限について，第一次

拡大制限値幅（制限値幅算定基準値に100分

の12を乗じて得た数値をいう。(c)において

同じ。）を基準値段から減じて得た値段に

変更する。 

(b) 当取引日において呼値の制限値幅の下限

を１回拡大している場合 

  呼値の制限値幅の下限について，第二次

拡大制限値幅（制限値幅算定基準値に100分

の16を乗じて得た数値をいう。(d)において

同じ。）を基準値段から減じて得た値段に

変更する。 

(c) 当取引日において初めて呼値の制限値幅

の上限を拡大する場合 
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  呼値の制限値幅の上限について，第一次

拡大制限値幅を基準値段に加えて得た値段

に変更する。 

(d) 当取引日において呼値の制限値幅の上限

を１回拡大している場合 

  呼値の制限値幅の上限について，第二次

拡大制限値幅を基準値段に加えて得た値段

に変更する。 

ｂ ＮＹダウ 

 前ａの規定は，ＮＹダウを対象とする指数

先物取引について準用する。この場合におい

て， 「第１次拡大制限値幅（制限値幅算定基

準値に100分の12を乗じて得た数値をいう。

(c)において同じ。）」とあるのは「第１次拡

大制限値幅（CBOTが本国取引において設定し

たlevel ２limitの制限値幅と同じ値をいう。

ただし，CBOTが当該制限値幅を変更したとき

は，本所がその都度定める取引日までは従前

の値とする。）」と，「第２次拡大制限値幅

（制限値幅算定基準値に100分の16を乗じて

得た数値をいう。(d)において同じ。）」とあ

るのは「第２次拡大制限値幅（CBOTが本国取

引において設定したlevel ３ limitの制限値

幅と同じ値をいう。ただし，CBOTが当該制限

値幅を変更したときは，本所がその都度定め

る取引日までは従前の値とする。）」と読み

替えるものとする。 

ｃ 日経平均ＶＩ 

(a) 呼値の制限値幅の下限を拡大する場合 

  呼値の制限値幅の下限について，５ポイ

ントに下限の拡大回数を乗じて得た数値を

基準値段から減じて得た数値に変更する

（当該数値が正の値とならない場合は，

0.05ポイント）。 

(b) 呼値の制限値幅の上限を拡大する場合 

  呼値の制限値幅の上限について，５ポイ

ントに上限の拡大回数を乗じて得た数値を

基準値段に加えて得た数値に変更する。 

(2) 指数オプション取引 

ａ 当取引日において初めて呼値の制限値幅の
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上限を拡大する場合 

 呼値の制限値幅の上限について，第一次拡

大制限値幅（先物取引制限値幅算定基準値に

100分の17を乗じて得た数値をいう。ｃにおい

て同じ。）を基準値段から加減して得た数値

に変更する。 

ｂ 当取引日において呼値の制限値幅の上限を

１回拡大している場合 

 呼値の制限値幅の上限について，第二次拡

大制限値幅（先物取引制限値幅算定基準値に

100分の21を乗じて得た数値をいう。ｄにおい

て同じ。）を基準値段から加減して得た数値

に変更する。 

ｃ 当取引日において初めて呼値の制限値幅の

下限を拡大する場合 

 呼値の制限値幅の下限について，第一次拡

大制限値幅を基準値段から加減して得た数値

に変更する。 

ｄ 当取引日において呼値の制限値幅の下限を

１回拡大している場合 

 呼値の制限値幅の下限について，第二次拡

大制限値幅を基準値段から加減して得た数値

に変更する。 

４ 前３項の規定にかかわらず，本所は，市況等を

勘案し，取引の状況に異常があると認める場合又は

そのおそれがあると認める場合には，全部又は一部

の銘柄（指数先物取引にあっては，限月取引）につ

いて呼値の制限値幅を変更することができる。 

５ 第１項から第３項までに規定する呼値の制限値

幅の基準値段は，次の各号に掲げる市場デリバティ

ブ取引の区分ごとに，当該各号に定める値段とす

る。 

(1)  指数先物取引 

ａ Mini取引を除く指数先物取引 

 前取引日の当該限月取引の清算数値（株式

会社日本証券クリアリング機構（以下「クリ

アリング機構」という。）が清算指数として

定める数値をいう。以下同じ。）とする。た

だし，前取引日に当該限月取引の清算数値が

ない場合は，日経平均，日経300，業種別指数，
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MSCI JAPAN及びRNP指数にあっては別表２に

より算出した理論価格（当該理論価格が呼値

の単位の整数倍でないときは，当該理論価格

に最も近接する呼値の単位の整数倍の値段

（該当する値段が二つある場合は，高い方の

値段）），ＮＹダウ及び日経平均ＶＩにあっ

ては当該限月取引の直前に取引最終日を迎え

る限月取引の清算数値）とする。 

ｂ Mini取引 

 当該限月取引と取引最終日を同一とする

Large取引の限月取引に係る呼値の制限値幅

の基準値段と同一とする。ただし，対応する

Large取引の限月取引がない場合は，前ａの規

定により算出した数値とする。 

(2) 個別証券オプション取引 

  前日の当該銘柄の清算価格（クリアリング機

構が清算値段として定める価格をいう。以下同

じ。）とし，前日に当該銘柄の清算価格がない

場合及び当日がオプション対象証券の売買に係

る権利落の期日である場合は，当日の指定市場

におけるオプション対象証券の基準値段等から

本所が算出した理論価格とする。 

(3) 指数オプション取引 

  前取引日の当該銘柄の清算価格とし，前取引

日に当該銘柄の清算価格がない場合は，前取引

日の最終の対象指数等から本所が算出した理論

価格とする。 

６ 前項の規定にかかわらず，本所が同項の定める

ところにより得られた数値を呼値の制限値幅の基

準値段とすることが適当でないと認める場合には，

本所がその都度定める。 

 

（呼値に関する事項） 

第17条 規程第26条第11項の規定により，市場デリ

バティブ取引の呼値に関し，本所が定める事項は，

次の各号に定める事項とする。 

(1) 呼値の効力 

  呼値の効力は，第15条の規定に定めるところ

による。ただし，規程第32条各号の規定により

取引の停止が行われた場合の呼値の効力は，本
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所がその都度定めることができる。 

(2) 呼値の方法等 

ａ 呼値は，取引参加者端末装置からその内容

を入力し行うものとする。 

ｂ 規程第24条第２項に規定する取引における

次の(a)及び(b)に掲げる呼値は，当該(a)及び

(b)に定めるところにより処理するものとす

る。 

(a) 売呼値が行われているときにおける当該

値段より高い値段の買呼値は，当該買呼値

の限度の値段までに，これまでに行われて

いる個々の値段の売呼値に対当する買呼値

として処理するものとする。 

(b) 買呼値が行われているときにおける当該

値段より低い値段の売呼値は，当該売呼値

の限度の値段までに，これまでに行われて

いる個々の値段の買呼値に対当する売呼値

として処理するものとする。 

(3) 成行呼値の禁止 

  本所は，取引の状況等を勘案して必要がある

と認めるときは，全部又は一部の銘柄（指数先

物取引にあっては，限月取引）について成行呼

値を禁止することができる。 

(4) ストラテジー取引に係る呼値の制限 

  取引参加者は，規程第24条第７項の規定によ

り算出する値段が本所の定める値幅を超える値

段となるストラテジー売呼値又はストラテジー

買呼値を行うことができない。 

(5) 夜間立会におけるストラテジー取引の呼値の

制限 

  取引参加者は，取引最終日の翌取引日の夜間

立会において，ストラテジー取引の呼値を行う

ことができない。 

２ ストラテジー取引に係る前項第２号の規定の適

用については，同号中「規程第24条第２項」とある

のは「規程第24条第６項の規定により読み替えて適

用する規程第24条第２項」と，「売呼値」とあるの

は「ストラテジー売呼値」と，「買呼値」とあるの

は「ストラテジー買呼値」と，「値段」とあるのは

「ストラテジー値段」とする。 
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（マーケットメイカー制度） 

第18条 本所は，規程第26条第10項の規定により，

本所の市場における市場デリバティブ取引の円滑

な成立及び流動性の向上を目的として，市場デリバ

ティブ取引に係るマーケットメイカー制度を設け

る。 

２ 本所は，本所が定めるところにより，取引参加

者から市場デリバティブ取引に係るマーケットメ

イカーへの指定の申込みを受けて，市場デリバティ

ブ取引に係るマーケットメイカーに指定する。 

３ 前項の規定により指定された取引参加者は，本

所が別に指定する銘柄（指数先物取引にあっては，

限月取引）における売呼値及び買呼値を恒常的に行

う役割を担うものとする。 

４ 本所は，本所が定めるところにより，第２項の

指定を取り消すことができる。 

５ 本所は，市場デリバティブ取引に係るマーケッ

トメイカーの指定又は指定の取消しを公表し，及び

各取引参加者に通知する。 

６ 前各項に定めるもののほか，市場デリバティブ

取引に係るマーケットメイカー制度に関し必要な

事項については，本所が定める。 

 

（取引の停止） 

第19条 規程第32条各号に掲げる場合の取引の停止

は，本所がその都度必要と認める期間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（配当落等の期日） 

第19条 規程第24条第１項に規定する配当落，利益

分配落又は権利落とする期日は，次の各号に定める

日とする。 

(1)  当日取引 

  次のａからｅまでに掲げる有価証券の区分に

従い，当該ａからｅまでに定める日（以下「権

利確定日」という。）の翌日 

ａ  内国株券及び優先出資証券 

 配当若しくは新株予約権その他の権利を受

ける者又は株主総会（優先出資者総会及び投

資主総会を含む。）において株主（優先出資

者及び投資主を含む。）として議決権を行使

する者を確定するための基準日  

ｂ  外国株券（外国証券信託受益証券を除く。）

及び外国株預託証券 
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 記名式の場合は，配当又は新株予約権その

他の権利を受ける者を確定するための基準日

又は株主名簿（受益者名簿及び所有者名簿を

含む。）閉鎖開始日の前日，無記名式の場合

は，配当支払開始日の前日，新株（外国投資

信託の受益権及び外国株預託証券に表示され

る権利を含む。）申込期間開始日の前日又は

株券供託期間の最終日等。ただし，本所が当

該日を別に定める必要があると認めるとき

は，その都度指定する日とする。   

ｃ  受益証券発行信託の受益証券 

 信託財産に係る給付金の支払いを受ける権

利その他の権利を受ける者を確定するための

日 

ｄ 外国投資証券 

 ｂを準用する。この場合において，同規定

中「配当」とあるのは「利益分配」と，「新

株予約権」とあるのは「追加発行される投資

口の引受権」と，「株主名簿」とあるのは「投

資主名簿」と，「新株申込期間」とあるのは

「追加発行される投資口の申込期間」と，「株

券供託期間」とあるのは「投資口供託期間」

と読み替えるものとする。  

ｅ 出資証券 

 出資証券の名義書換停止期間の開始日の前

日 

(2) 普通取引 

  権利確定日の２日前の日（権利確定日が休業

日に当たるときは，権利確定日の３日前の日）

とする。 

 

（株式併合後の株券等を対象として売買を開始する

期日） 

第19条の２ 規程第24条の２第１項に規定する株式

併合後の株券の売買開始の期日は，次の各号に定め

る日とする。 

(1)  当日取引 

  当該併合の効力発生の日（当該併合の効力発

生の日が休業日に当たるときは，当該併合の効

力発生の日の翌日）とする。 
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（取引の一時中断） 

第20条 規程第33条第１項本文に規定する本所が適

当と認める時間は，同項第１号及び第３号に該当し

た場合には15分間以上とし，同項第２号及び第４号

に該当した場合には10分間以上とする。 

２ 規程第33条第１項ただし書に規定する本所が定

める場合は，午後２時45分から日中立会終了時まで

又は翌日の午前２時30分から夜間立会終了時まで

の間に同項各号のいずれかに該当した場合，及び過

誤のある呼値が入力されたことにより同項各号の

いずれかに該当した場合とする。 

３ 規程第33条第１項第２号及び第４号に規定する

本所が定める時間は，５分間とする。 

４ 規程第33条第４項に規定する本所が定める値幅

は，取引状況等を勘案して本所が適当と認める値幅

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  普通取引 

  当該併合の効力発生の日の３日前の日とす

る。 

２ 規程第24条の２第２項に規定する併合後の上場

投資信託受益証券又は上場投資証券の売買開始の

期日は，次の各号に定める日とする。 

(1)  当日取引 

  当該受益権又は投資口の併合の効力発生の日

（当該受益権又は投資口の併合の効力発生の日

が休業日に当たるときは，当該受益権又は投資

口の併合の効力発生の日の翌日）とする。 

(2)  普通取引 

  当該受益権又は投資口の併合の効力発生の日

の３日前の日とする。 

 

（取得対価の変更期日等） 

第20条 規程第25条に規定する取得対価の変更期日

及び行使条件の変更期日は，次の各号に定める日と

する。 

(1)  当日取引 

  種類株の発行者の定める取得対価の変更が行

われる日の前日（当該日に保管振替機構におい

て取得請求の取次ぎが停止されているときは，

変更前の条件での取得請求が可能な期間の最終

日），外国株預託証券に係る預託機関の定める

表示株式数の変更が行われる日（当該預託機関

により，外国株預託証券と当該外国株預託証券

に表示される権利に係る外国株券との交換が停

止又は制限される期間が設けられる場合にあっ

ては，当該期間の開始日）の前日（当該日以外

の日を別に定める必要があると本所が認めると

きは，本所がその都度指定する日）及び転換社

債型新株予約権付社債券の発行者の定める行使

条件の変更が行われる日の前日（当該日に保管

振替機構において行使請求の取次ぎが停止され

ているときは，変更前の条件での行使請求が可

能な期間の最終日）（以下「旧条件最終適用日」

という。）の翌日 

(2)  普通取引 

  次のａ又はｂに定めるところによる。 
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 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（過誤訂正等のための取引の承認申請） 

第21条 規程第34条第１項の規定により本所の承認

を受けようとする取引参加者は，本所が定める様式

により申請を行うものとする。 

ａ  取得対価の変更期日及び表示株式数の変

更期日 

  旧条件最終適用日の２日前の日（旧条件

最終適用日が休業日に当たるときは，旧条

件最終適用日の３日前の日）とする。 

ｂ  行使条件の変更期日 

  旧条件最終適用日の３日前の日（旧条件

最終適用日が休業日に当たるときは，旧条

件最終適用日の４日前の日）とする。ただ

し，利付転換社債型新株予約権付社債券の

売買において，旧条件最終適用日の前日（休

業日に当たるときは，順次繰り上げる。以

下同じ。）が利払期日の前日に当たるとき

は，旧条件最終適用日の４日前の日（旧条

件最終適用日が休業日に当たるときは，旧

条件最終適用日の５日前の日）とする。 

 

（期中償還請求権に係る権利落として売買を行う期

日） 

第20条の２ 規程第25条の２に規定する期中償還請

求権に係る権利落として売買を行う期日は，次の各

号に定める日とする。 

(1)  当日取引 

  期中償還請求期間満了の日の翌日 

(2)  普通取引 

  期中償還請求期間満了の日の３日前の日（期

中償還請求期間満了の日が休業日に当たるとき

は，期中償還請求期間満了の日の４日前の日）

とする。ただし，利付転換社債型新株予約権付

社債券の売買において，期中償還請求期間満了

の日の前日が利払期日の前日に当たるときは，

期中償還請求期間満了の日の４日前の日（期中

償還請求期間満了の日が休業日に当たるとき

は，期中償還請求期間満了の日の５日前の日）

とする。 

 

（経過利子の計算において差し引く税額相当額） 

第21条 規程第26条に規定する税額相当額として本

所が定める額は，利子に係る源泉徴収税額相当額

（円位未満を切り捨てる。）とする。 
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（特別清算数値算出に係る値段） 

第22条 規程第36条第１項第１号及び第２号並びに

第40条第２項に規定する約定値段に関し，これらの

かっこ書に規定する本所が定める値段は，次の各号

に掲げる市場デリバティブ取引の取引対象指数又

は対象指数の区分に従い，当該各号に定めるところ

による。 

(1) 日経平均，日経300及び業種別指数 

ａ 取引最終日の終了する日の翌日において，

株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取

引所」という。）における当該銘柄に特別気

配値段（東京証券取引所の定める呼値に関す

る規則第10条の規定により特別気配表示され

た特別気配値段をいう。この号において同

じ。）がある場合は，最終特別気配値段とす

る。 

ｂ 取引最終日の終了する日の翌日において，

東京証券取引所における当該銘柄に最終特別

気配値段がない場合は，直近の約定値段（最

終特別気配値段及び東京証券取引所の定める

呼値に関する規則第11条の規定により連続約

定気配表示された最終連続約定気配値段を含

む。次のｃにおいて同じ。）とする。 

ｃ 東京証券取引所における当該銘柄の直近の

配当落等の期日（東京証券取引所の定める業

務規程第25条第１項の規定により定める日を

いい，配当（剰余金配当をいう。第２号ｃに

おいて同じ。）落のみに係る日を除く。）又

は株式併合後の株券の売買開始の期日（東京

証券取引所の定める業務規程第25条の２の規

定により定める日をいう。）以後の日におい

て約定値段がない場合は，前号の規定にかか

わらず，本所がその都度定める値段とする。 

(2) MSCI JAPAN及びRNP指数 

ａ 取引最終日の終了する日の翌日において，

主たる取引所金融商品市場における当該銘柄

に特別気配値段（当該主たる取引所金融商品

市場を開設する者（以下「主たる取引所」と

いう。）が定めるところにより気配表示され

 

（売買の停止） 

第22条 規程第27条の規定により行う売買の停止

は，次の各号に定めるところによる。 

(1) 規程第27条第１号に掲げる場合の当該債券又

は転換社債型新株予約権付社債券の売買の停止

は，原則として，抽選償還の当選番号発表日の

３日前の日（当選番号発表日が休業日に当たる

ときは当該日の４日前の日）から当選番号発表

日までとする。 

(2) 規程第27条第２号に掲げる場合の売買の停止

は，有価証券又はその発行者等に関し，上場有

価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関す

る規則（その特例を含む。）により開示が必要

とされる事実に関する情報が生じている場合に

おいて，本所が必要と認めた時から，当該情報

の真偽及び内容に関する発表等が行われたこと

を本所が確認した後15分を経過した時（監理銘

柄若しくは整理銘柄への指定事由に該当する場

合又はそのおそれがあると認める場合は，本所

が監理銘柄又は整理銘柄への指定の決定に関す

る発表を行った後15分を経過した時）までとす

る。ただし，当該銘柄を整理銘柄に指定するこ

ととした場合その他本所が停止の継続を適当と

認めた場合は，停止期間を延長することができ

る。 

(3) 規程第27条第３号に掲げる場合の売買の停止

は，本所がその都度必要と認める期間とする。

ただし，カバードワラントにあっては，原則と

して，当該銘柄の指標資産に係る上場株券等の

売買を停止する場合又は他の金融商品取引所が

開設する取引所金融商品市場において，これに

相当する措置が行われる場合は，当該上場株券

等の売買の停止期間又は本所がその都度必要と

定める期間とする。 

(4) 規程第27条第４号に掲げる場合の売買の停止

は，本所がその都度必要と認める期間とする。 

(5)  規程第27条第５号に掲げる場合の売買の停止

は，次のａ又はｂに定める期間とする。 

ａ  売買の取消しを行う場合 
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た特別気配値段を含む。この号において同

じ。）がある場合は，最終特別気配値段とす

る。 

ｂ 取引最終日の終了する日の翌日において，

主たる取引所金融商品市場における当該銘柄

に最終特別気配値段がない場合は，直近の約

定値段（最終特別気配値段及び主たる取引所

が定めるところにより連続約定気配表示され

た最終連続約定気配値段を含む。次のｃにお

いて同じ。）とする。 

ｃ 主たる取引所金融商品市場における当該銘

柄の直近の配当落等の期日（配当落等の期日

として主たる取引所の定める日をいい，配当

落のみに係る日を除く。）又は株式併合後の

株券の売買開始の期日として主たる取引所が

定める日以後の日において約定値段がない場

合は，前号の規定にかかわらず，本所がその

都度定める値段とする。 

２ 規程第36条第１項第４号に規定する本所が定め

る時間は10分間（日経平均に係る指数オプション取

引における第二限月取引（最初に取引最終日が到来

する限月取引の次に取引最終日が到来する限月取

引をいう。）について，規程第32条各号の規定によ

り取引の停止が行われた時間及び同規程第33条の

規定により取引の一時中断が行われた時間を除

く。）とする。 

 

（オプションの消滅） 

第23条 規程第39条に規定する本所が定める時限

は，権利行使日の午後５時とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本所がその都度必要と認める期間 

ｂ  売買の取消しを行わない場合 

 本所が売買の取消しを行わないことを発表

した後30分を経過した時まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取消しの可能性の周知が必要と認める場合） 

第23条 規程第27条第５号に掲げる場合の売買の停

止は，原則として，過誤のある注文により，次の各

号に掲げる有価証券の区分に従い，当該各号に定め

る数量又は金額を超える売買が成立した場合に行

うものとする。 

(1)  内国株券，内国商品信託受益証券及び優先出

資証券 

  上場株式数（優先出資証券の場合は上場優先

出資口数をいい，投資信託受益証券及び内国商

品信託受益証券の場合は上場受益権口数をい

い，投資証券の場合は上場投資口口数をいう。）

の10％に相当する数量 
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（ギブアップの申告時限） 

第24条 規程第43条第１項に規定する申告は，ギブ

アップに係る市場デリバティブ取引が成立した取

引日の終了する日の午後４時45分までに行うもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  外国株券（外国投資信託受益証券を除く。）

及び外国株預託証券 

  上場株式数（外国株預託証券の場合は上場預

託証券数をいい，外国証券信託受益証券及び外

国受益証券発行信託の受益証券の場合は上場受

益権口数をいう。）の５％に相当する数量 

(3)  転換社債型新株予約権付社債券 

  額面金額20億円 

(4)  外国投資信託受益証券及び外国投資証券 

  上場受益権口数及び上場投資口口数の１％に

相当する数量 

(5)  カバードワラント 

  上場カバードワラント数の５％に相当する数

量 

(6)  出資証券 

  上場出資口数の10％に相当する数量 

２ 前項に規定するほか，債券に係る規程第27条第

５号に掲げる場合の売買の停止は，本所が必要と認

める場合に行うものとする。 

 

（板の様式，記載方法及び記載事項の訂正） 

第24条 規程第14条第５項に規定する板の様式，記

載方法及び記載事項の訂正については，次の各号に

定めるところによるものとする。 

(1)  様式 

  板の様式は，別表のとおりとする。 

(2)  記載方法 

ａ  板呼値の記載 

 板呼値の記載は，売り及び買い別の値段ご

とに，取引参加者名(本所が定める取引参加者

の番号。以下同じ。)及び数量を，時間の先後

が明らかとなる方法により行う。 

ｂ  受託時区分の表示 

 板呼値について，次に定める区分を表示す

る。 

(a) 売買立会の始めの約定値段決定時及び第

８条に規定する売買が中断された場合の中

断後最初の約定値段決定時における決定前

後の区分 

(b) 売買立会開始時から30分ごとの区分。ただ
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（テイクアップの申告時限） 

第25条 規程第44条第１項に規定する申告は，ギブ

アップに係る市場デリバティブ取引が成立した取

引日の終了する日の午後５時までに行うものとす

る。 

 

（過誤のある注文に係る公表事項） 

第26条 規程第52条に規定するる本所が定める事項

は，過誤のある注文に関する次の各号に定める事項

とする。 

(1) 銘柄（指数先物取引にあっては，限月取引） 

(2) 発注した取引参加者の名称 

(3) 内容 

ａ 発注時刻 

ｂ 売付け又は買付けの区別 

ｃ 値段 

ｄ 数量 

(4) 売買成立等の状況 

ａ 取消しの時刻（すべての数量について売買

が成立した場合はその時刻） 

ｂ 約定値段（発注後最初及び最後の約定に係

し，始めの約定値段が決定される以前及び

第８条に規定する売買が中断された場合の

中断後最初の約定値段が決定される以前に

おいては，その表示を要しない。 

(c) 午前立会，午後立会の区分 

ｃ  売買が成立した板呼値の抹消方法 

 板呼値について，売買が成立したときは，

次に定めるところにより，その抹消を行う。 

(a)  全部の数量が成立した場合 

  取引参加者名及び数量を事後において判

読できる方法により抹消する。 

(b)  一部の数量が成立した場合 数量を事後

において判読できる方法により抹消し，そ

の左側に残数量を記載する。 

(3)  記載事項の訂正 

  板呼値の数量の減少となる訂正又は板呼値の

取消しは，取引参加者名及び数量を事後におい

て判読できる方法により行う。 

 

 

第25条から第28条まで 削 除 
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る値段に限る。） 

ｃ 売買成立の数量 

 

（個別証券オプションの上場廃止日） 

第27条 規程53条に規定する上場廃止日等は，次の

各号に定めるところによる。 

(1) 規程第53条第１項第１号の規定により個別証

券オプションの上場を廃止する場合 

ａ  個別証券オプションの上場廃止日 

 いずれの個別証券オプション上場取引所に

おいても当該オプション対象証券が上場廃止

となる日 

ｂ  規程第53条第２項に規定する本所が定める

限月取引及びその数 

(a) オプション対象証券が合併，株式交換又は

株式移転により上場廃止（規程第51条第１

項第１号に掲げる場合に該当するときの当

該オプション対象証券の上場廃止に限る。）

となる場合（オプション対象証券が指定取

引所の定めるところにより整理銘柄に指定

される又はこれに相当する措置が行われる

場合を除く。）には，本所がその都度定め

る日以降において，原則として，吸収合併

若しくは新設合併がその効力を生ずる日，

株式交換がその効力を生ずる日又は株式移

転がその効力を生ずる日以降の日を取引最

終日とする限月取引が二つ以上となる新た

な限月取引に係る取引についてはこれを行

わないものとし，取引最終日がオプション

対象証券の上場廃止日の前日以降の日とな

る限月取引の取引最終日は，当該オプショ

ン対象証券の上場廃止日の前々日（休業日

を除外する。次の(b)における日数計算にお

いて同じ。）とする。 

(b) 前(a)に規定する場合以外である場合に

は，当該個別証券オプションの上場廃止を

決定した日の翌日以降の日を取引開始日と

する新たな限月取引に係る取引については

これを行わないものとし，取引最終日がオ

プション対象証券の上場廃止日の前日以降
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の日となる限月取引の取引最終日は，当該

オプション対象証券の上場廃止日の前々日

とする。ただし，当該上場廃止日の前々日

を当該取引最終日とすることが適当でない

と本所が認める場合には，本所がその都度

定める日を取引最終日とするものとする。 

(2) 規程第53条第１項第２号の規定により個別証

券オプションの上場を廃止する場合 

ａ 個別証券オプションの上場廃止日 

 規程第53条第１項第２号に規定する基準日

の翌々月の第二金曜日（休業日に当たるとき

は，順次繰り上げる。）とする。 

ｂ 規程第53条第２項に規定する本所が定める

限月取引及びその数 

 本所が個別証券オプションの上場廃止を決

定した日の翌日以降の日を取引開始日とする

新たな限月取引に係る取引についてはこれを

行わないものとし，取引最終日が当該個別証

券オプションの上場廃止日以降の日となる限

月取引の取引最終日は，当該上場廃止日の前

日とする。 

 

（大口建玉の報告） 

第28条 規程第54条第５項に規定する本所が報告数

量として定める数量は，取引単位の500倍の数量と

する。 

２ 規程第54条第５項に規定する報告は，所定の様

式により，報告数量として定める数量以上となった

日の翌日及び当該報告数量として定める数量以上

となった日の翌日後の日で本所が必要と認める日

に行うものとする。 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（過誤訂正等のための売買の承認申請） 

第29条 規程第39条の規定により本所の承認を受け

ようとする取引参加者は，本所が定める様式により

申請を行うものとする。 

 

（復活のための売買） 

第29条の２ 規程第39条の２の規定により本所の承

認を受けようとする取引参加者は，本所が定める様
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式により申請を行うものとする。 

２ 前項の申請について，本所は，次の各号のいず

れにも該当する場合にこれを承認するものとする。

(1)  過誤のある注文に係る売買が最初に成立した

時から規程第27条第５号の規定により売買の停

止が行われた時（売買の停止が行われなかった

場合にあっては，規程第77条の規定により当該

過誤のある注文について公表された時）までの

間に，次のいずれかの売買（以下「連鎖取引」

という。）を行っていること。 

ａ 取り消された売買に係る注文を委託した顧

客が，当該取り消された売買に係る注文を委

託した取引参加者と同一の取引参加者に委託

して行った，当該取り消された売買に係る売

付け後の売却代金による買付け又は買付け後

の当該買付けた有価証券の売付け 

ｂ 信用取引により貸付けを受けた買付代金又

は売付有価証券の弁済（弁済の繰延期限にあ

たる日における弁済に限る。）のための売買 

ｃ 個別証券オプション取引の権利行使により

成立するオプション対象証券の売買の決済の

ための売買 

(2)  取り消された売買に係る売付け又は買付け

が，取引一任契約又は金融商品取引業者（法第

28条第１項第１号に掲げる行為に係る業務の登

録を受けた者に限る。）若しくは取引所取引許

可業者の自己の計算に基づき行われたものでな

いこと。 

(3)  売買の取消しが行われたことにより，委託者

が連鎖取引の決済を行うことができなくなるこ

と。 

３ 復活のための売買は，顧客ごとに，次の各号に

掲げる有価証券の区分に従い，当該各号に定める数

量を上限とする。ただし，当該顧客についてＪ－Ｎ

ＥＴ市場に関する有価証券上場規程，業務規程，信

用取引・貸借取引規程及び受託契約準則等の特例の

施行規則第８条の２第１項に規定する申請を行う

ときは，復活のための売買及びＪ－ＮＥＴ市場特例

第21条第１項の売買の合計について，当該上限を適

用するものとする。 
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 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)  株券，外国投資証券，優先出資証券，外国株

預託証券及び出資証券 

  ２千万円を，取り消された売買に係る銘柄の

当該売買が行われた日における基準値段（基準

値段がない場合には，本所がその都度定める値

段。次号において同じ。）で除して得た数量を，

当該銘柄の売買単位で除して得た数量（10に満

たない端数は切り上げる。） 

(2)  債券及び転換社債型新株予約権付社債券 

  ２千万円を，取り消された売買に係る銘柄の

当該売買が行われた日における基準値段で除し

て得た金額を，当該銘柄の額面金額で除して得

た数量に100を乗じて得た数量（10に満たない端

数は切り上げる。） 

(3) カバードワラント 

  第１号の規定を準用する。 

 

（売買管理上適当でないと認める場合） 

第29条の３ 規程第40条第１項に規定する本所が売

買管理上適当でないと認める場合は，次の各号に定

める場合とする。 

(1)  立会外分売に係る有価証券について，直前に

立会外分売が行われた日から４週間を経過して

いない場合（直前に行われた立会外分売におい

て，売買が成立しなかった数量の範囲内で再度

立会外分売を行う場合を除く。）  

(2)  立会外分売に係る有価証券の発行者が，法第

166条第２項第１号から第３号まで及び同第５

号から第７号までに定める事項（投資信託受益

証券，外国投資信託受益証券，受益証券発行信

託の受益証券（外国法人の発行する株券を信託

財産とする外国証券信託受益証券を除く。），

外国受益証券発行信託の受益証券，投資証券及

び外国投資証券にあっては，これらに準ずる事

項）について，上場有価証券の発行者の会社情

報の適時開示等に関する規則（その特例を含

む。）に基づき開示を行った日から10日を経過

していない場合   

(3)  立会外分売に係る有価証券について，一般募

集，株主割当，売出し，取引所金融商品市場に
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 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おける買付けその他本所が適当と認める方法以

外の方法で１か年以内に取得したものではない

ことの確認がとれない場合  

(4)  立会外分売に係る有価証券の売買立会におけ

る売買状況に異常があると認める場合又はその

おそれがあると認める場合で，本所が立会外分

売を行うことが適当でないと認めるとき。 

 

（立会外分売の数量） 

第30条 規程第40条第１項に規定する本所が定める

顧客の売付注文の数量（２人以上の顧客が同時に同

一条件で立会外分売の委託を行う場合は，当該顧客

の売付注文の数量の合計）については，当該銘柄の

売買立会における最近６か月間（届出日が月の１日

から20日までの間は，その前々月以前６か月間と

し，月の21日から末日までの間は，前月以前６か月

間とする。）の１日平均売買高（普通取引の売買高）

を基準として，次の各号に掲げる数量とする。ただ

し，上場後６か月を経過していない銘柄の１日平均

売買高に関し必要な事項は，本所がその都度定める

ものとする。 

(1) 内国株券（ＪＡＳＤＡＱに上場する内国法人

の発行する株券（以下「ＪＡＳＤＡＱ内国株券」

という。），ＪＡＳＤＡＱに上場する内国法人

の発行する新株予約権証券，優先出資証券，投

資信託受益証券及び投資証券を除く。） 

ａ 売買単位が100株を超える銘柄 

１日平均売買高  数  量 

          市場第一部銘柄 市場第二部銘柄 

５万株未満のもの  15万株 ７万株 

 ５万株以上 10万株未満のもの 20万株 10万株 

 10万株以上 30万株未満のもの 30万株 15万株 

 30万株以上 50万株未満のもの 40万株 20万株 

 50万株以上 75万株未満のもの 50万株 25万株 

 75万株以上100万株未満のもの 60万株 30万株 

100万株以上200万株未満のもの  80万株 40万株 

200万株以上300万株未満のもの 150万株80万株 

300万株以上のもの       200万株100万株

ｂ 売買単位が１株を超え100株以下の銘柄 

１日平均売買高  数  量 
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          市場第一部銘柄 市場第二部銘柄 

  ５万株未満のもの   ３万株 1.5万株 

 ５万株以上 10万株未満のもの ４万株 ２万株

 10万株以上 30万株未満のもの ６万株 ３万株

 30万株以上 50万株未満のもの ８万株 ４万株

 50万株以上 75万株未満のもの 10万株 ５万株

 75万株以上100万株未満のもの 12万株 ６万株

100万株以上200万株未満のもの 16万株 ８万株

200万株以上300万株未満のもの 30万株 15万株

300万株以上のもの   40万株 20万株

ｃ 売買単位が１株の銘柄 

１日平均売買高  数  量 

          市場第一部銘柄 市場第二部銘柄 

 50株未満のもの   150株  70株 

 50株以上 100株未満のもの 200株 100株 

100株以上 300株未満のもの 300株 150株 

300株以上 500株未満のもの 400株 200株 

500株以上 750株未満のもの 500株 250株 

750株以上１千株未満のもの 600株 300株 

１千株以上２千株未満のもの 800株 400株 

２千株以上３千株未満のもの 1.5千株 800株 

３千株以上のもの   ２千株 １千株 

(1)の２ ＪＡＳＤＡＱ内国株券及びＪＡＳＤＡＱ

に上場する内国法人の発行する新株予約権証券 

  前号の規定を準用する。この場合において，

同規定中「市場第一部銘柄」とあるのは「スタ

ンダード銘柄」と，「市場第二部銘柄」とある

のは「グロース銘柄」とそれぞれ読み替えるも

のとする。 

(2) 外国株券（外国投資信託受益証券，外国証券

信託受益証券及び外国受益証券発行信託の受益

証券を除く。） 

ａ 売買単位を1,000株とする銘柄 

 １日平均売買高  数  量 

 ５万株未満のもの  ７万株 

 ５万株以上10万株未満のもの 10万株 

 10万株以上30万株未満のもの 15万株 

 30万株以上50万株未満のもの 20万株 

 50万株以上70万株未満のもの 25万株 

 70万株以上100万株未満のもの 30万株 



- 40 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100万株以上200万株未満のもの 40万株 

200万株以上300万株未満のもの 80万株 

300万株以上のもの  100万株 

ｂ 売買単位を500株とする銘柄 

 １日平均売買高  数  量 

2.5万株未満のもの   3.5万株 

2.5万株以上 ５万株未満のもの ５万株 

 ５万株以上 15万株未満のもの  7.5万株 

 15万株以上 25万株未満のもの   10万株 

 25万株以上 35万株未満のもの 12.5万株 

 35万株以上 50万株未満のもの   15万株 

 50万株以上100万株未満のもの   20万株 

100万株以上150万株未満のもの   20万株 

150万株以上のもの    50万株 

ｃ 売買単位を100株とする銘柄 

 １日平均売買高  数  量 

５千株未満のもの   ７千株 

５千株以上 １万株未満のもの  １万株 

１万株以上 ３万株未満のもの 1.5万株 

３万株以上 ５万株未満のもの  ２万株 

５万株以上 ７万株未満のもの 2.5万株 

７万株以上10万株未満のもの  ３万株 

10万株以上20万株未満のもの  ４万株 

20万株以上30万株未満のもの  ８万株 

30万株以上のもの  10万株 

ｄ 売買単位を50株とする銘柄 

 １日平均売買高  数  量 

2.5千株未満のもの   3.5千株 

2.5千株以上５千株未満のもの   ５千株 

 ５千株以上1.5万株未満のもの  7.5千株 

1.5万株以上2.5万株未満のもの   １万株 

2.5万株以上3.5万株未満のもの  1.25万株 

3.5万株以上５万株未満のもの  1.5万株 

 ５万株以上10万株未満のもの   ２万株 

 10万株以上15万株未満のもの   ４万株 

 15万株以上のもの    ５万株 

ｅ 売買単位を10株とする銘柄 

 １日平均売買高  数  量 

 500株未満のもの    700株 

 500株以上１千株未満のもの  １千株 
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１千株以上３千株未満のもの  1.5千株 

３千株以上５千株未満のもの  ２千株 

５千株以上７千株未満のもの  2.5千株 

７千株以上１万株未満のもの  ３千株 

１万株以上２万株未満のもの  ４千株 

２万株以上３万株未満のもの  ８千株 

３万株以上のもの   １万株 

ｆ 売買単位を１株とする銘柄 

 １日平均売買高  数  量 

 50株未満のもの    70株 

 50株以上100株未満のもの  100株 

 100株以上300株未満のもの  150株 

 300株以上500株未満のもの  200株 

 500株以上700株未満のもの  250株 

 700株以上１千株未満のもの  300株 

１千株以上２千株未満のもの  400株 

２千株以上３千株未満のもの  800株 

３千株以上のもの   １千株 

 

（立会外分売の届出） 

第31条 規程第40条第２項の規定による届出は，本

所が定める様式により，売買立会終了後，直ちに行

うものとする。 

 

（立会外分売に係る基準値段） 

第32条 規程第41条かっこ書に規定する本所が定め

る基準値段は，呼値の制限値幅に関する規則別表

「基準値段算出に関する表」により算出された値段

とする。 

 

（立会外分売の買付申込み） 

第33条 規程第42条第１項に規定する立会外分売に

対する買付けの申込みは，次の各号に定めるところ

により行うものとする。 

(1) 買付申込方法 

  立会外分売に対する買付けの申込みは，取引

参加者端末装置から入力する方法により行うも

のとする。ただし，本所が必要があると認める

場合は，申込方法を変更することができる。 

(2) 買付申込数量の単位 
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  買付申込数量の単位は，当該銘柄の売買立会

による売買単位に準ずるものとする。 

(3) 買付申込数量の制限 

  本所が立会外分売に対する買付申込数量の限

度を定める必要を認めた場合で，かつ立会外分

売を委託した顧客がその限度を定めたときは，

取引参加者は，同一顧客からの当該限度を超え

る数量の買付申込みを受託することができない

ものとする。 

 

（立会外分売における対当順位） 

第34条 規程第43条に規定する本所が定める順位

は，次の各号に定めるところによる。 

(1) 対当の順位は次のとおりとする。 

ａ 第１順位 

 顧客（金融商品取引業者（法第28条第１項

第１号に掲げる行為に係る業務の登録を受け

た者に限る。以下この号において同じ。）及

び取引所取引許可業者を除く。）からの委託

に基づく買付申込数量  

ｂ 第２順位 

 金融商品取引業者及び取引所取引許可業者

の自己の計算に基づく買付申込数量  

(2) 前号ａ及びｂに規定するそれぞれの買付申込

数量の対当順位は，次のとおりとする。この場

合において，同一取引参加者の買付申込数量が

分売総数量を超えているときは，当該買付申込

数量は，分売総数量と同数量とする。 

ａ 買付けの申込みを行っている取引参加者単

位により，申込数量の多い取引参加者から少

ない取引参加者の順序（申込数量が同一の取

引参加者については抽選による。）で，最小

単位をそれ以外の部分の数量に優先させ，対

当させる。 

ｂ 最小単位以外の数量については，取引参加

者単位でその数量に比例させ，対当させる。

ただし，最小単位未満の端数が生じた場合は，

その端数を切り捨てる。 

(3) 前号ｂただし書の規定により切り捨てた分に

ついては，切捨数量の多い取引参加者から最小
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  付 則 

この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

 

（別表１） ストラテジー取引の種類等 

ス ト

ラ テ

ジ ー

取 引

の 種

類 

ス ト ラ テ

ジ ー 買 取

引 に よ り

成 立 す る

指 数 オ プ

シ ョ ン 取

引 

ス ト ラ テ

ジ ー 売 取

引 に よ り

成 立 す る

指 数 オ プ

シ ョ ン 取

引 

イ

ン

プ

ラ

イ

ド

機

能 

ストラテ

ジー値段

の算出方

法 

単位を順次対当させる。ただし，その数量が同

一の取引参加者については，抽選により対当さ

せる。 

 

第35条 削除 

 

（国外取引参加者に係る有価証券売買責任者の承認

申請） 

第36条 規程第76条第３項の規定による申請は，本

所が定める様式による承認申請書に本所が必要と

認める書類を添付して行うものとする。 

 

（過誤のある注文に係る公表事項） 

第37条 規程第77条に規定する本所が定める事項

は，過誤のある注文に関する次の各号に定める事項

とする。 

(1) 銘柄 

(2) 発注した取引参加者の名称 

(3) 内容 

ａ 発注時刻 

ｂ 売付け又は買付けの区別 

ｃ 値段 

ｄ 数量 

(4) 売買成立等の状況 

ａ 取消しの時刻（すべての数量について売買

が成立した場合はその時刻） 

ｂ 約定値段（発注後最初及び最後の約定に係

る値段に限る。） 

ｃ 売買成立の数量 

 

 

 

 

 

（新設） 
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カ レ

ン ダ

ー ス

プ レ

ッド 

期近限月

取引の売

付け及び

期先限月

取引の買

付けがそ

れぞれ１

単位成立

する取引 

期近限月

取引の買

付け及び

期先限月

取引の売

付けがそ

れぞれ１

単位成立

する取引 

○ 

期 先 限

月 取 引

の 値 段

か ら 期

近 限 月

取 引 の

値 段 を

減じる 

コ ー

ル・ス

プ レ

ッド 

１ 単 位 の

コ ー ル の

買 付 け 及

び 同 一 限

月 取 引 の

よ り 高 い

権 利 行 使

価 格 の １

単 位 の コ

ー ル の 売

付け 

１ 単 位 の

コ ー ル の

売 付 け 及

び 同 一 限

月 取 引 の

よ り 高 い

権 利 行 使

価 格 の １

単 位 の コ

ー ル の 買

付け 

○ 

コールの

値段から

より高い

権利行使

価格のコ

ールの値

段を減じ

る 

プ ッ

ト・ス

プ レ

ッド 

１ 単 位 の

プ ッ ト の

買 付 け 及

び 同 一 限

月 取 引 の

よ り 低 い

権 利 行 使

価 格 の １

単 位 の プ

ッ ト の 売

付け 

１ 単 位 の

プ ッ ト の

売 付 け 及

び 同 一 限

月 取 引 の

よ り 低 い

権 利 行 使

価 格 の １

単 位 の プ

ッ ト の 買

付け 

○ 

プットの

値段から

より低い

権利行使

価格のプ

ットの値

段を減じ

る 

コ ー

ル・カ

レ ン

ダ

ー・ス

プ レ

ッド 

期 近 限 月

取 引 の １

単 位 の コ

ー ル の 売

付 け 及 び

期 先 限 月

取 引 の 同

一 権 利 行

使 価 格 の

１ 単 位 の

コ ー ル の

買付け 

期 近 限 月

取 引 の １

単 位 の コ

ー ル の 買

付 け 及 び

期 先 限 月

取 引 の 同

一 権 利 行

使 価 格 の

１ 単 位 の

コ ー ル の

売付け 

○ 

期先限月

取引のコ

ールの値

段から期

近限月取

引のコー

ルの値段

を減じる

プ ッ

ト・カ

レ ン

ダ

ー・ス

プ レ

ッド 

期 近 限 月

取 引 の １

単 位 の プ

ッ ト の 売

付 け 及 び

期 先 限 月

取 引 の 同

一 権 利 行

使 価 格 の

期 近 限 月

取 引 の １

単 位 の プ

ッ ト の 買

付 け 及 び

期 先 限 月

取 引 の 同

一 権 利 行

使 価 格 の

○ 

期先限月

取引のプ

ットの値

段から期

近限月取

引のプッ

トの値段

を減じる
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１ 単 位 の

プ ッ ト の

買付け 

１ 単 位 の

プ ッ ト の

売付け 

コ ー

ル・ダ

イ ア

ゴ ナ

ル・カ

レ ン

ダ

ー・ス

プ レ

ッド 

期 近 限 月

取 引 の １

単 位 の コ

ー ル の 売

付 け 及 び

期 先 限 月

取 引 の 異

な る 権 利

行 使 価 格

の １ 単 位

の コ ー ル

の買付け 

期 近 限 月

取 引 の １

単 位 の コ

ー ル の 買

付 け 及 び

期 先 限 月

取 引 の 異

な る 権 利

行 使 価 格

の １ 単 位

の コ ー ル

の売付け 

○ 

期先限月

取引のコ

ールの値

段から期

近限月取

引のコー

ルの値段

を減じる

プ ッ

ト・ダ

イ ア

ゴ ナ

ル・カ

レ ン

ダ

ー・ス

プ レ

ッド 

期 近 限 月

取 引 の １

単 位 の プ

ッ ト の 売

付 け 及 び

期 先 限 月

取 引 の 異

な る 権 利

行 使 価 格

の １ 単 位

の プ ッ ト

の買付け 

期 近 限 月

取 引 の １

単 位 の プ

ッ ト の 買

付 け 及 び

期 先 限 月

取 引 の 異

な る 権 利

行 使 価 格

の １ 単 位

の プ ッ ト

の売付け 

○ 

期先限月

取引のプ

ットの値

段から期

近限月取

引のプッ

トの値段

を減じる

ス ト

ラ ン

グル 

１ 単 位 の

プ ッ ト の

買 付 け 及

び 同 一 限

月 取 引 の

よ り 高 い

権 利 行 使

価 格 の １

単 位 の コ

ー ル の 買

付け 

１ 単 位 の

プ ッ ト の

売 付 け 及

び 同 一 限

月 取 引 の

よ り 高 い

権 利 行 使

価 格 の １

単 位 の コ

ー ル の 売

付け 

○ 

コールの

値段にプ

ットの値

段を加え

る 

ス ト

ラ ド

ル 

１ 単 位 の

プ ッ ト の

買 付 け 及

び 同 一 限

月 取 引 の

同 一 権 利

行 使 価 格

の １ 単 位

の コ ー ル

の買付け 

１ 単 位 の

プ ッ ト の

売 付 け 及

び 同 一 限

月 取 引 の

同 一 権 利

行 使 価 格

の １ 単 位

の コ ー ル

の売付け 

○ 

コールの

値段にプ

ットの値

段を加え

る 

コ ー

ル・バ

タ フ

ライ 

１ 単 位 の

コ ー ル の

買 付 け 及

び 同 一 限

１ 単 位 の

コ ー ル の

売 付 け 及

び 同 一 限

○ 

コールの

値段から

より高い

権利行使
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月 取 引 の

よ り 高 い

権 利 行 使

価 格 の ２

単 位 の コ

ー ル の 売

付 け 及 び

同 一 限 月

取 引 の さ

ら に 高 い

権 利 行 使

価 格 の １

単 位 の コ

ー ル の 買

付け 

月 取 引 の

よ り 高 い

権 利 行 使

価 格 の ２

単 位 の コ

ー ル の 買

付 け 及 び

同 一 限 月

取 引 の さ

ら に 高 い

権 利 行 使

価 格 の １

単 位 の コ

ー ル の 売

付け 

価格のコ

ールの値

段に２を

乗じた数

値 を 減

じ，さら

に高い権

利行使価

格のコー

ルの値段

を加える

プ ッ

ト・バ

タ フ

ライ 

１ 単 位 の

プ ッ ト の

買 付 け 及

び 同 一 限

月 取 引 の

よ り 高 い

権 利 行 使

価 格 の ２

単 位 の プ

ッ ト の 売

付 け 及 び

同 一 限 月

取 引 の さ

ら に 高 い

権 利 行 使

価 格 の １

単 位 の プ

ッ ト の 買

付け 

１ 単 位 の

プ ッ ト の

売 付 け 及

び 同 一 限

月 取 引 の

よ り 高 い

権 利 行 使

価 格 の ２

単 位 の プ

ッ ト の 買

付 け 及 び

同 一 限 月

取 引 の さ

ら に 高 い

権 利 行 使

価 格 の １

単 位 の プ

ッ ト の 売

付け 

○ 

プットの

値段から

より高い

権利行使

価格のプ

ットの値

段に２を

乗じた数

値 を 減

じ，さら

に高い権

利行使価

格のプッ

トの値段

を加える

(注１) インプライド機能欄に○があるのは，規程第

28条に規定する本所が定める種類のストラテジ

ー取引であることを示す。 

(注２) プットとは，個別証券プットオプション又は

指数プットオプションをいう。 

(注３) コールとは，個別証券コールオプション又は

指数コールオプションをいう。 

(注４) 期近限月取引とは，取引最終日が先に到来す

る限月取引をいう。 

(注５) 期先限月取引とは，取引最終日が後に到来す

る限月取引をいう。 

(注６) カレンダースプレッドは，指数先物取引に限

り，カレンダースプレッド以外のストラテジー

取引はオプション取引に限る。 
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（別表２） 理論価格算出に関する表 

 

 理論価格＝Ｓｅ(r-δ)t 

(注１) 上式における各記号の意味は，次のとおり

とする。 

Ｓ：算出時の取引対象指数 

ｅ：自然対数の底 

δ：本所が指定する予想配当利回り 

ｔ：翌日から当該限月取引の取引最終日の終了する

日の翌日（休業日に当たるときは，順次繰り下げ

る。）までの日数/365 

ｒ：本所が指定する金利 

(注２) 配当利回りは，日経平均，日経300，業種別

指数及びRNP指数の場合は予想配当利回りを，MSCI 

JAPANの場合は過去の配当実績に基づく配当利回り

を用いるものとする。 

(注３) 日経300，MSCI JAPAN及びRNP指数を対象と

する指数先物取引の理論価格を算出する場合で，小

数点第２位以下の端数が生じたときは，これを四捨

五入する。 

(注４) 日経平均株価及び業種別指数を対象とする

指数先物取引の理論価格を算出する場合で，円位未

満の端数が生じたときは，これを四捨五入する。 

(注５) 取引対象指数は，理論価格の算出前に当該

指数の算出者（当該指数の配信に係る委託者を含

む。）から受信した取引対象指数のうち算出前に最

も近い時点に受信した数値とする。 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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有価証券の売買等又はその受託に関する規制措置の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

 市場デリバティブ取引又はその受託に関する規

制措置 

 

（市場デリバティブ取引又はその受託に関する規制

措置） 

第１条 業務規程第47条の規定に基づき，本所が市

場デリバティブ取引又はその受託に関し行うこと

ができる規制措置は，次の各号に掲げるものとす

る。 

 （削る） 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 （削る） 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 有価証券の売買等又はその受託に関する規制措

置 

 

（有価証券の売買等又はその受託に関する規制措

置） 

第１条 業務規程第63条の規定に基づき，本所が有

価証券の売買等又はその受託に関し行うことがで

きる規制措置は，次の各号に掲げるものとする。 

 

(1) 信用取引による売付け若しくは買付けに係る

委託保証金又は発行日取引に係る委託保証金の

率の引上げ又は当該委託保証金の有価証券をも

ってする代用の制限 

(2) 信用取引による売付け若しくは買付けに係る

委託保証金又は発行日取引に係る委託保証金を

有価証券をもって代用する場合の代用価格の計

算において，時価に乗ずべき率の引下げ 

(3) 信用取引による売付け又は買付けに係る委託

保証金の有価証券をもってする代用の制限を行

う場合において，当該委託保証金のうち有価証

券をもって代用することができない部分の全部

又は一部に相当する額の金銭の取引参加者によ

る本所への預託 

(4) 信用取引による売付け若しくは買付け（取引参

加者の信用売り又は信用買いを含む。）の制限

又は禁止 

(5) 発行日取引の総売付株数又は総買付株数の制

限 

(6) 発行日取引につき，取引参加者が預託すべき売

買証拠金（株式会社日本証券クリアリング機構

の定める売買証拠金又は清算・決済規程第17条

に定める売買証拠金をいう。以下同じ。）につ

いて，次に掲げる事項 

ａ 売買証拠金の預託日時の繰上げ 

ｂ 売買証拠金の額の引上げ又は当該売買証拠

金の有価証券をもってする代用の制限 
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(1) 先物・オプション取引（清算・決済規程第４条

第１項に規定する先物・オプション取引をいう。

以下同じ。）に係る証拠金又は取引証拠金につ

いて，次に掲げる事項 

ａ～ｃ （略） 

(2)～(6) （略） 

(7) オプション取引の買付けに係る取引代金の決

済日前における預託の受入れ 

 

(8) （略） 

  （削る） 

(9) （略） 

 

(有価証券等清算取次ぎに対する適用) 

第２条 市場デリバティブ取引に係る有価証券等清

算取次ぎについては，有価証券等清算取次ぎを委託

する取引参加者を当該市場デリバティブ取引を行

う者とみなしてこの規則を適用する。 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 

(注) この規則における用語の意義は，次に掲げる

規則において定めるところによる。 

(1) 業務規程 

 

 

 

 

 

(2)～(4) （略） 

 

 

ｃ 発行日取引の総売付株数又は総買付株数の

一定数量以上についての売買証拠金の累増 

(7) 先物・オプション取引（清算・決済規程第３条

第２項に規定する先物・オプション取引をいう。

以下同じ。）に係る証拠金又は取引証拠金につ

いて，次に掲げる事項 

ａ～ｃ （略） 

(8)～(12) （略） 

(13) 委託に基づく売付有価証券若しくは買付代金

又はオプション取引の買付けに係る取引代金の

決済日前における預託の受入れ 

(14) （略） 

(15) 信用取引残高の日々公表 

(16) （略） 

 

(有価証券等清算取次ぎに対する適用) 

第２条 有価証券の売買等に係る有価証券等清算取

次ぎについては，有価証券等清算取次ぎを委託する

取引参加者を当該有価証券の売買等を行う者とみ

なしてこの規則を適用する。 

 

（特設注意市場銘柄に指定された銘柄等に係る信用

取引残高の公表） 

第２条の２ 本所は，有価証券上場規程第14条の６

及びＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上場規程第40

条に規定する特設注意市場銘柄に指定された銘柄

が信用取引を行うことができる銘柄である場合に

は，その信用取引残高を日々公表するものとする。

 

(注) この規則における用語の意義は，次に掲げる

規則において定めるところによる。 

(1) 指数先物取引に関する業務規程及び受託契約

準則の特例 

(2) 個別証券オプション取引に関する業務規程，信

用取引・貸借取引規程及び受託契約準則の特例 

(3) 指数オプション取引に関する業務規程及び受

託契約準則の特例 

(4)～(6) （略） 
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  付 則 

 この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 51 - 

取引参加者規程施行規則の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

 

 （削る） 

 

 

 

（金銭の取扱い） 

第３条 取引参加者規程第11条第１項又は第11条の

２第１項の規定により，取引参加者が，信認金又は

取引参加者保証金を金銭により本所に預託する場

合には，クリアリング機構が本所に代わって当該金

銭を受領するものとし，取引参加者は，クリアリン

グ機構が指定する銀行のうちから当該取引参加者

が選定した銀行に設けられたクリアリング機構名

義の口座への振込みにより当該預託を行うものと

する。 

２ 本所に信認金又は取引参加者保証金として預託

されている金銭の取引参加者への返戻については，

クリアリング機構が，本所に代わって，クリアリン

グ機構名義の口座から当該取引参加者名義の口座

への振込みにより行うものとする。 

 

第４条 削 除 

 

（合併等の通知） 

第４条の２ 取引参加者規程第14条第２項の通知

は，次の各号に掲げる行為の区分に従い，当該各号

に定める事項その他本所が必要と認める事項につ

いて，当該行為の承認のため株主総会（株式会社以

外の者にあっては，これに準ずるもの。以下この条

において同じ。）の決議を行う場合は，原則として，

当該行為を承認する株主総会の日の２週間前の日

まで，株主総会の決議を行わない場合は，原則とし

て，取締役会など会社の意思決定機関による決定の

日の２週間前の日までに行うものとする。 

(1) （略） 

(2) 取引参加者規程第14条第１項第２号に掲げる

 

（法令遵守責任者の承認申請） 

第２条の２ 取引参加者規程第７条の規定による申

請は，本所が定める様式による承認申請書に本所が

必要と認める書類を添付して行うものとする。 

 

 

第３条及び第４条 削 除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（合併等の通知） 

第４条の２ 取引参加者規程第14条第２項の通知

は，次の各号に掲げる行為の区分に従い，当該各号

に定める事項その他本所が必要と認める事項につ

いて，当該行為の承認のため株主総会（株式会社以

外の者にあっては，これに準ずるもの。以下この条

において同じ。）の決議を行う場合は，原則として，

当該行為を承認する株主総会の日の２週間前の日

まで，株主総会の決議を行わない場合は，原則とし

て，取締役会など会社の意思決定機関による決定の

日の２週間前の日までに行うものとする。 

(1) （略） 

(2) 取引参加者規程第14条第１項第２号に掲げる
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分割による事業の一部の他の法人への承継又は

同項第４号に掲げる事業の一部の譲渡 

ａ 分割又は事業の譲渡後の役員構成，組織体

制及び本所の市場における市場デリバティブ

取引の業務の見込み 

ｂ （略） 

(3) （略） 

 

（合併等の承認申請） 

第４条の３ （略） 

２ 前項の承認申請書には，次の各号に掲げる書類

を添付しなければならない。 

(1)～(3) （略） 

(4) 合併等後の純財産額及び自己資本規制比率（第

一種金融商品取引業を行わない者にあっては法

第46条の６第１項の規定に準じて算出した比率

をいい，リモート取引参加者にあっては本店又

は主たる事務所の所在する国において当該国の

法令等に基づき算出する自己資本の充実の状況

等を示す数値等をいう。）の見込みを記載した

書面（登録金融機関にあっては，これに準ずる

ものをいう。） 

(5)～(7) （略） 

 

（報告事項） 

第５条 取引参加者規程第16条第１項に規定する本

所が定める場合は，次の各号に掲げる場合とし，所

定の報告書に本所が必要と認める書類を添付して

報告するものとする。 

(1)～(1)の３ （略） 

(2) 第５条の５に規定するポジションの管理に関

する事項を定めた社内規則，損失の危険の管理

方法，業務分掌の方法その他の業務の内容及び

方法（認可を受けた業務に係るものを含む。）

を定めたとき又は変更したとき。 

(3)～(6)の２ （略） 

(7) 純財産額が（登録金融機関にあっては，純資産

額）３億円を下回ったとき。 

 

 

分割による事業の一部の他の法人への承継又は

同項第４号に掲げる事業の一部の譲渡 

ａ 分割又は事業の譲渡後の役員構成，組織体

制及び本所の市場における有価証券の売買等

の業務の見込み 

ｂ （略） 

(3) （略） 

 

（合併等の承認申請） 

第４条の３ （略） 

２ 前項の承認申請書には，次の各号に掲げる書類

を添付しなければならない。 

(1)～(3) （略） 

(4) 合併等後の純財産額及び自己資本規制比率（第

一種金融商品取引業を行わない者にあっては法

第46条の６第１項の規定に準じて算出した比率

をいい，国外取引参加者にあっては本店又は主

たる事務所の所在する国において当該国の法令

等に基づき算出する自己資本の充実の状況等を

示す数値等をいう。）の見込みを記載した書面

（登録金融機関にあっては，これに準ずるもの

をいう。） 

(5)～(7) （略） 

 

（報告事項） 

第５条 取引参加者規程第16条第１項に規定する本

所が定める場合は，次の各号に掲げる場合とし，所

定の報告書に本所が必要と認める書類を添付して

報告するものとする。 

(1)～(1)の３ （略） 

(2) 損失の危険の管理方法，業務分掌の方法その

他の業務の内容及び方法（認可を受けた業務に

係るものを含む。）を定めたとき又は変更した

とき。 

 

(3)～(6)の２ （略） 

(7) 純財産額が（登録金融機関にあっては，純資産

額）３億円を下回ったとき（当該取引参加者が

ＩＰＯ取引参加者である場合は，純財産額が５

億円を下回ったとき）。 



- 53 - 

(8)～(13) （略） 

(14) 法令（外国法人である金融商品取引業者又は

取引所取引許可業者にあっては，外国金融商品

取引法令を含む。）の違反に係る刑事事件につ

いて，公訴を提起されたとき又は判決等があっ

たとき（上訴の場合を含む。）。 

(14)の２ 本所の市場における市場デリバティブ取

引に関し法令に違反する行為又は本所の定款，

業務規程，受託契約準則その他の規則に違反す

る行為が行われた事実を知ったとき。 

(15) （略） 

  （削る） 

 

 

(16) （略） 

(17) 金融商品取引業者又は取引所取引許可業者の

役員にあっては，役員が法第29条の４第１項第

２号イからトまでに掲げる者のいずれかに該当

することとなった事実を知ったとき，登録金融

機関の役員にあっては，役員が破産手続開始の

決定，禁錮以上の刑又は法の規定により罰金の

刑を受けた事実を知ったとき（外国銀行及び保

険会社以外の登録金融機関の役員にあっては銀

行法令の規定により，外国銀行の役員にあって

は銀行法令又は外国銀行法令の規定により，保

険会社の役員にあっては保険業法令の規定によ

り罰金の刑を受けた事実を知ったときを含

む。）。 

(17)の２～(18)の２ （略） 

(19) 民事事件に係る訴え（訴訟の目的の価額が３

億円未満のものを除く。以下同じ。）を提起し

若しくは提起され若しくは当該訴訟について判

決等があったとき（上訴の場合を含む。）又は

民事調停法（昭和26年法律第222号）による調停

（調停を求める事項の価額が３億円未満のもの

を除く。以下同じ。）を申し立て若しくは申し

立てられ若しくは当該調停事件が終結したと

き。 

(19)の２～(23)の２ （略） 

(23)の３ 本所が定める決算概況表又は中間決算概

(8)～(13) （略） 

(14) 法令（外国法人にあっては，外国金融商品取

引法令を含む。）の違反に係る刑事事件につい

て，公訴を提起されたとき又は判決等があった

とき（上訴の場合を含む。）。 

 

(14)の２ 本所の市場における有価証券の売買等に

関し法令に違反する行為又は本所の定款，業務

規程，受託契約準則その他の規則に違反する行

為が行われた事実を知ったとき。 

(15) （略） 

(15)の２ 取引所取引許可業者について，金融商品

取引業協会に相当する外国の団体に加入したと

き又は当該外国の団体から脱退したとき。 

(16) （略） 

(17) 金融商品取引業者及び取引所取引許可業者に

あっては，役員（取引所取引許可業者にあって

は，国内代表者を含む。）が法第29条の４第１

項第２号イからトまでに掲げる者のいずれかに

該当することとなった事実を知ったとき，登録

金融機関にあっては，役員が破産手続開始の決

定，禁錮以上の刑又は法の規定により罰金の刑

を受けた事実を知ったとき（外国銀行及び保険

会社以外の登録金融機関の役員にあっては銀行

法令の規定により，外国銀行の役員にあっては

銀行法令又は外国銀行法令の規定により，保険

会社の役員にあっては保険業法令の規定により

罰金の刑を受けた事実を知ったときを含む。）。

(17)の２～(18)の２ （略） 

(19) 民事事件に係る訴え（訴訟の目的の価額が１

億円未満のものを除く。以下同じ。）を提起し

若しくは提起され若しくは当該訴訟について判

決等があったとき（上訴の場合を含む。）又は

民事調停法（昭和26年法律第222号）による調停

（調停を求める事項の価額が１億円未満のもの

を除く。以下同じ。）を申し立て若しくは申し

立てられ若しくは当該調停事件が終結したと

き。 

(19)の２～(23)の２ （略） 

（新設） 
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況表を作成したとき。 

(24)・(24)の２ （略） 

(25) 本所の市場における市場デリバティブ取引に

関し使用しているシステム又は機器に障害が発

生したことを知ったとき。 

(25)の２～(26) （略） 

２ （略） 

 

（取引参加者の調査）  

第５条の４ 取引参加者は，当該取引参加者がその

子会社又は親会社である外国証券業者（外国におい

て金融商品取引業に類似する業を行う外国法人を

いう。以下同じ。）から市場デリバティブ取引を受

託した場合（他の子会社又は親会社である外国証券

業者を通じて受託した場合を含む。）において，本

所が，取引参加者規程第17条第３号の調査におい

て，違反行為が行われた疑いが強いため必要がある

と認めて，当該取引参加者に対し，当該市場デリバ

ティブ取引に係る当該外国証券業者の委託者に関

する事項又は当該委託者による売付け若しくは買

付けの委託の状況（当該市場デリバティブ取引が当

該外国証券業者の計算によるものである場合は，当

該外国証券業者に関する事項又は当該外国証券業

者による売付け若しくは買付けの委託の状況）その

他の事項について，報告又は資料の提出を請求した

ときは，正当な事由がないのにこれを拒んではなら

ない。この場合において，本所は，当該取引参加者

に対し，当該請求の目的及び理由を口頭又は文書等

により明示するものとする。 

２ 取引参加者の子会社又は親会社が法令上の守秘

義務を負っていることその他の真にやむを得ない

事由により当該請求に応じることが困難な場合で

あって，本所にその旨及び理由を示した文書の提出

等を行い，かつ，当該取引参加者が当該請求に応じ

ないことについて正当な理由があると本所が認め

たときには，前項の正当な事由があるものとする。 

３ 前２項に規定する子会社とは，会社法（平成17

年法律第86号）第２条第３号に規定する子会社及び

取引参加者が他の会社の総株主の議決権（株主総会

において決議することができる事項の全部につき

 

(24)・(24)の２ （略） 

(25) 本所の市場における有価証券の売買等に関し

使用しているシステム又は機器に障害が発生し

たことを知ったとき。 

(25)の２～(26) （略） 

２ （略） 

 

 

 （新設） 
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議決権を行使することができない株式についての

議決権を除き，会社法第879条第３項の規定により

議決権を有するものとみなされる株式についての

議決権を含む。以下同じ。）の50パーセント以上を

有している場合における当該他の会社をいうもの

とし，取引参加者の子会社が他の会社の親会社であ

る場合における当該他の会社及び他の会社が取引

参加者の子会社の親会社である場合における当該

他の会社は，当該取引参加者の子会社とみなす。 

４ 前３項に規定する親会社とは，会社法第２条第

４号に規定する親会社及び他の会社が取引参加者

の総株主の議決権の50パーセント以上を有してい

る場合における当該他の会社をいうものとし，他の

会社が取引参加者の親会社の親会社である場合に

おける当該他の会社及び取引参加者の親会社が他

の会社の親会社である場合における当該他の会社

は，当該取引参加者の親会社とみなす。  

 

（ポジション管理に関する社内規則の制定） 

第５条の５ 取引参加者は，取引参加者規程第21条

の３に規定するポジションの管理に関する事項を

定めた社内規則を制定しなければならない。 

 

第５条の６ （略） 

 

（適当と認める役職員等） 

第５条の７ 取引参加者規程第21条の４第２号に規

定する本所が適当と認める役職員とは，本所が行う

研修を受講した者をいう。 

２ （略） 

 

（取引資格取得申請） 

第６条 取引参加者規程第30条第１項の申請は，次

の各号に掲げる事項を記載した所定の取引資格取

得承認申請書を本所に提出して行うものとする。 

(1)～(4) （略） 

(5) 日本における代表者の氏名及び住所（取引資格

取得申請者が取引所取引許可業者である場合に

限る。） 

(6) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新設） 

 

 

 

第５条の４ （略） 

 

（適当と認める役員及び従業員等） 

第５条の５ 取引参加者規程第21条の４第２号に規

定する本所が適当と認める役員及び従業員とは，本

所が行う研修を受講した者をいう。 

２ （略） 

 

（取引資格取得申請） 

第６条 取引参加者規程第30条第１項の申請は，次

の各号に掲げる事項を記載した所定の取引資格取

得承認申請書を本所に提出して行うものとする。 

(1)～(4) （略） 

(5) 取引資格取得申請者が取引所取引許可業者で

あるときは，国内代表者の氏名及び住所 

 

(6) （略） 



- 56 - 

２ 前項の取引資格取得承認申請書には，次の各号

に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1)～(3) （略） 

(4) 金融商品取引業者又は取引所取引許可業者に

あっては事業報告書（特別金融商品取引業者に

あっては，法第57条の３第１項に基づく事業報

告書を含む。），登録金融機関にあっては単体

又は連結の業務報告書 

(5)～(8) （略） 

３ （略） 

４ 取引参加者規程第30条第３項の本所が定める額

は，100万円とする。この場合において，複数の取

引資格を同時に取得申請するときであっても，当該

資格取得に係る審査料は100万円とする。 

 

（実態に差異がないと認める場合） 

第６条の２ 取引参加者規程第32条第３項に規定す

る取引資格を喪失する取引参加者と取引資格取得

申請者の実態に差異がないと本所が認めるときと

は，取引資格の取得申請者が取引資格を喪失する取

引参加者から原則として全ての資産及び負債を承

継し,又は譲り受ける場合で，証券業務の範囲，本

所における注文執行体制，清算決済体制その他の業

務執行体制及びリスク管理体制，法令遵守体制その

他の内部管理体制等について重大な差異がないと

本所が認めるときをいう。 

 

 

 （削る） 

 

 

 

第７条 （略） 

 

（取引所取引許可業者と金融商品取引業者間の移行

に係る承認申請） 

第７条の２ 取引参加者規程第33条の２第２項の申

請は，次の各号に掲げる事項を記載した所定の承認

申請書を本所に提出して行うものとする。 

(1) （略） 

２ 前項の取引資格取得承認申請書には，次の各号

に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1)～(3) （略） 

(4) 事業報告書 

 

 

 

 

(5)～(8) （略） 

３ （略） 

４ 取引参加者規程第30条第３項の本所が定める額

は，30万円とする。この場合において，複数の取引

資格を同時に取得申請するときであっても，当該資

格取得に係る審査料は30万円とする。 

 

（信認金を充当できる場合） 

第６条の２ 取引参加者規程第32条第３項に規定す

る取引資格を喪失する取引参加者と取引資格取得

申請者の実態に差異がないと本所が認めるときと

は，取引資格喪失申請者から取引資格取得申請者へ

事業の全部譲渡が行われるとき，取引資格喪失申請

者から取引資格取得申請者へ分割による事業の全

部承継が行われるとき及び取引資格喪失申請者と

取引資格取得申請者が合併する場合で取引資格取

得申請者が存続会社となるときその他本所が適当

と認める場合をいう。 

 

（取引資格取得等に係る公告費用） 

第７条 取引参加者規程第33条第２項及び第38条第

１項に規定する公告に係る費用は，当該取引参加者

が負担するものとする。 

 

第７条の２ （略） 

 

（取引所取引許可業者と金融商品取引業者間の移行

に係る承認申請） 

第７条の３ 取引参加者規程第33条の２第２項の申

請は，次の各号に掲げる事項を記載した所定の承認

申請書を本所に提出して行うものとする。 

(1) （略） 
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(2) 代表者名（リモート取引参加者にあっては，日

本における代表者名） 

(3) （略） 

２ 前項の承認申請書には，次の各号に掲げる書類

を添付しなければならない。 

(1) 金融商品取引業の登録又は取引所取引業務の

許可の申請に係る書類の写し 

(2) （略） 

 

（取引資格喪失申請等） 

第８条 取引参加者規程第34条の取引資格の喪失申

請は，取引資格の喪失申請者が，次の各号に掲げる

事項を記載した所定の取引資格喪失申請書を本所

に提出して行うものとする。 

(1) 喪失しようとする取引資格の種類 

(2) 商号又は名称（英文の商号又は名称を含む。） 

(3) 本店又は主たる事務所の所在地 

(4) 代表者名  

(5) 日本における代表者の氏名及び住所（喪失申請

者が取引所取引許可業者の場合に限る。） 

(6) 取引資格の喪失申請理由 

２ 前項の取引資格喪失申請書には，次の各号に掲

げる書類を添付しなければならない。 

(1) 取引資格の喪失申請に係る取締役会議事録の

写し（委員会設置会社にあっては，執行役の決

定があったことを証する書面を含み，株式会社

以外の者にあっては，これらに準ずるもの）  

(2) 取引資格の喪失に係る日程表 

(3) 取引資格の喪失に伴う顧客の取扱いについて

の資料  

(4) 市場デリバティブ取引又は有価証券等清算取

次ぎの委託に基づく取引及びこれらに関する取

引で未決済のものの引継ぎその他の本所が市場

の運営上必要と認める事項に関し誓約する書面 

(5) その他本所が必要と認める書類 

３ 取引参加者規程第38条第７項の規定に基づき，

取引参加者（リモート取引参加者を除く。）は，本

所が定める日までに，取引資格の喪失に係る手続料

として50万円を本所に納入するものとする。この場

合において，複数の取引資格を同時に喪失申請する

(2) 代表者名 

 

(3) （略） 

２ 前項の承認申請書には，次の各号に掲げる書類

を添付しなければならない。 

(1) 法第29条の登録又は法第60条第１項の許可の

申請に係る書類の写し 

(2) （略） 

 

（取引資格喪失申請等） 

第８条 取引参加者規程第34条第１項に規定する取

引資格喪失申請は，所定の申請書に本所が必要と認

める書類を添付して行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 取引参加者規程第38条第３項の規定に基づき，

取引参加者は，本所が定める日までに，取引資格の

喪失に係る手数料として30万円を本所に納入する

ものとする。この場合において，複数の取引資格を

同時に喪失申請するときであっても，当該資格喪失
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ときであっても，当該資格喪失に係る手続料は50

万円とする。 

４ （略） 

 

（過誤のある注文に係る公表事項） 

第９条 取引参加者規程第22条の２に規定する本所

が定める事項は，業務規程施行規則第26条各号に定

める事項とする。 

 

（本所が委任する事務） 

第11条 本所は，取引参加者規程第55条の３第１項

の規定に基づき，クリアリング機構に対し，信認金

及び取引参加者保証金の受入れ及び代用有価証券

の保管等に関する事務を委任するものとする。 

 

 

  付 則 

 この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に係る手続料は30万円とする。 

 

３ （略） 

 

（過誤のある注文に係る公表事項） 

第９条 取引参加者規程第22条の２に規定する本所

が定める事項は，業務規程施行規則第37条各号に定

める事項とする。 

 

 

 （新設） 
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取引参加者契約書（内国法人用）の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

   （以下「会社」という。）は，株式会社大阪

証券取引所（以下「貴所」という。）の（取引参加

者の種類名）として，次の事項を承諾します。 

１ （略） 

２ 規則に基づいて貴所が行う，取引資格の取消し，

市場デリバティブ取引（有価証券等清算取次ぎによ

るものを除く。）若しくは有価証券等清算取次ぎの

委託の停止又は制限，過怠金の賦課その他の処分，

処置及び措置に従うこと。 

３～５ （略） 

 

 

 付 則 

この契約書は，平成25年７月16日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （以下「会社」という。）は，株式会社大阪

証券取引所（以下「貴所」という。）の（取引参加

者の種類名）として，次の事項を承諾します。 

１ （略） 

２ 規則に基づいて貴所が行う，取引資格の取消し，

有価証券の売買等（有価証券等清算取次ぎによるも

のを除く。）若しくは有価証券等清算取次ぎの委託

の停止又は制限，過怠金の賦課その他の処分，処置

及び措置に従うこと。 

３～５ （略） 
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取引参加者契約書（取引所取引許可業者以外の外国法人用）の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

  （以下「会社」という。）は，株式会社大阪証

券取引所（以下「貴所」という。）の（取引参加者

の種類名）として，次の事項を承諾します。 

１ （略） 

２ 規則に基づいて貴所が行う，取引資格の取消し，

市場デリバティブ取引（有価証券等清算取次ぎによ

るものを除く。）若しくは有価証券等清算取次ぎの

委託の停止又は制限，過怠金の賦課その他の処分，

処置及び措置に従うこと。 

３～６ （略） 

 

 

 付 則 

この契約書は，平成25年７月16日から施行する。 

 

  （以下「会社」という。）は，株式会社大阪証

券取引所（以下「貴所」という。）の（取引参加者

の種類名）として，次の事項を承諾します。 

１ （略） 

２ 規則に基づいて貴所が行う，取引資格の取消し，

有価証券の売買等（有価証券等清算取次ぎによるも

のを除く。）若しくは有価証券等清算取次ぎの委託

の停止又は制限，過怠金の賦課その他の処分，処置

及び措置に従うこと。 

３～６ （略） 
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取引参加者契約書（取引所取引許可業者用）の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

 取引参加者契約書（リモート取引参加者用） 

 

（リモート取引参加者用） 

 

  （以下「会社」という。）は，株式会社大阪証

券取引所（以下「貴所」という。）の（取引参加者

の種類名）として，次の事項を承諾します。 

１ （略） 

２ 規則に基づいて貴所が行う，取引資格の取消し，

市場デリバティブ取引（有価証券等清算取次ぎによ

るものを除く。）若しくは有価証券等清算取次ぎの

委託の停止又は制限，過怠金の賦課その他の処分，

処置及び措置に従うこと。 

３・４ （略） 

５ 会社と貴所との間における諸通知（授受する書

類を含む。）は貴所が別途指定するものを除き，日

本語で作成し，金額の表示については本邦通貨又は

現地通貨で表示したものにより行うこと。 

 

 

 （削る） 

 

 

６・７ （略） 

 

 

 付 則 

この契約書は，平成25年７月16日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 取引参加者契約書（取引所取引許可業者用） 

 

（取引所取引許可業者用） 

 

  （以下「会社」という。）は，株式会社大阪証

券取引所（以下「貴所」という。）の（取引参加者

の種類名）として，次の事項を承諾します。 

１ （略） 

２ 規則に基づいて貴所が行う，取引資格の取消し，

有価証券の売買等（有価証券等清算取次ぎによるも

のを除く。）若しくは有価証券等清算取次ぎの委託

の停止又は制限，過怠金の賦課その他の処分，処置

及び措置に従うこと。 

３・４ （略） 

５ 貴所が別途指定するものを除き，貴所からの会

社に対する諸通知（授受する書類を含む。）につい

ては日本語で作成したものを国内代表者宛に行う

ものとし，会社からの貴所に対する諸通知（授受す

る書類を含む。）については日本語で作成したもの

を国内代表者から送達するものとすること。 

６ 会社と貴所との間の諸通知（授受する書類を含

む。）における金額の表示については，本邦通貨又

は現地通貨で表示したものにより行うこと。 

７・８ （略） 
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取引参加者料金等に関する規則の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

（目 的） 

第１条 この規則は，取引参加者規程第９条第１項，

第32条第４項及び第33条の２第４項の規定に基づ

き，基本料及び取引手数料等の取引参加者料金，取

引参加者参加金並びに取引参加者保証金等の額に

関し必要な事項を規定する。 

 

（取引参加者料金） 

第２条 取引参加者規程第９条第１項に規定する取

引参加者料金は，基本料，取引手数料，デリバティ

ブ売買システム接続料，ギブアップ負担金及び取消

料とする。 

２ 基本料の額（月額）は，次の各号に掲げる取引

参加者の区分に従い，当該各号に定める額とする。

なお，取引参加者の取引資格の取得日又は喪失日の

属する月の基本料は，日割をもって計算する。 

  （削る） 

 

  （削る） 

 

(1) 先物取引等取引参加者       24万円 

 

  （削る） 

(2) （略） 

  （削る） 

３ 取引手数料の額は，各取引参加者の本所の市場

における次の各号に掲げる取引について，当該各号

に定める取引数量等（以下「取引手数料の算出の基

準」という。）に取引手数料率を乗じて算出した額

の総額とし，第１号から第４号までに掲げる取引に

係る取引手数料率は，当該取引の対象ごとに，別表

１に定めるとおりとする。 

 

 

  （削る） 

(1)～(4) （略） 

 

（目 的） 

第１条 この規則は，取引参加者規程第９条，第32

条第４項及び第33条の２第５項の規定に基づき，基

本料及び取引手数料等の取引参加者料金並びに取

引参加者参加金等の額に関し必要な事項を規定す

る。 

 

（取引参加者料金） 

第２条 取引参加者規程第９条第１項に規定する取

引参加者料金は，基本料，取引手数料，アクセス料，

ギブアップ負担金，建玉移管負担金及び取消料とす

る。 

２ 基本料の額（月額）は，次の各号に掲げる取引

参加者の区分に従い，当該各号に定める額とする。

 

 

(1) 先物取引等取引資格を有する現物取引参加者

                  48万円 

(2) 先物取引等取引資格を有しない現物取引参加

者                  30万円 

(3) 現物取引資格を有しない先物取引等取引参加

者                  24万円 

(4) ＩＰＯ取引参加          ６万円 

(5) （略） 

(6) ジャスダック取引参加者      10万円 

３ 取引手数料の額は，各取引参加者の本所の市場

における次の各号に掲げる取引について，当該各号

に定める売買代金等（以下「取引手数料の算出の基

準」という。）に取引手数料率を乗じて算出した額

の総額とし，第１号に掲げる取引に係る取引手数料

の算出の基準及び取引手数料率並びに第２号から

第５号までに掲げる取引に係る取引手数料率は，当

該取引の対象ごとに，別表１に定めるとおりとす

る。 

(1) 有価証券の売買   売買代金又は売買数量 

(2)～(5) （略） 
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４ デリバティブ売買システム接続料の額は，各取

引参加者の本所の市場における市場デリバティブ

取引について，各取引参加者が使用する売買システ

ム施設の種類の区分に応じて定める額とし，当該区

分及び額は，別表３に定めるとおりとする。 

５ ギブアップ負担金は，清算執行取引参加者（業

務規程第42条第２項に規定する清算執行取引参加

者をいう。）が納入するものとし，当該額は，同項

の規定により成立したギブアップに係る売付け又

は買付けの数量に５円を乗じた額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 取消料は，過誤のある注文により市場デリバテ

ィブ取引が成立した場合において，業務規程第25

条第１項（Ｊ－ＮＥＴ市場に関する業務規程及び受

託契約準則の特例第10条第１項において準用する

場合を含む。）又は取引所外国為替証拠金取引に関

する業務規程及び受託契約準則の特例（以下「取引

所ＦＸ取引特例」という。）第15条第１項の規定に

基づき，市場デリバティブ取引の取消しが行われた

ときに，当該過誤のある注文を発注した取引参加者

が納入するものとし，その額は，取り消された取引

（過誤のある注文により成立した取引に限る。）に

４ アクセス料の額は，各取引参加者の本所の売買

立会による有価証券の売買に係る注文（訂正及び取

消注文を含む。以下同じ。）の件数の区分に応じて

定める額とし，当該区分及び額は別表２に定めると

おりとする。 

５ ギブアップ負担金は，清算執行取引参加者（指

数先物取引に関する業務規程及び受託契約準則の

特例（以下「指数先物特例」という。）第33条第２

項，個別証券オプション取引に関する業務規程，信

用取引・貸借取引規程及び受託契約準則の特例（以

下「個別証券オプション特例」という。）第39条第

２項又は指数オプション取引に関する業務規程及

び受託契約準則の特例（以下「指数オプション特例」

という。）第38条第２項に規定する清算執行取引参

加者をいう。）が納入するものとし，当該額は，指

数先物特例第33条第２項，個別証券オプション特例

第39条第２項及び指数オプション特例第38条第２

項の規定により成立したギブアップに係る売付け

又は買付けの数量に５円を乗じた額とする。 

６ 建玉移管負担金は，先物・オプション取引に係

る未決済約定（以下「未決済約定」という。）を他

の取引参加者が引き継ぐ場合（先物・オプション取

引に係る証拠金及び未決済約定の引継ぎ等に関す

る規則第２章第２節に規定する取引参加者の支払

不能による売買停止等の場合において他の取引参

加者が当該未決済約定を引き継ぐ場合を除く。）に

おける当該他の取引参加者が納入するものとし，当

該額は，取引参加者が引き継ぐ未決済約定の数量に

５円を乗じた額とする。 

７ 取消料は，過誤のある注文により有価証券の売

買等が成立した場合において，業務規程第13条第１

項，Ｊ－ＮＥＴ市場に関する有価証券上場規程，業

務規程，信用取引・貸借取引規程及び受託契約準則

等の特例（以下「Ｊ－ＮＥＴ市場特例」という。）

第18条の２第１項，指数先物特例第10条の２第１

項，個別証券オプション特例第15条の２第１項，指

数オプション特例第13条の２第１項又は取引所外

国為替証拠金取引に関する業務規程及び受託契約

準則の特例（以下「取引所ＦＸ取引特例」という。）

第15条第１項の規定に基づき，有価証券の売買等の
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係る取引手数料の算出の基準に，次の各号に掲げる

取引の区分に応じて，当該各号に定める率又は金額

を乗じて算出した額とする。ただし，当該額が10

万円を下回る場合は，10万円とする。 

 

 

 

  （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

  （削る） 

 

 

 

  （削る） 

(1)～(4) （略） 

７ 第１項に規定する取引参加者料金の本所への納

入の日は，毎月20日（休業日（業務規程第19条第１

項に規定する休業日をいい，同条第２項に規定する

臨時休業日を含む。）に当たるときは，順次繰り下

げる。）とし，基本料については当月分を，取引手

数料，ギブアップ負担金及び取消料については前月

分を納入するものとする。 

８ 前項の規定にかかわらず，デリバティブ売買シ

ステム接続料については，本所の定めるところによ

り納入するものとする。 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

取消しが行われたときに，当該過誤のある注文を発

注した取引参加者が納入するものとし，その額は，

取り消された取引（過誤のある注文により成立した

取引に限る。）に係る取引手数料の算出の基準に，

次の各号に掲げる取引の区分に応じて，当該各号に

定める率又は金額を乗じて算出した額とする。ただ

し，当該額が10万円を下回る場合は，10万円とする。

(1) 競争売買市場（Ｊ－ＮＥＴ市場特例第２条第９

号に規定する競争売買市場をいう。以下同じ。）

に上場する有価証券（カバードワラントを除

く。）に係る取引及びＪ－ＮＥＴ市場（Ｊ－Ｎ

ＥＴ市場特例第１条第１項に規定するＪ－ＮＥ

Ｔ市場をいう。以下同じ。）に上場する有価証

券（カバードワラントを除く。）に係る取引

             万分の0.23 

(2) ＪＡＳＤＡＱ（ＪＡＳＤＡＱにおける有価証券

上場規程第２条に規定するＪＡＳＤＡＱをい

う。以下同じ。）に上場する有価証券に係る取

引               万分の1.92 

(3) カバードワラントに係る取引   万分の１ 

(4)～(7) （略） 

８ 第１項に規定する取引参加者料金の本所への納

入の日は，毎月20日（休業日（業務規程第３条第１

項に規定する休業日をいい，同条第２項に規定する

臨時休業日を含む。）に当たるときは，順次繰り下

げる。）とし，前月分を納入するものとする。 

 

 

 （新設） 

 

 

（Ｊ－ＮＥＴ取引の月額定額取引手数料） 

第３条 前条第３項の規定にかかわらず，取引参加

者は，Ｊ－ＮＥＴ取引（Ｊ－ＮＥＴ市場特例第２条

第１号に規定するＪ－ＮＥＴ取引をいう。以下同

じ。）のうち普通取引に係る取引手数料について，

別表１に定める方式（以下「定率制」という。）に

代えて月額10万円とする方式（以下「月額定額制」

という。）の適用を受けることができる。 

２ 月額定額制の適用を希望する取引参加者は，現
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（マーケットメイカー等に対する取引手数料の割引

等） 

第３条 第２条第２項の規定にかかわらず，本所は，

マーケットメイカーとして指定（業務規程施行規則

第18条第２項の規定によるマーケットメイカーの

指定をいう。）を受けた取引参加者に対して，本所

が別に定めるところにより取引手数料の割引若し

くは割戻し又は取引参加者規程第９条第２項の規

定に基づき本所が別に定める額の報奨金の支払い

を行うものとする。 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 

物取引資格，ジャスダック取引資格又はＩＰＯ取引

資格の取得（本所の取引参加者（先物取引等取引参

加者及び外国為替証拠金取引参加者のみを取得し

ている取引参加者を除く。）が新たな取引資格を取

得する場合を除く。）に当たり，その旨を本所に届

け出るものとし，当該届出がない場合は，当該取引

参加者のＪ－ＮＥＴ取引に係る取引手数料に対し

て定率制を適用する。 

３ 前項の場合において，当該取引参加者の現物取

引資格，ジャスダック取引資格又はＩＰＯ取引資格

の取得の日が月初の日でない月の取引手数料の額

は，10万円を日割りで計算するものとし，その日数

計算は参加日から月末までの日とする。 

４ 第２項の規定にかかわらず，Ｊ－ＮＥＴ取引に

係る取引手数料について，取引参加者が取引手数料

の方式を変更しようとする場合には，その旨を本所

に届け出るものとする。この場合において，本所は，

当該届出を受けた日の属する月にかかわらず，翌４

月から当該方式を当該取引参加者に対して適用す

るものとする。 

 

（マーケットメイカー等に対する取引手数料の割引

等） 

第４条 第２条第２項の規定にかかわらず，本所は，

マーケットメイカーとして指定（指数先物取引に関

する業務規程及び受託契約準則の特例の施行規則

第８条の２第２項又は個別証券オプション取引に

関する業務規程，信用取引・貸借取引規程及び受託

契約準則の特例の施行規則第14条の４第２項の規

定によるマーケットメイカーの指定をいう。）を受

けた取引参加者に対して，本所が別に定めるところ

により取引手数料の割引若しくは割戻し又は取引

参加者規程第９条第２項の規定に基づき本所が別

に定める額の報奨金の支払いを行うものとする。 

２ ジャスダック取引参加者がリクイディティ・プ

ロバイダー（業務規程第28条第１項に規定するリク

イディティ・プロバイダーをいう。以下同じ。）で

ある場合には，当該リクイディティ・プロバイダー

が発注したＬＰ注文（同第30条第２項に規定するＬ

Ｐ注文をいう。以下同じ。）に基づき成立した売買
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（取引手数料率等の変更等） 

第４条 前２条の規定にかかわらず，本所は，市場

の活性化のために必要があると認める場合は，本所

が別に定めるところにより，一定の期間において，

第２条に掲げる取引手数料率の変更若しくは割戻

しを行い，又は取引参加者規程第９条第２項の規定

により報奨金を支払うことができる。この場合にお

いて，あらかじめその旨を取引参加者に通知する。

 

 

（取引参加者参加金の額） 

第５条 取引参加者規程第32条第４項に規定する取

引参加者参加金の額は，次の各号に掲げる取引資格

の取得の区分に従い，当該各号に定める金額（取引

所取引許可業者が取引資格を取得する場合にあっ

ては，当該各号に定める金額に10分の１を乗じて得

た金額）とする。 

(1) 先物取引等取引資格を取得する場合（ＦＸ取引

資格を同時に取得する場合を含む。） 

3,000万円 

 

 

 

 

(2) ＦＸ取引資格を取得する場合（前号に掲げる場

合を除く。）            300万円

 

  （削る） 

 

 

 

 

 

について，本所は，別表３に定める額を当該取引参

加者に支払うものとする。この場合において，ＬＰ

注文に基づき成立した売買について，本所がジャス

ダック取引参加者に支払う額と，当該取引参加者が

本所に支払う取引参加者料金とを相殺することが

できるものとする。 

 

（取引手数料率等の変更等） 

第５条 前３条の規定にかかわらず，本所は，市場

の活性化のために必要があると認める場合は，本所

が別に定めるところにより，一定の期間において，

第２条に掲げる取引手数料率及びアクセス料の変

更若しくは割戻しを行い，又は取引参加者規程第９

条第２項の規定により報奨金を支払うことができ

る。この場合において，あらかじめその旨を取引参

加者に通知する。 

 

（取引参加者参加金の額） 

第６条 取引参加者規程第32条第４項に規定する取

引参加者参加金の額は，次の各号に掲げる取引資格

の取得の区分に従い，当該各号に定める金額（取引

所取引許可業者が取引資格を取得する場合にあっ

ては，当該各号に定める金額に10分の１を乗じて得

た金額）とする。 

(1) 現物取引参加者が次に掲げる取引資格を取得

する場合 

ａ 先物取引等取引資格を取得する場合（ＦＸ

取引資格を同時に取得する場合を含む。）

                2,000万円 

ｂ ジャスダック取引資格を取得する場合

                1,000万円 

(2) 先物取引等取引参加者が現物取引資格を取得

する場合（ＦＸ取引資格を同時に取得する場合

を含む。）            1,000万円

(3) ＩＰＯ取引参加者が次に掲げる取引資格を取

得する場合 

ａ 現物取引資格及び先物取引等取引資格を同

時に取得する場合（ＦＸ取引資格を同時に取

得する場合を含む。）     3,000万円 

ｂ 前ａの場合を除き，現物取引資格を取得す
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  （削る） 

 

 

 

 

 

  （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （削る） 

 

 

 

 

る場合             1,000万円 

ｃ 現物取引資格及びジャスダック取引資格を

同時に取得する場合      2,000万円 

ｄ 前ｃの場合を除き，ジャスダック取引資格

を取得する場合         500万円 

(4) ＦＸ取引参加者が次に掲げる取引資格を取得

する場合 

ａ 現物取引資格及び先物取引等取引資格を同

時に取得する場合       3,700万円 

ｂ 前ａの場合を除き，先物取引等取引資格を

取得する場合         2,700万円 

(5) ジャスダック取引参加者が次に掲げる取引資

格を取得する場合 

ａ 現物取引資格及び先物取引等取引資格を同

時に取得する場合（ＦＸ取引資格を同時に取

得する場合を含む。）      3,500万円

ｂ 先物取引等取引資格を取得しているジャス

ダック取引参加者が現物取引資格を取得する

場合             1,000万円 

ｃ 及び前ｂの場合を除き，現物取引資格を取

得する場合          1,500万円 

(6) 清算参加者（業務方法書第４条第１項に規定す

る清算参加者をいう。）が次に掲げる取引資格

を取得する場合 

ａ 現物取引資格，先物取引等取引資格及びジ

ャスダック取引資格を同時に取得する場合

（ＦＸ取引資格を同時に取得する場合を含

む。）             4,000万円

ｂ 前ａの場合を除き，現物取引資格及び先物

取引等取引資格を同時に取得する場合（ＦＸ

取引資格を同時に取得する場合を含む。） 

               3,000万円 

ｃ ａ及び前ｂの場合を除き，先物取引等取引

資格を取得する場合（ＦＸ取引資格を同時に

取得する場合を含む。）    2,000万円 

(7) 前各号以外の場合 

ａ 現物取引資格及び先物取引等取引資格を同

時に取得する場合（ＦＸ取引資格を同時に取

得する場合を含む。）      4,000万円

ｂ 前ａの場合を除き，現物取引資格を取得す
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２ 前項第２号の規定にかかわらず，次の各号に掲

げる場合は，ＦＸ取引資格に係る取引参加者参加金

を必要としない。 

(1)・(2) （略） 

３ 取引参加者規程第33条の２第４項に規定する金

銭の額は，既に取得している取引資格について，第

１項各号に掲げる取引資格の取得の区分に従い，当

該各号に定める金額から，当該取引資格を取得した

際に本所に払い込んだ取引参加者参加金の額を控

除した額とする。 

 

（取引参加者保証金の額） 

第６条 取引参加者規程第11条の２第１項に規定す

る取引参加者保証金の額は，取引参加者の有する取

引資格ごとに次の各号に掲げる額を合計した額と

する。 

(1) 本所の直前の事業年度末における当該取引参

加者の取引参加者料金のうち基本料及びデリバ

ティブ売買システム接続料の月額（新たに取引

資格を取得した場合における当該取得日の属す

る事業年度においては,当該取得した時点にお

いて算出した基本料及びデリバティブ売買シス

テム接続料の月額）の１か月分の合計額 

(2) 本所の直前の事業年度における当該取引参加

者の取引参加者料金のうち当該取引資格の種類

に係る取引についての取引手数料及びギブアッ

プ負担金の平均月額（新たに取引資格を取得し

た場合における当該取得日の属する事業年度に

る場合            2,000万円 

ｃ ａの場合を除き，先物取引等取引資格を取

得する場合（ＦＸ取引資格を同時に取得する

場合を含む。）         3,000万円

ｄ 現物取引資格及びジャスダック取引資格を

同時に取得する場合      3,000万円 

ｅ 前ｄの場合を除き，ジャスダック取引資格

を取得する場合        1,500万円 

ｆ ａ及びｃの場合を除き，ＦＸ取引資格を取

得する場合           300万円 

ｇ ＩＰＯ取引資格を取得する場合  

1,000万円 

２ 前項第７号ｆの規定にかかわらず，次の各号に

掲げる場合は，ＦＸ取引資格に係る取引参加者参加

金を必要としない。 

(1)・(2) （略） 

３ 取引参加者規程第33条の２第５項に規定する追

加取引参加者参加金の額は，既に取得している取引

資格について，第１項各号に掲げる取引資格の取得

の区分に従い，当該各号に定める金額から，当該取

引資格を取得した際に本所に払い込んだ取引参加

者参加金の額を控除した額とする。 

 

 

 （新設） 
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おいては，当該取引資格を有する各取引参加者

の当該取引資格の種類に係る取引についての取

引手数料及びギブアップ負担金の平均月額）の

２か月分の合計額 

２ 前項の規定にかかわらず，新たに取引資格を取

得した場合で，次の各号に掲げる場合に該当すると

きの当該取得日の属する事業年度の取引参加者保

証金の額は，当該各号に定める額とする。 

(1) 取引参加者規程第32条第２項に規定する取引

参加者保証金の充当を行った場合（取引資格を

追加して取得した場合を除く。） 

  取引資格喪失時の取引参加者保証金の額 

(2) 取引参加者規程第32条第３項に規定する取引

参加者保証金の充当を行った場合 

 取引資格を喪失した取引参加者の取引資格喪

失時の取引参加者保証金の額 

３ 新事業年度の取引参加者保証金の額について

は，本所が定める日から適用するものとする。 

 

（有価証券等清算取次ぎに対する適用） 

第７条 市場デリバティブ取引に係る有価証券等清

算取次ぎについては，有価証券等清算取次ぎを委託

する取引参加者を当該市場デリバティブ取引を行

う者とみなしてこの規則を適用する。 

 

別表１ 

取引手数料の算出の基準及び取引手数料率等 

 

 取引手数料の算出の基準及び取引手数料率等

は，次のとおりとする。 

取引の

区分 

取引対象

の区分 

算出の

基準 
取引手数料率等 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（有価証券等清算取次ぎに対する適用） 

第７条 有価証券の売買等に係る有価証券等清算取

次ぎについては，有価証券等清算取次ぎを委託する

取引参加者を当該有価証券の売買等を行う者とみ

なしてこの規則を適用する。 

 

別表１ 

取引手数料の算出の基準及び取引手数料率等 

 

 取引手数料の算出の基準及び取引手数料率等

は，次のとおりとする。 

取引の

区分 

取引対象

の区分 

算出の

基準 
取引手数料率等 

競争売買

市場にお

ける有価

証券の売

買 

債券（転

換社債型

新株予約

権付社債

券 を 除

く。）及び

カバード

ワラント

を除く有

価証券 

売買 

代金 

売買立会による売買，

過誤訂正等のための売

買，復活のための売買

及び立会外分売の売付

代金及び買付代金の合

計額のうち 

(1) 50億円以下の金額

につき 

万分の 0.21

(2) 50 億円を超え 500

億円以下の金額に

つき 

万分の 0.23
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（削る） 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

  

(3) 500 億円を超え

2,500 億円以下の金

額につき 

万分の 0.20

(4) 2,500 億円を超え

5,000 億円以下の金

額につき 

万分の 0.15

(5) 5,000 億円を超え

る金額につき 

万分の 0.10

国債証券
売買 

数量 

売付け又は買付けごと

に 

額面 100 円につき 

１厘９毛

円貨建外

国債券 

売買 

数量 

売付け又は買付けごと

に 

額面 100 円につき 

１厘９毛

外貨建外

国債券 

売買 

数量 

売付け又は買付けごと

に本所が指定する外国

為替相場により売買額

面総額を本邦通貨に換

算した金額 

額面 100 円につき 

１厘９毛

転換社債

型新株予

約権付社

債券，国

債証券及

び外国債

券を除く

債券 

売買 

数量 

売付け又は買付けごと

に 

額面 100 円につき 

１厘９毛

カバード

ワラント

売買 

代金 

売買立会による売買，

過誤訂正等のための売

買及び復活のための売

買の売付代金及び買付

代金の合計額の万分の

20 

Ｊ － Ｎ

Ｅ Ｔ 市

場 に お

け る 有

価 証 券

の売買 

有価証券
売買 

代金 

Ｊ－ＮＥＴ取引，過誤

訂正等のための売買及

び復活のための売買の

売付代金及び買付代金

の 合 計 額 の 万 分 の

0.027 

Ｊ Ａ Ｓ

Ｄ Ａ Ｑ

に お け

る 有 価

証 券 の

売買 

有価証券
売買 

代金 

売買立会による売買，

過誤訂正等のための売

買，復活のための売買

及び立会外分売の売付

代金及び買付代金の合

計額のうち 

(1) ５億円以下の金額

につき 

０

(2) ５億円を超え 100

億円以下の金額に

つき 

万分の 1.728

(3) 100 億円を超え

1,000 億円以下の金
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指 数 先

物 取 引

（ Mini

取 引 を

除く。） 

日経平均 
取引 

数量 

顧客の委託に基づく総

取引数量に，別表２に

定める取引手数料率を

乗じて得た額 

 

自己の計算による総取

引数量に，別表２に定

める取引手数料率を乗

じて得た額 

日経 300 
取引 

数量 

売付け又は買付けごと

に１取引単位につき 

22 円

（略）  

指 数 先

物 取 引

（ Mini

取 引 に

限る。） 

日経平均 
取引 

数量 

顧客の委託に基づく総

取引数量に，別表２に

定める取引手数料率を

乗じて得た額 

 

自己の計算による総取

引数量に，別表２に定

める取引手数料率を乗

じて得た額 

指 数 オ

プ シ ョ

ン取引 

日経平均

オプショ

ン 

取引 

代金 

取引代金の合計額に，

別表２に定める取引手

数料率を乗じて得た額 

日経 300

オプショ

ン 

取引 

代金 

取引代金の合計額の 

万分の 5.0 

（略）   

（略）   

(注１)  （略） 

 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 （削る） 

額につき 

万分の 1.920

(4) 1,000 億円を超え

1,500 億円以下の金

額につき 

万分の 1.536

(5) 1,500 億円を超え

る金額につき 

万分の 1.344

指 数 先

物 取 引

（ Mini

取 引 を

除く。）

日経 300 
取引 

数量 

売付け又は買付けごと

に 

１取引単位につき 

22 円

日経平均
取引 

数量 

顧客の委託に基づく総

取引数量に，別表４に

定める取引手数料率を

乗じて得た額 

 

自己の計算による総取

引数量に，別表４に定

める取引手数料率を乗

じて得た額 

（略）  

指 数 先

物 取 引

（ Mini

取 引 に

限る。）

日経平均
取引 

数量 

顧客の委託に基づく総

取引数量に，別表４に

定める取引手数料率を

乗じて得た額 

 

自己の計算による総取

引数量に，別表４に定

める取引手数料率を乗

じて得た額 

指 数 オ

プ シ ョ

ン取引 

日経 300

オプショ

ン 

取引 

代金 

取引代金の合計額の 

万分の 5.0 

日経平均

オプショ

ン 

取引 

代金 

取引代金の合計額に，

別表４に定める取引手

数料率を乗じて得た額 

（略）   

（略）   

(注１)  （略） 

(注２)  有価証券の売買における売買代金の合計額

は，各月の１日（休業日（業務規程第３条第１項に

規定する休業日をいい，同条第２項に規定する臨時

休業日を含む。以下この(注２)及び(注４)において

同じ。）に当たるときは，順次繰り下げる。(注４)

において同じ。）から当該月の末日（休業日に当た

るときは，順次繰り上げる。）までの売買代金の合

計額をいう。 

(注３)  本所が指定する外国為替相場とは，毎月末
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(注２)～（注４）  （略） 

(注５)  取引所ＦＸ取引における取引数量は，各月

の１日（休業日（取引所ＦＸ取引特例第６条第１項

に規定する休業日をいい，同条第２項に規定する臨

時休業日を含む。以下この(注５)において同じ。）

に当たるときは，順次繰り下げる。）に開始する取

引日から当該月の末日（休業日に当たるときは，順

次繰り上げる。）に開始する取引日までの取引数量

をいう。ただし，本所が必要と認める場合を除き，

同第２条第６号に規定するマーケットメイカーに

ついては，マーケットメイカーとしての業務に係る

呼値により行った取引及び同第19条の２第１項の

規定により成立した取引に係る数量を除くものと

する。 

  

 （削る） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日（当該日が東京外国為替市場の休業日に当たると

きは，その直前の東京外国為替市場の営業日）にお

ける東京外国為替市場の対顧客直物電信相場の売

相場と買相場の中値とする。 

(注４)～（注６）  （略） 

(注７)  取引所ＦＸ取引における取引数量は，各月

の１日（休業日（取引所ＦＸ取引特例第６条第１項

に規定する休業日をいい，同条第２項に規定する臨

時休業日を含む。以下この(注７)において同じ。）

に当たるときは，順次繰り下げる。）に開始する取

引日から当該月の末日（休業日に当たるときは，順

次繰り上げる。）に開始する取引日までの取引数量

をいう。ただし，本所が必要と認める場合を除き，

同第２条第６号に規定するマーケットメイカーに

ついては，マーケットメイカーとしての業務に係る

呼値により行った取引及び同第19条の２第１項の

規定により成立した取引に係る数量を除くものと

する。 

 

別表２ 

アクセス料 

 

 アクセス料の額は，次の各号に掲げる額の合計

額とする。 

(1) 競争売買市場における有価証券の売買 

（月間の注文の件数） （金額）

1,000件 以下 ０円

1,000件 超 5,000件 以下 ７万円

5,000件 超 10,000件 以下 10万円

10,000件 超 20,000件 以下 25万円

20,000件 超 40,000件 以下 45万円

40,000件 超 80,000件 以下 80万円

80,000件 超 160,000件 以下 120万円

160,000件 超 400,000件 以下 160万円

400,000件 超 1,000,000件 以下 250万円

1,000,000件 超 2,500,000件 以下 380万円

2,500,000件 超 5,000,000件 以下 480万円
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 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,000,000件 超 10,000,000件 以下 700万円

10,000,000件 超   
1,000万

円

 

(2) ＪＡＳＤＡＱにおける有価証券の売買 

（月間の注文の件数） （金額）

  2,000件 以下 ２万円

2,000件 超 5,000件 以下 ６万円

5,000件 超 10,000件 以下 12万円

10,000件 超 20,000件 以下 25万円

20,000件 超 50,000件 以下 55万円

50,000件 超 100,000件 以下 100万円

100,000件 超 200,000件 以下 190万円

200,000件 超 300,000件 以下 270万円

300,000件 超 400,000件 以下 340万円

400,000件 超   400万円

 

別表３ 

ＬＰに支払う報奨金 

 

１ ４月１日から９月末日までの間の売買に係る額 

 当該４月１日の直前に到来する12月末日の時点

においてＪＡＳＤＡＱに上場している銘柄（当該直

前に到来する７月１日から12月末日までの間にお

ける当該銘柄の売買代金の合計額が，当該期間にお

ける当該銘柄ごとの売買代金の合計額の中から多

い順に10銘柄に該当するものを除く。）について，

ＬＰ注文に基づき成立した売買に係る月間の売付

代金及び買付代金の合計額に，万分の1.728（月間

のＬＰ注文（新規注文に限る。）の件数が５万件未

満の場合は万分の0.384とする。）を乗じて算出し

た額とする。 

２ 10月１日から翌年３月末日までの間の売買に係

る額 

 当該10月１日の直前に到来する６月末日の時点

においてＪＡＳＤＡＱに上場している銘柄（当該直

前に到来する１月１日から６月末日までの期間に



- 74 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表２ 

特定市場デリバティブ取引に係る取引手数料率 

 

 別表１における日経平均を対象とする市場デリ

バティブ取引に係る取引手数料率（小数点以下第３

位未満の端数（第５号にあっては，小数点以下第８

位未満の端数）があるときは，これを切り捨てる。

以下同じ。）は，各取引参加者について，次に掲げ

る区分に応じて，当該区分に定めるところによる。

ただし，先物取引等取引資格を取得した日に属する

月から４か月を経過するまでの間の当該取引参加

者に係る取引手数料率は，本所がその都度定める。

(1) 顧客の委託に基づくLarge取引 

 当該取引参加者の顧客の委託に基づくLarge

取引に係る月次平均取引数量（４か月前の１日

（休業日（業務規程第19条第１項に規定する休

業日をいい，同条第２項に規定する臨時休業日

を含む。以下同じ。）に当たるときは，順次繰

り下げる。以下同じ。）に終了する取引日から

２か月前の末日（休業日に当たるときは，順次

繰り上げる。）に終了する取引日までの３か月

間の取引数量（ギブアップが成立した場合は，

注文執行取引参加者の取引数量とみなす。以下

同じ。）の合計を３で除して得た数値（小数点

以下第１位未満の端数があるときは，これを切

り捨てる。）をいう。以下同じ。）について，

次のａからｅまでにより算出した金額を当該月

次平均取引数量で除して得た数値とする。 

ａ～ｅ （略） 

(2)～(5) （略） 

 

おける売買代金の合計額が，当該期間における当該

銘柄ごとの売買代金の合計額の中から多い順に10

銘柄までに該当するものを除く。）について，ＬＰ

注文に基づき成立した売買に係る月間の売付代金

及び買付代金の合計額に，万分の1.728（月間のＬ

Ｐ注文（新規注文に限る。）の件数が５万件未満の

場合は万分の0.384とする。）を乗じて算出した額

とする。 

 

別表４ 

特定市場デリバティブ取引に係る取引手数料率 

 

 別表１における日経平均を対象とする市場デリ

バティブ取引に係る取引手数料率（小数点以下第３

位未満の端数（第５号にあっては，小数点以下第８

位未満の端数）があるときは，これを切り捨てる。

以下同じ。）は，各取引参加者について，次に掲げ

る区分に応じて，当該区分に定めるところによる。

ただし，先物取引等取引資格を取得した日に属する

月から４か月を経過するまでの間の当該取引参加

者に係る取引手数料率は，本所がその都度定める。

(1) 顧客の委託に基づくLarge取引 

 当該取引参加者の顧客の委託に基づくLarge

取引に係る月次平均取引数量（４か月前の１日

（休業日（業務規程第３条第１項に規定する休

業日をいい，同条第２項に規定する臨時休業日

を含む。以下同じ。）に当たるときは，順次繰

り下げる。以下同じ。）に終了する取引日から

２か月前の末日（休業日に当たるときは，順次

繰り上げる。）に終了する取引日までの３か月

間の取引数量（ギブアップが成立した場合は，

注文執行取引参加者の取引数量とみなす。以下

同じ。）の合計を３で除して得た数値（小数点

以下第１位未満の端数があるときは，これを切

り捨てる。）をいう。以下同じ。）について，

次のａからｅまでにより算出した金額を当該月

次平均取引数量で除して得た数値とする。 

ａ～ｅ （略） 

(2)～(5) （略） 
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別表３ デリバティブ売買システム接続料の額 

 

１ 第２条第４項に規定するデリバティブ売買シス

テム接続料（月額）の額は，次の各号に掲げる料金

の合計額とし，料率及び用語の意義については，デ

リバティブ売買システムの利用に係る契約書の別

紙 デリバティブ売買システム接続料に定めると

ころによるものとする。 

(1) ユーザＩＤ利用料 

(2) 専用ネットワーク・ゲートウェイ利用料 

(3) ＦＩＸゲートウェイ利用料 

(4) 追加サブ参加者コード利用料 

２ 前項各号に掲げる利用料の算出に用いる売買シ

ステム施設（前項のユーザＩＤ，ネットワーク・ゲ

ートウェイ，ＦＩＸゲートウェイ及びサブ参加者コ

ードをいう。）の数は，当月の月末時点の数とする。

 

 

  付 則 

１ この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

２ この規則施行の日（以下「施行日」という。）

の属する月（以下「開始月」という。）分の基本料

は，改正後の第２条第２項及び同条第６項の規定に

かかわらず，施行日の前日までは改正前の基本料

を，施行日以降は改正後の基本料を，それぞれ日割

り計算した額とし，開始月の翌月20日に改正後の当

該翌月分の基本料と合わせて，本所に納入するもの

とする。 

３ 施行日の前日までの有価証券の売買に係る開始

月分の取引手数料，アクセス料及び取消料は，改正

前の第２条第３項，第４項及び第７項並びに第３

条，別表１及び別表２に定めるとおり算出し，開始

月の翌月20日に本所に納入するものとする。この場

合において，改正前の第３条第１項に規定する月額

定額制に係る開始月分の取引手数料は，本所が定め

るところにより日割り計算した額とする。 

４ 開始月分の建玉移管負担金は，施行日の前取引

日までに申請のあった建玉の移管分について，改正

前の第２条第６項に定めるとおり計算し，開始月の

翌月20日に本所に納入するものとする。 

（新設） 
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５ 改正後の第６条の規定にかかわらず，平成25年

度における取引参加者保証金の額は，次の各号に掲

げる額を加算した額とする。 

(1) 平成25年３月末における当該取引参加者の取

引参加者料金のうち基本料（現物取引資格，ジ

ャスダック取引資格及びＩＰＯ取引資格がない

ものとして改正後の第２条第２項の規定により

算出した額とする。）及びデリバティブ売買シ

ステム接続料の月額の１か月分の合計額 

(2) 平成25年３月期における当該取引参加者の取

引参加者料金のうち当該取引資格（現物取引資

格，ジャスダック取引資格及びＩＰＯ取引資格

を除く。）の種類に係る取引についての取引手

数料及びギブアップ負担金の平均月額の２か月

分の合計額 
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信認金代用有価証券に関する規則の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

 信認金及び取引参加者保証金の代用有価証券に

関する規則 

 

（目 的） 

第１条 この規則は，取引参加者規程第11条第２項

及び第11条の２第２項に基づき，信認金及び取引参

加者保証金の代用として預託することができる有

価証券の種類及びその代用価格等に関し，必要な事

項を定める。 

 

（代用有価証券の種類及び代用価格） 

第２条 信認金及び取引参加者保証金の代用として

預託することができる有価証券の種類及びその代

用価格は別表に定めるところによる。 

 

 

 付 則 

この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

 

 

別 表 

代用有価証券の種類及びその代用価格等に関する表 

 

１ 有価証券の代用価格は，当該有価証券の預託日

の前々日（休業日に当たるときは，順次繰り上げ

る。）における時価に本所の定める率を乗じた額と

する。ただし，本所は，取引参加者規程第11条第３

項第２号又は第11条の２第３項の規定により，代用

価格を変更することができる。 

２ 前項の有価証券の種類，時価及び本所の定める

率は以下のとおりとする。 

 

有価証券の種類 時価 時価に乗ずべき率 

 

 信認金代用有価証券に関する規則 

 

 

 取引参加者が，取引参加者規程第11条第２項の

規定に基づき，信認金の代用として，本所に預託す

ることができる有価証券の種類及びその代用価格

は別表に定めるところによる。 

 

 

 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 表 

代用有価証券の種類及びその代用価格等に関する表 

 

１ 有価証券の代用価格は，当該有価証券の預託日

の前々日（休業日に当たるときは，順次繰り上げ

る。）における時価に本所の定める率を乗じた額と

する。ただし，本所は，取引参加者規程第11条第３

項第２号の規定により，代用価格を変更することが

できる。 

２ 前項の有価証券の種類，時価及び本所の定める

率は以下のとおりとする。 

 

有価証券の種類 時価 時価に乗ずべき率 
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国債証券 

日本証券業協

会が売買参考

統計値を発表

するもの 

当該売買

参考統計

値のうち

平均値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100分の95 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売買参考統計

値が発表され

ていないもの

のうち国内の

金融商品取引

所において上

場されている

もの 

金融商品

取 引 所

（注１）

における

最終価格

（注２） 

政府保証債

券 

 

金融商品取

引法施行令

第２条の11

に定める債

券である円

貨債券（注

３） 

日本証券業協

会が売買参考

統計値を発表

するもの 

当該売買

参考統計

値のうち

平均値 

100分の90 
売買参考統計

値が発表され

ていないもの

のうち国内の

金融商品取引

所において上

場されている

もの 

金融商品

取 引 所

（注１）

における

最終価格

（注２） 

国債証券 

日本証券業協

会が売買参考

統計値を発表

するもの 

当該売買

参考統計

値のうち

平均値 

(1) 国債証券（変動利付国

債，分離元本振替国債及び分

離利息振替国債を除く。）

ａ 残存期間１年以内の

もの 100分の99

ｂ 残存期間１年超５年

以内のもの 100分の99

ｃ 残存期間５年超10年

以内のもの 100分の97

ｄ 残存期間10年超20年

以内のもの 100分の97

ｅ 残存期間20年超30年

以内のもの 100分の95

ｆ 残存期間30年超のも

の 100分の94

(2) 変動利付国債 

ａ 残存期間１年以内の

もの 100分の98

ｂ 残存期間１年超５年

以内のもの 100分の98

ｃ 残存期間５年超10年

以内のもの 100分の97

ｄ 残存期間10年超20年

以内のもの 100分の96

 (3) 分離元本振替国債及び

分離利息振替国債 

ａ 残存期間１年以内の

もの 100分の98

ｂ 残存期間１年超５年

以内のもの 100分の98

ｃ 残存期間５年超10年

以内のもの 100分の96

ｄ 残存期間10年超20年

以内のもの 100分の96

ｅ 残存期間20年超30年

以内のもの 100分の93

ｆ 残存期間30年超のも

の 100分の90

売買参考統計

値が発表され

ていないもの

のうち国内の

金融商品取引

所において上

場されている

もの 

金融商品

取 引 所

（注１）

における

最終価格

（注２） 

政府保証債

券 

 

金融商品取

引法施行令

第２条の11

に定める債

券である円

貨債券（注

３） 

日本証券業協

会が売買参考

統計値を発表

するもの 

当該売買

参考統計

値のうち

平均値 

(1) 残存期間１年以内のも

の 100分の98

(2) 残存期間１年超５年以

内のもの 100分の98

(3) 残存期間５年超10年以

内のもの 100分の96

(4) 残存期間10年超20年以

内のもの 100分の96

(5) 残存期間20年超30年以

内のもの 100分の94

(6) 残存期間30年超のもの

 100分の93

売買参考統計

値が発表され

ていないもの

のうち国内の

金融商品取引

所において上

場されている

もの 

金融商品

取 引 所

（注１）

における

最終価格

（注２） 
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（削る）   

地方債証券

（注３） 

日本証券業協

会が売買参考

統計値を発表

するもの 

当該売買

参考統計

値のうち

平均値 

100分の85 売買参考統計

値が発表され

ていないもの

のうち国内の

金融商品取引

所において上

場されている

もの 

金融商品

取 引 所

（注１）

における

最終価格

（注２） 

特殊債券

（政府保証

債券を除

く。） 

（注４） 

 

社債券（新

株予約権付

社債券及び

交換社債券

を除く。）

（注３）

（注４） 

日本証券業協

会が売買参考

統計値を発表

するもの 

当該売買

参考統計

値のうち

平均値 

100分の85 
売買参考統計

値が発表され

ていないもの

のうち国内の

金融商品取引

所において上

場されている

もの 

金融商品

取 引 所

（注１）

における

最終価格

（注２） 

 

 

円貨建外国

債券（金融

商品取引法

施行令第２

条の11に定

める債券で

ある円貨債

券，転換社

債型新株予

約権付社債

券及び交換

社債券を除

く。）（注

３）（注４） 

日本証券業協

会が売買参考

統計値を発表

するもの 

当該売買

参考統計

値のうち

平均値 

100分の85 
売買参考統計

値が発表され

ていないもの

のうち国内の

金融商品取引

所において上

場されている

もの 

金融商品

取 引 所

（注１）

における

最終価格

（注２） 

（略） 

（注）１～３ （略） 

アメリカ合衆国財務省証券

ニューヨ

ーク市場

における

前日の最

終の気配

相場 

(1) 残存期間１年以内のも

の       100分の86

(2) 残存期間１年超５年以

内のもの    100分の86

(3) 残存期間５年超10年以

内のもの    100分の86

(4) 残存期間10年超20年以

内のもの    100分の84

(5) 残存期間20年超30年以

内のもの    100分の84

(6) 残存期間30年超のもの 

100分の83

地方債証券

（注３） 

日本証券業協

会が売買参考

統計値を発表

するもの 

当該売買

参考統計

値のうち

平均値 

(1) 残存期間１年以内のも

の 100分の98

(2) 残存期間１年超５年以

内のもの 100分の98

(3) 残存期間５年超10年以

内のもの 100分の96

(4) 残存期間10年超20年以

内のもの 100分の96

(5) 残存期間20年超30年以

内のもの 100分の94

(6) 残存期間30年超のもの

 100分の93

売買参考統計

値が発表され

ていないもの

のうち国内の

金融商品取引

所において上

場されている

もの 

金融商品

取 引 所

（注１）

における

最終価格

（注２） 

特殊債券

（政府保証

債券を除

く。） 

（注４） 

 

社債券（新

株予約権付

社債券及び

交換社債券

を除く。）

（注３）

（注４） 

日本証券業協

会が売買参考

統計値を発表

するもの 

当該売買

参考統計

値のうち

平均値 

(1) 残存期間１年以内のも

の 100分の97

(2) 残存期間１年超５年以

内のもの 100分の97

(3) 残存期間５年超10年以

内のもの 100分の95

(4) 残存期間10年超20年以

内のもの 100分の95

(5) 残存期間20年超30年以

内のもの 100分の93

(6) 残存期間30年超のもの

 100分の92

売買参考統計

値が発表され

ていないもの

のうち国内の

金融商品取引

所において上

場されている

もの 

金融商品

取 引 所

（注１）

における

最終価格

（注２） 

 

 

円貨建外国

債券（金融

商品取引法

施行令第２

条の11に定

める債券で

ある円貨債

券，転換社

債型新株予

約権付社債

券及び交換

社債券を除

く。）（注

３）（注４）

日本証券業協

会が売買参考

統計値を発表

するもの 

当該売買

参考統計

値のうち

平均値 

(1) 残存期間１年以内のも

の 100分の84

(2) 残存期間１年超５年以

内のもの 100分の84

(3) 残存期間５年超10年以

内のもの 100分の82

(4) 残存期間10年超20年以

内のもの 100分の82

(5) 残存期間20年超30年以

内のもの 100分の80

(6) 残存期間30年超のもの

 100分の79

売買参考統計

値が発表され

ていないもの

のうち国内の

金融商品取引

所において上

場されている

もの 

金融商品

取 引 所

（注１）

における

最終価格

（注２） 

（略） 

（注）１～３ （略） 
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４ 社債券（新株予約権付社債券及び交換社債券を

除く。）及び転換社債型新株予約権付社債券に

ついては，国内の金融商品取引所にその株券が

上場されている会社が発行するものに限る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 転換社債型新株予約権付社債券とは，新株予約

権付社債券のうち，新株予約権の行使に際して

する出資の目的が当該新株予約権付社債券に係

る社債であるものをいう。 

 

６～９ （略） 

 

３ 前項の規定における本所が定める順位は，第一

順位は，当該預託日の前々日が毎年2月から7月まで

の間は前年7月から12月までの，当該預託日の前々

日が毎年8月から翌年1月までの間は1月から6月ま

での間における各金融商品取引所において成立し

た当該銘柄の売買高（売買立会により成立した普通

取引（各金融商品取引所の定める普通取引をいう。）

に係るものに限る。）の最も多い金融商品取引所と

し，それ以降は，取引所・業界団体等コード（証券

コード協議会の定めるものをいう。）の順序とする。

４ （略） 

５ 取引参加者が第２項に規定する国債証券を本所

に預託する場合には，クリアリング機構が本所に代

わって当該国債証券を受領するものとし，取引参加

者は，日本銀行に開設されたクリアリング機構名義

の口座への振替により当該預託を行うものとする。

６ 取引参加者が次の各号に掲げる有価証券を本所

に預託する場合には，クリアリング機構が本所に代

わって当該有価証券を受領するものとし，取引参加

者は，株式会社証券保管振替機構（以下「保管振替

４ 特殊債券（政府保証債券を除く。），社債券（新

株予約権付社債券及び交換社債券を除く。）及

び円貨建外国債券（金融商品取引法施行令（昭

和40年政令第321号）第２条の11に定める債券で

ある円貨債券，転換社債型新株予約権付社債券

及び交換社債券を除く。）については，適格格

付機関（法第２条第36項に規定する信用格付業

者及び金融商品取引業等に関する内閣府令（平

成19年内閣府令第52号）第116条の３第２項に規

定する特定関係法人をいう。）から取得してい

る格付がすべてＡ格相当以上であること等，発

行企業の信用力その他の事情を勘案して，本所

が適当と認めるものに限る。 

５ 転換社債型新株予約権付社債券（業務規程第２

条第１項第２号に規定する転換社債型新株予約

権付社債券をいう。）については，国内の金融

商品取引所にその株券が上場されている会社が

発行するものに限る。 

６～９ （略） 

 

３ 前項の規定における本所が定める順位は，第一

順位は，本所とし，それ以降は，取引所・業界団体

等コード（証券コード協議会の定めるものをいう。）

の順序とする。ただし，国債証券にあっては，取引

所・業界団体等コード（証券コード協議会の定める

ものをいう。）の順序とする。 

 

 

 

 

４ （略） 

５ 取引参加者が第２項に規定する国債証券を本所

に預託する場合には，社債，株式等の振替に関する

法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」という。）

に基づき日本銀行に開設された本所名義の口座へ

の振替により当該預託を行うものとする。 

６ 取引参加者が次の各号に掲げる有価証券を本所

に預託する場合には，振替法に基づき株式会社証券

保管振替機構（以下「保管振替機構」という。）に

開設された本所名義の口座への振替により当該預
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機構」という。）に開設されたクリアリング機構名

義の口座への振替により当該預託を行うものとす

る。 

(1)・(2) （略） 

７ （略） 

 （削る） 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

８ （略） 

９ 取引参加者が本所に信認金又は取引参加者保証

金の代用として差し入れる株券は，当該取引参加者

の名義のもの（保管振替機構が振替事業において取

り扱う株券を同機構の口座の振替により差し入れ

る場合は，当該取引参加者の自己分）に限るものと

する。 

10 第８項の規定は，債券の発行者が当該債券の期

限の利益を喪失した場合の当該債券について準用

する。 

 

 

 

 

 

託を行うものとする。 

 

 

(1)・(2) （略） 

７ （略） 

８ 取引参加者が，第２項に規定するアメリカ合衆

国財務省証券（以下「財務省証券」という。）を本

所に預託する場合には，預託の都度，本所の同意を

得るものとする。 

９ 取引参加者が，前項の規定に基づき財務省証券

を預託する場合には，預託しようとする財務省証券

について，当該財務省証券を保有するためにアメリ

カ合衆国ニューヨーク州ニューヨーク市に所在す

る銀行に設けられた本所名義の口座に，預託日の前

日のアメリカ合衆国東部時間の午後２時までに振

替を行うものとし，当該口座振替を行う日の午後４

時までに，その旨を本所に通知するものとする。こ

の場合における口座振替（同一銀行内の口座振替を

除く。）は，アメリカ合衆国のFederal Reserve

Communications Systemを通じて行うものとする。

10 取引参加者が，代用有価証券として預託してい

る財務省証券の返戻を求める場合には，当該返戻を

受けようとする日の正午までに，その旨を本所に通

知するものとする。 

11 （略） 

12 取引参加者が本所に信認金の代用として差し入

れる株券は，当該取引参加者の名義のもの（株式会

社証券保管振替機構が振替事業において取り扱う

株券を同機構の口座の振替により差し入れる場合

は，当該取引参加者の自己分）に限るものとする。

 

13 第11項の規定は，債券の発行者が当該債券の期

限の利益を喪失した場合の当該債券について準用

する。 
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取引参加者における注文管理体制に関する規則の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

（目的） 

第１条 この規則は，取引参加者規程第21条の規定

に基づき，取引参加者が整備する注文管理体制につ

いて，必要な事項を定める。 

２ 前項の注文管理体制の整備は，取引参加者が社

内規則の制定その他の必要な措置を講じることに

より，本所の市場における市場デリバティブ取引

（本所の定める立会による取引に限る。）に関して，

取引参加者における過誤のある注文の受託及び発

注を防止し，もって本所及び取引参加者の信用を確

保し，公益及び投資者の保護に資することを目的と

する。 

 

（顧客の注文内容の確認等） 

第３条 取引参加者は，顧客から注文を受託する際

に次の事項を確認するものとする。 

(1) 銘柄（指数先物取引にあっては，限月取引），

売付け又は買付けの区別，値段，数量その他の

顧客の注文内容 

(2) 顧客の資力及び属性，取引商品その他の顧客に

関する情報 

２ （略） 

 

 

 付 則 

この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目的） 

第１条 この規則は，取引参加者規程第21条の２の

規定に基づき，取引参加者が整備する注文管理体制

について，必要な事項を定める。 

２ 前項の注文管理体制の整備は，取引参加者が社

内規則の制定その他の必要な措置を講じることに

より，本所の市場における有価証券の売買等（本所

の定める売買立会による売買及び立会による取引

に限る。）に関して，取引参加者における過誤のあ

る注文の受託及び発注を防止し，もって本所及び取

引参加者の信用を確保し，公益及び投資者の保護に

資することを目的とする。 

 

（顧客の注文内容の確認等） 

第３条 取引参加者は，顧客から注文を受託する際

に次の事項を確認するものとする。 

(1) 銘柄，売付け又は買付けの区別，値段，数量そ

の他の顧客の注文内容 

 

(2) 顧客の資力及び属性，売買商品その他の顧客に

関する情報 

２ （略） 
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取引資格取得の審査に関する規則の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

（目 的） 

第１条 （略） 

 （削る） 

 

 

 （削る） 

 

 

（取引資格取得申請者の審査） 

第２条 取引資格取得申請者（以下「申請者」とい

う。）の取引資格の資格審査は，申請者に関する次

の各号に掲げる事項その他公益又は投資者保護の

観点から本所が必要と認める事項について行うも

のとする。 

(1) 形式基準 

 取引資格の取得の日までに，次のａからｃま

でに掲げる区分に従い，それぞれａからｃまで

に定める基準に適合すると見込まれること。 

ａ 金融商品取引業者 

(a) （略） 

(b) 資本金の額が３億円以上であること。 

 

 

(c)～(e) （略） 

ｂ・ｃ （略） 

(2)～(4) （略） 

 (削る) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目 的） 

第１条 （略） 

２ この規則の変更は，取締役会の決議により行う。

ただし，変更の内容が軽微な場合は，この限りでな

い。 

３ 前項に規定する取締役会の決議においては，自

主規制委員会の同意を得るものとする。 

 

（取引資格取得申請者の審査） 

第２条 取引資格取得申請者（以下「申請者」とい

う。）の取引資格の資格審査は，申請者に関する次

の各号に掲げる事項その他公益又は投資者保護の

観点から本所が必要と認める事項について行うも

のとする。 

(1) 形式基準 

 取引資格の取得の日までに，次のａからｃま

でに掲げる区分に従い，それぞれａからｃまで

に定める基準に適合すると見込まれること。 

ａ 金融商品取引業者 

(a) （略） 

(b) 資本金の額が３億円（取得しようとする取

引資格がＩＰＯ取引資格である場合にあっ

ては，５億円）以上であること。 

(c)～(e) （略） 

ｂ・ｃ （略） 

(2)～(4) （略） 

(5) 業務実績 

 申請者が取引所取引許可業者であるときは，

取得しようとする取引資格の種類に係る有価証

券の売買等と同種類の取引に係る業務（法第28

条第１項第１号に掲げる行為に係る業務に相当

する業務をいう。以下「同一業務」という。）

を３年以上継続して行っていること。この場合

において，次のａからｄまでに掲げる者が同一

業務を行っていた期間を含めて期間計算を行う

ものとする。 
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 (削る) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 付 則 

この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ 取締役会設置会社と同種類の法人である申

請者に組織変更したと認められる者又は申請

者に合併された会社（外国会社を含む。） 

ｂ 分割により申請者に同一業務に係る事業の

全部又は一部を承継させた者 

ｃ 申請者に同一業務に係る事業の全部又は一

部を譲渡した者 

ｄ 申請者の発行済株式の全部を所有している

者 

(6) 外国自主規制機関への加入 

 申請者が取引所取引許可業者であるときは，

取引参加者規程第43条第２項第６号の規定によ

り本所が指定する外国金融商品市場を開設する

者及び金融商品取引業協会に相当する外国の団

体に加入していること（取引資格を取得してい

ることを含む。）。 
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取引の信義則に関する規則の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

（定 義） 

第２条 （略） 

２～７ （略） 

 （削る） 

 

 

 

 

（取引参加者の行為） 

第３条 取引参加者規程第51条に規定する本所が定

める行為は，次の各号に掲げる行為とする。 

(1)・(2) （略） 

  （削る） 

(3)・(4) （略） 

 

（二つの市場にまたがる取引等に関する行為） 

第４条 （略） 

２ 前項に規定する価格連動性を有する二つの商品

とは，次の各号に掲げるものとする。 

(1) （略） 

  （削る） 

(2)・(3) （略） 

 

 

  （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（定 義） 

第２条 （略） 

２～７ （略） 

８ 転換社債型新株予約権付社債券とは，新株予約

権付社債券のうち，新株予約権の行使に際してする

出資の目的が当該新株予約権付社債券に係る社債

であるものをいう。 

 

（取引参加者の行為） 

第３条 取引参加者規程第51条に規定する本所が定

める行為は，次の各号に掲げる行為とする。 

(1)・(2) （略） 

(3) 公開買付けに関する行為 

(4)・(5) （略） 

 

（二つの市場にまたがる取引等に関する行為） 

第４条 （略） 

２ 前項に規定する価格連動性を有する二つの商品

とは，次の各号に掲げるものとする。 

(1) （略） 

(2) 指数連動型投資信託受益証券等と上場株券 

(3)・(4) （略） 

 

（公開買付けに関する行為） 

第６条 第３条第３号に規定する公開買付けに関す

る行為とは，取引参加者が行う次の各号に掲げる行

為をいうものとする。 

(1) 公開買付けについて公開買付者のために金融

商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。以下

「施行令」という。）第８条第４項各号若しく

は第14条の３の３第４項各号に掲げる事務を行

う者又は公開買付者を代理して公開買付けによ

る株券等（法第27条の２に規定する株券等をい

う。以下同じ。）の買付け等（法第27条の２に

規定する買付け等をいう。以下同じ。）を行う

者（以下「公開買付者の関係者」という。）と



- 86 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（安定操作取引に関する行為） 

第６条 第３条第３号に規定する安定操作取引に関

する行為とは，安定操作取引が最初に行われた時か

ら安定操作期間の末日までの間において，取引参加

者が当該安定操作取引に係る有価証券につき安定

操作取引が行われたことを知りながら，その旨を表

示しないで行う行為（有価証券の売買に係る法第２

条第21項第３号に掲げる取引における権利行使に

より成立する有価証券の買付けの受託を除く。）で

あって，当該有価証券の発行者が発行する有価証券

の売買に係る法第２条第21項第３号に掲げる取引

における当該有価証券の買付けを成立させること

なる場合に行う次に掲げる行為 

ａ 公開買付者の関係者となることを決定した

後において，当該公開買付けに関し，職務上

知り得た特別の情報を他に漏らし又は窃用す

ること。 

ｂ 公開買付者等（法第27条の３に規定する公

開買付者等をいう。以下同じ。）に売付け等

（法第27条に規定する売付け等をいう。）を

行うことを目的として，公開買付者の関係者

となることを決定した後，当該公開買付けに

ついて公告を行う日前において，自己の計算

により当該公開買付けに係る株券等の発行者

の発行する株券等の買付け等（取引一任契約

に基づく買付け等を含む。）を本所の市場に

おいて行うこと。 

(2) その所有する株券等を公開買付けを利用して

有利な価格で売り付け，不当な利得を得ること

を目的とする者が行う公開買付けであることを

知りながら，当該公開買付けについて公開買付

者の関係者となること。 

(3) 公開買付けについて，株券を買い集め，その銘

柄の株券の大量の所有者であることを利用し

て，その株券の発行会社の関係者に対し，その

意に反して，当該株券を有利に売り付けること

又はこれに類似する行為を目的とする者の計算

による当該銘柄の株券の買付けの受託（有価証

券等清算取次ぎの受託を除く。）を行うこと。 

 

（安定操作取引に関する行為） 

第７条 第３条第４号に規定する安定操作取引に関

する行為とは，取引参加者が行う次の各号に掲げる

行為をいうものとする。 

(1) 募集（50名以上の者を相手方として行う者に限

る。以下同じ。）又は売出し（役員又は従業員

に対する新株予約権の発行その他のストック・

オプションと認められるものの付与に係る募集

又は売出しを除く。）に係る有価証券（時価又

は時価に近い一定の価格により株券が発行され

若しくは移転される新株予約権を表示する新株

予約権証券（以下「時価新株予約権証券」とい



- 87 - 

ができる個別証券オプションを取得する立場の当

事者となる取引又は当該有価証券の売付けを成立

させることができる個別証券オプションを付与す

る立場の当事者となる取引の受託（金融商品取引業

者からの受託を除く。）をいうものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う。）又は当該新株予約権を付与されている転

換社債型新株予約権付社債券（以下「時価転換

社債型新株予約権付社債券」という。）以外の

新株予約権証券又は社債券を除く。）の発行者

が発行する上場株券（時価新株予約権証券の募

集又は売出しの場合には上場株券又は上場時価

新株予約権証券，時価転換社債型新株予約権付

社債券の募集又は売出しの場合には上場株券又

は上場時価転換社債型新株予約権付社債券），

上場投資証券若しくは上場外国投資証券（以下

「上場株券等」という。）又は上場投資信託受

益証券（投資信託の受益証券をいう。以下同じ。）

について，安定操作取引（施行令第20条第１項

に規定する安定操作取引をいう。以下同じ。）

をすることができる期間（施行令第22条第２項

から第４項までに規定する安定操作期間をい

う。以下「安定操作期間」という。）内におい

て執行する条件の買付けに関して行う次に掲げ

る行為（有価証券の売買に係る法第２条第21項

第３号に掲げる取引における権利行使により成

立する有価証券の買付けの受託を除く。） 

ａ 安定操作取引に係る有価証券の発行者であ

ることを知りながら，当該発行者から買付け

（安定操作取引に係る有価証券が上場株券等

の場合は，上場株券等の買付けに限り，安定

操作取引に係る有価証券が上場投資信託受益

証券の場合は，当該上場投資信託受益証券の

買付けに限る。）の受託（有価証券等清算取

次ぎの受託を除く。）をする行為 

ｂ 安定操作取引の委託をすることができる者

（施行令第20条第３項各号に掲げる者をい

い，次のｃに規定する者及び取引参加者であ

る者を除く。）であることを知りながら，そ

の者から買付けの受託（有価証券等清算取次

ぎの受託及び安定操作取引（ｄに規定する場

合以外の場合にあっては，取引一任契約に基

づく安定操作取引を除く。）の受託を除く。）

をする行為 

ｃ 安定操作取引に係る有価証券（本邦以外の

地域において行われる募集又は売出しに係る
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ものに限る。次のｄにおいて同じ。）の発行

者と元引受契約を締結した外国において金融

商品取引業に類似する業を行う外国法人であ

ることを知りながら，その者から買付け（そ

の者の計算による買付けに限る。）の受託（安

定操作取引（次のｄに規定する場合以外の場

合にあっては，取引一任契約に基づく安定操

作取引を除く。）の受託及び業務規程第65条

各号に掲げる買付けの受託を除く。）をする

行為 

ｄ 安定操作取引に係る有価証券の発行者によ

り施行令第20条第３項第５号に掲げる者とし

て通知された場合において，自己の計算によ

る買付け（安定操作取引及び業務規程第65条

各号に掲げる買付けを除く。），取引一任契

約に基づく買付け（安定操作取引及び業務規

程第65条各号に掲げる買付けを除く。）及び

買付けの委託（有価証券等清算取次ぎの委託

（自己の計算による買付け（安定操作取引を

除く。）及び取引一任契約に基づく買付け（安

定操作取引を除く。）に係る有価証券等清算

取次ぎの委託を除く。）を除く。）をする行

為 

(2) 安定操作取引が最初に行われた時から安定操

作期間の末日までの間において，当該安定操作

取引に係る有価証券につき安定操作取引が行わ

れたことを知りながら，その旨を表示しないで

行う次に掲げる行為（有価証券の売買に係る法

第２条第21項第３号に掲げる取引における権利

行使により成立する有価証券の買付けの受託を

除く。） 

ａ 当該有価証券の発行者が発行する株券，時

価新株予約権証券，外国投資証券，投資証券

又は時価転換社債型新株予約権付社債券（安

定操作取引に係る有価証券が投資信託受益証

券である場合にあっては，当該投資信託受益

証券）について買付けの受託又は売付け（金

融商品取引業者からの買付けの受託，金融商

品取引業者への売付け及び有価証券等清算取

次ぎによる売付けを除く。）若しくはその売
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（注） 先物・オプション取引に係る用語の意義は，

業務規程において定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 付 則 

この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付けに係る有価証券等清算取次ぎの委託 

ｂ 当該有価証券の発行者が発行する有価証券

の売買に係る法第２条第21項第３号に掲げる

取引における当該有価証券の買付けを成立さ

せることができる個別証券オプションを取得

する立場の当事者となる取引又は当該有価証

券の売付けを成立させることができる個別証

券オプションを付与する立場の当事者となる

取引の受託（金融商品取引業者からの受託を

除く。） 

 

（注） 

１ 指数先物取引に係る用語の意義は，指数先物取

引に関する業務規程及び受託契約準則の特例にお

いて定めるところによる。 

２ 個別証券オプション取引に係る用語の意義は，

個別証券オプション取引に関する業務規程，信用取

引・貸借取引規程及び受託契約準則の特例において

定めるところによる。 

３ 指数オプション取引に係る用語の意義は，指数

オプション取引に関する業務規程及び受託契約準

則の特例において定めるところによる。 
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約諾書に基づく遅延損害金の率の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

 次に掲げる約諾書の規定に基づき本所が定める

遅延損害金の率は，100円につき１日４銭とする。

(1) （略） 

（削る） 

(2)・(3) （略） 

 

 

 付 則 

この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に掲げる約諾書の規定に基づき本所が定める

遅延損害金の率は，100円につき１日４銭とする。

(1) （略） 

(2) 発行日取引の委託についての約諾書第８条 

(3)・(4) （略） 
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 Ｊ－ＮＥＴ市場に関する有価証券上場規程，業務規程，信用取引・貸借取引規程 

及び受託契約準則等の特例の施行規則の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

 Ｊ－ＮＥＴ市場に関する業務規程及び受託契約

準則の特例の施行規則 

 

 

（目 的） 

第１条 この規則は，Ｊ－ＮＥＴ市場に関する業務

規程及び受託契約準則の特例（以下「Ｊ－ＮＥＴ市

場特例」という。）に基づき，本所が定める事項に

ついて規定する。 

 

 

（取引の数量） 

 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （削る） 

 

 

第２条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第２条第２号に規定す

る本所が定める数量は，Ｊ－ＮＥＴ市場特例第10

条において準用する業務規程第29条各号に規定す

 

 Ｊ－ＮＥＴ市場に関する有価証券上場規程，業

務規程，信用取引・貸借取引規程及び受託契約準則

等の特例の施行規則 

 

（目 的） 

第１条 この規則は，Ｊ－ＮＥＴ市場に関する有価

証券上場規程，業務規程，信用取引・貸借取引規程

及び受託契約準則等の特例（以下「Ｊ－ＮＥＴ市場

特例」という。）に基づき，本所が定める事項につ

いて規定する。 

 

（取引の数量又は金額） 

第２条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第２条第２号に規定す

る本所が定める数量又は金額は，次の各号に定める

ところによるものとする。 

(1) 内国株券（内国法人の発行する株券，内国法人

の発行する新株予約権証券，投資信託受益証券

及び投資証券をいう。以下同じ。），優先出資

証券（協同組織金融機関の発行する優先出資証

券をいう。以下同じ。），外国投資信託受益証

券，外国投資証券，受益証券発行信託の受益証

券，外国受益証券発行信託の受益証券及び出資

証券 

  業務規程第15条第１号ａ若しくはｂ，第２号，

第３号又は第４号の３に定める数量 

(2) 転換社債型新株予約権付社債券 

業務規程第15条第６号に定める数量 

(3) カバードワラント 

  業務規程第15条第７号に定める数量 

２ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第２条第３号に規定する本

所が定める銘柄数は15銘柄とし，本所が定める金額

は１億円とする。 

３ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第２条第７号に規定する本

所が定める数量は，次の各号に定める市場デリバテ

ィブ取引の区分に従い，次の各号に定める数量とす
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る取引単位とする。 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

 

（削る） 

 

 

４ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第２条第３号に規定する本

所が定める数の銘柄は，本所が別に定める組合せの

範囲であって，２以上10以下とする。 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 

 

る。 

(1) 指数先物取引 

  Ｊ－ＮＥＴ市場特例第38条において準用する

指数先物特例第12条各号に規定する取引単位 

(2) 個別証券オプション取引 

  Ｊ－ＮＥＴ市場特例第38条において準用する

個別証券オプション特例第17条に規定する取引

単位 

(3) 指数オプション取引 

  Ｊ－ＮＥＴ市場特例第38条において準用する

指数オプション特例第15条に規定する取引単位 

４ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第２条第８号に規定する本

所が定める数の銘柄は，本所が別に定める組合せの

範囲であって，２以上10以下とする。 

 

（売買高加重平均価格） 

第３条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第２条第５号に規定す

る本所が算出する売買高加重平均価格は，売買立会

による売買において，終値取引の対象となる銘柄の

普通取引におけるすべての約定値段について，それ

ぞれの約定値段に当該約定値段における売買高を

乗じて得た額の合計額を当該売買高の合計数量で

除して得た価格（小数点第５位以下は四捨五入す

る。ただし，本所が指定する銘柄の端数の取扱いに

ついては，その都度本所が定めるところによる。）

とする。ただし，本所が指定する銘柄については，

株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」

という。）が定める方法により算出された価格とす

る。 

２ 前項の売買高加重平均価格による終値取引の売

買代金は，円位未満の端数を切り捨てる。 

 

（単一銘柄取引の値段） 

第４条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第10条第３項第１号に

規定する本所が定める値段は，次の各号に定めると

ころによる。この場合において，当該値段は，内国

株券，優先出資証券，外国投資信託受益証券，外国

投資証券，受益証券発行信託の受益証券，外国受益

証券発行信託の受益証券，出資証券及びカバードワ

ラントについては１円の１万分の１の整数倍，転換
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社債型新株予約権付社債券については額面100円に

つき１銭の100分の１の整数倍とし，売買代金は円

位未満の端数を切り捨てるものとする。 

(1) 本所又は東京証券取引所の売買立会による売

買の普通取引における直前の約定値段（本所の

定める呼値に関する規則第13条又は東京証券取

引所の定める呼値に関する規則第10条の規定に

より特別気配表示が行われているとき若しくは

東京証券取引所の定める呼値に関する規則第11

条の規定により連続約定気配表示が行われてい

るときは，当該気配値段。前日（休業日に当た

るときは，順次繰り上げる。以下同じ。）に本

所又は東京証券取引所の売買立会による売買の

普通取引における約定値段（特別気配値段（本

所の定める呼値に関する規則第13条又は東京証

券取引所の定める呼値に関する規則第10条の規

定により特別気配表示された特別気配値段をい

う。以下同じ。），気配値段（本所の定める呼

値に関する規則第14条の規定により気配表示さ

れた気配値段をいう。以下同じ。）及び連続約

定気配値段（東京証券取引所の定める呼値に関

する規則第11条の規定により連続約定気配表示

された連続約定気配値段をいう。）を含む。）

がない場合その他本所が当該直前の約定値段に

よることが適当でないと認める場合で，当日の

本所又は東京証券取引所の売買立会による売買

の普通取引における始めの約定値段（特別気配

値段及び気配値段を含む。以下この条において

同じ。）が決定される以前においては，呼値の

制限値幅に関する規則第４条に規定する当日の

呼値の制限値幅の基準値段）から当該値段に100

分の７を乗じて算出した額を減じて得た値段か

ら，当該値段に100分の７を乗じて算出した額を

当該値段に加えて得た値段までの範囲内の値段 

(2) 前号に定める値段のほか，次のａ又はｂに定め

る取引については，当該ａ又はｂに定めるとこ

ろによるものとする。 

ａ 売買高加重平均価格（前条に定める売買高

加重平均価格をいう。以下同じ。）を基準と

した取引の成立を保証することを目的とする
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手数料相当額を売買高加重平均価格に加減し

た値段による対当取引（顧客の委託による売

呼値又は買呼値に自己の計算による買呼値又

は売呼値を対当させる取引に限る。次のｂに

おいて同じ。）の場合は，次の(a)から(c)ま

でに掲げる取引時間の区分に応じ，当該(a)

から(c)までに定める値段 

(a) 午前８時20分から９時まで 

  前日の売買高加重平均価格（前日の午後

立会終了時における終日の売買高加重平均

価格をいう。）に顧客との間であらかじめ

定めた手数料相当額を加減して得た値段 

(b) 午前11時30分から午後０時30分まで 

  前場の売買高加重平均価格（当日の午前

立会終了時における午前立会の売買高加重

平均価格をいう。）に顧客との間であらか

じめ定めた手数料相当額を加減して得た値

段 

(c) 午後３時10分から４時30分まで 

  後場の売買高加重平均価格（当日の午後

立会終了時における午後立会の売買高加重

平均価格をいう。）又は当日の売買高加重

平均価格（当日の午後立会終了時における

終日の売買高加重平均価格をいう。）に顧

客との間であらかじめ定めた手数料相当額

を加減して得た値段 

ｂ 売買高加重平均価格を目標としてあらかじ

め取引参加者が本所又は東京証券取引所にお

ける売買立会による売買において分割して売

付けを行った銘柄の総売付代金を総売付高で

除して得た値段又は分割して買付けを行った

銘柄の総買付代金を総買付高で除して得た値

段によることをあらかじめ約している対当取

引の場合は，次の(a)又は(b)に掲げる取引時

間の区分に応じ，当該(a)又は(b)に定める値

段（当該値段に顧客との間であらかじめ定め

た手数料相当額を加減して得た値段を含む。）

(a) 午前11時30分から午後０時30分まで 

  午前の売買立会による売買において分割

して売付けを行った銘柄の総売付代金を総
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売付高で除して得た値段又は分割して買付

けを行った銘柄の総買付代金を総買付高で

除して得た値段 

(b) 午後３時10分から４時30分まで 

  午後又は当日の売買立会による売買にお

いて分割して売付けを行った銘柄の総売付

代金を総売付高で除して得た値段又は分割

して買付けを行った銘柄の総買付代金を総

買付高で除して得た値段 

２ 前項の規定にかかわらず，Ｊ－ＮＥＴ市場特例

第28条第１項第１号に規定する日に決済を行う取

引について，売買立会による売買の次の各号に掲げ

る期間における値段は，本所がその都度定める。 

(1) 普通取引における規程第24条第１項の規定に

より定める配当落等の期日，同第24条の２の規

定により定める株式併合後の株券の売買開始の

期日又は同第25条の規定により定める取得対価

の変更期日から，当該期日から起算して４日目

（休業日を除外する。以下日数計算について同

じ。）の日以降の売買立会による売買の普通取

引における始めの約定値段が決定される時まで 

(2) 規程第25条の規定により定める行使条件の変

更期日又は同第25条の２の規定により定める期

中償還請求権に係る権利落として売買を行う期

日から，当該期日から起算して５日目の日（利

付転換社債型新株予約権付社債券の売買につい

て，同第９条第４項に定める場合には，当該期

日から起算して６日目の日とする。）以降の売

買立会による売買の普通取引における始めの約

定値段が決定される時まで 

３ 第１項の規定にかかわらず，Ｊ－ＮＥＴ市場特

例第28条第１項第２号に規定する日に決済を行う

取引について，売買立会による売買の普通取引にお

ける規程第24条第１項の規定により定める配当落

等の期日，同第24条の２の規定により定める株式併

合後の株券の売買開始の期日，同第25条の規定によ

り定める取得対価の変更期日若しくは行使条件の

変更期日又は同第25条の２の規定により定める期

中償還請求権に係る権利落として売買を行う期日

の午前８時20分から売買立会による売買の普通取
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引における始めの約定値段が決定される時までに

おける値段は，本所がその都度定める。 

 

（バスケット取引の代金） 

第５条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第10条第３項第２号に

規定する本所が定めるバスケット取引に係る代金

は，次の各号に掲げる有価証券の区分に従い，当該

各号に定めるところによる。この場合において，当

該バスケット取引により売買が行われる銘柄（以下

「バスケット構成銘柄」という。）の各銘柄の値段

は，内国株券，優先出資証券及び出資証券について

は１円の１万分の１の整数倍の値段，転換社債型新

株予約権付社債券については額面100円につき１銭

の100分の１の整数倍とするものとし，売買代金は

円位未満の端数を切り捨てるものとする。 

(1) 内国株券，優先出資証券及び出資証券 

  バスケット構成銘柄の各銘柄について，本所

又は東京証券取引所の売買立会による売買の普

通取引において直前の約定値段として表示した

値段に当該銘柄に係る売付数量又は買付数量を

乗じて得た額を合計した額から当該合計した額

に100分の５を乗じて算出した額を減じて得た

金額から，当該合計した額に100分の５を乗じて

算出した額を当該合計した額に加えて得た金額

までの範囲内の金額 

(2) 転換社債型新株予約権付社債券 

  バスケット構成銘柄の各銘柄について，本所

又は東京証券取引所の売買立会による売買の普

通取引において直前の約定値段として表示した

値段に当該銘柄に係る売付額面金額又は買付額

面金額を乗じて得た額を合計した額から当該合

計した額に100分の５を乗じて算出した額を減

じて得た金額から，当該合計した額に100分の５

を乗じて算出した額を当該合計した額に加えて

得た金額までの範囲内の金額 

(3) カバードワラント 

  バスケット構成銘柄の各銘柄について，本所

の売買立会による売買の普通取引において直前

の約定値段として表示した値段に当該銘柄に係

る売付数量又は買付数量を乗じて得た額を合計
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した額から当該合計した額に100分の５を乗じ

て算出した額を減じて得た金額から，当該合計

した額に100分の５を乗じて算出した額を当該

合計した額に加えて得た金額までの範囲内の金

額 

２ 前条第２項及び第３項の規定は，前項のバスケ

ット取引に係る代金について準用する。 

 

（自己株式取得取引に係る基準値段） 

第５条の２ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第10条第３項第３

号に規定する本所が定める基準値段は，呼値の制限

値幅に関する規則別表「基準値段算出に関する表」

により算出された値段とする。 

 

（呼値に関する事項） 

第５条の３ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第10条第５項の規

定により，Ｊ－ＮＥＴ取引の呼値に関し本所が定め

る事項は，次の各号に定める事項とする。 

(1) 取引の種類 

  単一銘柄取引又はバスケット取引の呼値を行

うときは，Ｊ－ＮＥＴ市場特例第11条第１項に

規定する取引の種類を指定するものとする。 

(2) 呼値の効力 

  呼値は，単一銘柄取引及びバスケット取引に

ついては当日の取引時間終了時に，自己株式取

得取引及び終値取引については当日の呼値の受

付時間終了時に，効力を失うものとする。ただ

し，Ｊ－ＮＥＴ市場特例第19条各号の規定によ

り，Ｊ－ＮＥＴ取引に係る売買の停止が行われ

た場合の呼値の効力については，その都度定め

ることができる。 

(3) 呼値の制限 

  取引参加者は，次のａ及びｂに掲げる銘柄に

ついて，上場後最初の約定値段が決定されるま

で（本所がその都度定める場合は，当日の取引

時間終了時まで）は，呼値を行ってはならない。

ａ 内国株券，優先出資証券，外国投資信託受

益証券，外国投資証券，受益証券発行信託の

受益証券，外国受益証券発行信託の受益証券，

出資証券及びカバードワラント（本所，国内
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の他の金融商品取引所若しくは外国の金融商

品取引所又は組織された店頭市場において上

場又は継続的に取引されている銘柄を除く。）

のうち新たに上場された銘柄（本所がその都

度指定する銘柄を除く。） 

ｂ 転換社債型新株予約権付社債券で新たに上

場された銘柄のうち，上場日の直前に国内の

他の金融商品取引所に上場されていた銘柄

（上場会社が，他の上場会社又は国内の他の

金融商品取引所に株券が上場されていた非上

場会社を吸収合併する場合において，被合併

会社が発行した転換社債型新株予約権付社債

券が当該合併により本所又は国内の他の金融

商品取引所において上場廃止された後，存続

会社の発行する転換社債型新株予約権付社債

券として新たに上場された銘柄を含む。）以

外の銘柄 

(4) 呼値の方法 

 呼値は，取引参加者端末装置等から行うものと

する。 

 

（自己株式取得取引） 

第５条の４ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第15条第１項の規

定による届出は，本所が定める様式により，売買立

会時間終了後，直ちに行うものとする。 

２ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第15条第２項に規定する発

表は，当該買付会社の代表取締役又は代表執行役か

ら委任を受けて行うものとする。 

３ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第15条第６項本文に規定す

る自己株式取得取引の売呼値は，当該売付を委託し

た同一顧客の注文ごとに，それぞれ当該銘柄の売買

立会における売買単位で行うものとする。 

４ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第15条第６項ただし書きに

規定する本所が定める方法は，次の各号に定めると

ころによる。 

(1) 前項に規定するそれぞれの売呼値に係る数量

に，あん分比率（売呼値の総数量に対する自己

株式取得の申込みの総数量の比率）を乗じた数

量を当該各売呼値の数量に対当させる。この場

合において，当該売呼値の数量が自己株式取得
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の申込みの総数量を超えているときは，当該売

呼値の数量は，自己株式取得の申込みの総数量

と同数量とする。 

(2) 前号の規定により算出した数量に最小単位未

満の端数が生じたときは，これを四捨五入する。

ただし，その算出した数量の合計と自己株式取

得の申込みの総数量が異なるときは，次のとお

りとする。 

ａ 算出した数量の合計が自己株式取得の申込

みの総数量に満たない場合 

 四捨五入により切り捨てた数量の多い呼値

から少ない呼値の順序（切捨数量が同一の呼

値については抽選による。）で，最小単位を

順次対当させる。 

ｂ 算出した数量の合計が自己株式取得の申込

みの総数量を超えている場合 

 四捨五入により切り上げた数量の多い呼値

から少ない呼値の順序（切上数量が同一の呼

値については抽選による。）で，最小単位で

順次差し引く。 

 

（終値取引の呼値の順位） 

第６条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第16条第１項第２号に

規定する同時に行われた呼値の順位は，売買システ

ムでの記録順序とする。 

 

（売買の取消し） 

第６条の２ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第18条の２第１項

の規定により行うＪ－ＮＥＴ取引に係る売買の取

消しは，次の各号に定めるところによる。 

(1) 過誤のある注文を発注した取引参加者は，過誤

のある注文により次のａからｆまでに定める数

量又は金額を超える売買が成立し，当該売買の

決済が極めて困難である場合には，規程第27条

第５号の規定により売買が停止された時，Ｊ－

ＮＥＴ市場特例第19条第５号の規定によりＪ－

ＮＥＴ取引に係る売買が停止された時又は規程

第77条の規定により当該過誤のある注文につい

て公表された時のいずれか早い時から，原則と

して60分を経過するまでの間に限り，本所の定
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める様式により，売買の取消しの申請を行うこ

とができる。 

ａ 内国株券，内国商品信託受益証券及び優先

出資証券 

 第７条の２第１号に定める数量に２を乗じ

て得た数量（当該売買の決済を特に困難とす

る状況が認められる場合にあっては，同号に

定める数量） 

ｂ 転換社債型新株予約権付社債券 

 第７条の２第２号に定める金額 

ｃ カバードワラント 

 第７条の２第３号に定める数量に２を乗じ

て得た数量（当該売買の決済を特に困難とす

る状況が認められる場合にあっては，同号に

定める数量） 

ｄ 外国証券信託受益証券及び外国受益証券発

行信託の受益証券 

 第７条の２第４号に定める数量に２を乗じ

て得た数量（当該売買の決済を特に困難とす

る状況が認められる場合にあっては，同号に

定める数量） 

ｅ 外国投資信託受益証券及び外国投資証券 

 第７条の２第５号に定める数量に２を乗じ

て得た数量（当該売買の決済を特に困難とす

る状況が認められる場合にあっては，同号に

定める数量） 

ｆ 出資証券 

 第７条の２第６号に定める数量に２を乗じ

て得た数量（当該売買の決済を特に困難とす

る状況が認められる場合にあっては，同号に

定める数量） 

(2) 本所は，前号の申請が行われた場合において，

当該申請を行った取引参加者から事情を聴取

し，当該申請に係る売買の決済が極めて困難で

あり，本所の市場が混乱するおそれがあると認

めるときは，売買の取消しを行う。 

２ 前項に規定するほか，本所は，過誤のある注文

により成立したＪ－ＮＥＴ取引に係る売買の決済

が困難であり，本所の市場が混乱することを回避す

るために必要と認める場合は，Ｊ－ＮＥＴ市場特例
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第18条の２第１項の規定によりＪ－ＮＥＴ取引に

係る売買の取消しを行う。 

 

（Ｊ－ＮＥＴ取引に係る売買の取消しの範囲） 

第６条の３ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第18条の２第１項

に規定する本所が定めるＪ－ＮＥＴ取引に係る売

買は，過誤のある注文に係る売買が最初に成立した

時からＪ－ＮＥＴ市場特例第19条第５号の規定に

より売買の停止が行われた時（売買の停止が行われ

なかった場合にあっては，規程第77条の規定により

当該過誤のある注文について公表された時）までに

成立したすべての売買（当該過誤のある注文が発注

された銘柄の売買に限る。）とする。 

 

（売買の停止） 

第７条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第19条各号に掲げる場

合の売買の停止は，本所がその都度必要と認める期

間とする。 

 

（取消しの可能性の周知が必要と認める場合） 

第７条の２ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第19条第５号に掲

げる場合のＪ－ＮＥＴ取引に係る売買の停止を行

う場合は，原則として，過誤のある注文により，次

の各号に掲げる有価証券の区分に従い，当該各号に

定める数量又は金額を超える数量又は金額の売買

が成立した場合とする。 

(1) 内国株券，内国商品信託受益証券及び優先出資

証券 

  上場株式数（優先出資証券の場合は上場優先

出資口数をいい，投資信託受益証券及び内国商

品信託受益証券の場合は上場受益権口数をい

い，投資証券の場合は上場投資口口数をいう。）

の10％に相当する数量 

(2) 転換社債型新株予約権付社債券 

  額面金額20億円 

(3) カバードワラント 

  上場カバードワラント数の５％に相当する数

量 

(4) 外国証券信託受益証券及び外国受益証券発行

信託の受益証券 
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  上場受益権口数の５％に相当する数量 

(5) 外国投資信託受益証券及び外国投資証券 

  上場受益権口数又は上場投資口口数の１％に

相当する数量 

(6) 出資証券 

  上場出資口数の10％に相当する数量 

 

（過誤訂正等のための売買の承認申請） 

第８条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第20条第１項の規定に

より本所の承認を受けようとする取引参加者は，本

所が定める様式により申請を行うものとする。 

 

（復活のための売買） 

第８条の２ Ｊ－ＮＥＴ市場特例第21条の規定によ

り本所の承認を受けようとする取引参加者は，本所

が定める様式により申請を行うものとする。 

２ 前項の申請について，本所は，次の各号のいず

れにも該当する場合にこれを承認するものとする。

(1) 過誤のある注文に係る売買が最初に成立した

時からＪ－ＮＥＴ市場特例第19条第５号の規定

により売買の停止が行われた時（売買の停止が

行われなかった場合にあっては，規程第77条の

規定により当該過誤のある注文について公表さ

れた時）までの間に，次のいずれかの売買（以

下「連鎖取引」という。）を行っていること。 

ａ 取り消された売買に係る注文を委託した顧

客が，当該取り消された売買に係る注文を委

託した取引参加者と同一の取引参加者に委託

して行った，当該取り消された売買に係る売

付け後の売却代金による買付け又は買付け後

の当該買付けた有価証券の売付け 

ｂ 信用取引により貸付けを受けた買付代金又

は売付有価証券の弁済（弁済の繰延期限にあ

たる日における弁済に限る。）のための売買 

ｃ 個別証券オプション取引の権利行使により

成立するオプション対象証券の売買の決済の

ための売買 

(2) 取り消された売買に係る売付け又は買付けが，

取引一任契約又は金融商品取引業者（法第28条

第１項第１号に掲げる行為に係る業務の登録を
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 （削る） 

 

（Ｊ－ＮＥＴ取引の値段） 

第３条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第３条第３項に規定す

る本所が定める値段は，次の各号に掲げる市場デリ

バティブ取引の区分に従い，当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 指数先物取引 

  次のａからｄまでに掲げる指数先物取引の対

受けた者に限る。）若しくは取引所取引許可業

者の自己の計算に基づき行われたものでないこ

と。 

(3) 売買の取消しが行われたことにより，委託者が

連鎖取引の決済を行うことができなくなるこ

と。 

３ 復活のための売買は，顧客ごとに，次の各号に

掲げる有価証券の区分に従い，当該各号に定める数

量を上限とする。ただし，第１項に定める復活のた

めの売買と，規程第39条の２第１項に係る復活のた

めの売買を同時に申請する場合は，合計数量につい

て上限を適用するものとする。 

(1) 内国株券，優先出資証券，外国投資信託受益証

券，外国投資証券，受益証券発行信託の受益証

券，外国受益証券発行信託の受益証券及び出資

証券 

  ２千万円を，取り消された売買に係る銘柄の

当該売買が行われた日における基準値段（基準

値段がない場合には，本所がその都度定める値

段。次号において同じ。）で除して得た数量を，

当該銘柄の売買単位で除して得た数量（10に満

たない端数は切り上げる。） 

(2) 転換社債型新株予約権付社債券 

  ２千万円を，取り消された売買に係る銘柄の

当該売買が行われた日における基準値段で除し

て得た金額を，当該銘柄の額面金額で除して得

た数量に100を乗じて得た数量（10に満たない端

数は切り上げる。） 

(3) カバードワラント 

  第１号の規定を準用する。 

 

第９条 削除 

 

（Ｊ－ＮＥＴデリバティブ取引の値段） 

第10条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第31条第３項に規定す

る本所が定める値段は，次の各号に掲げる市場デリ

バティブ取引の区分に従い，当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 指数先物取引 

  次のａからｄまでに掲げる指数先物取引の対
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象の区分に従い，当該ａからｄまでに定める値

段とする。 

ａ 日経平均 

 １円の整数倍の値段 

ｂ 日経300，MSCI JAPAN及びRNP指数 

 0.1ポイントの整数倍の値段 

ｃ・ｄ （略） 

(2) （略） 

(3) 指数オプション取引 

  次のａ及びｂに掲げる指数オプション取引の

対象の区分に従い，当該ａ及びｂに定める値段

とする。 

ａ 日経平均オプション 

 １円の整数倍の値段 

ｂ 日経300オプション 

 0.1ポイントの整数倍の値段 

 

（Ｊ－ＮＥＴ取引の呼値に関する事項） 

 

第４条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第３条第６項の規定に

より，Ｊ－ＮＥＴデリバティブ取引の呼値に関し本

所が定める事項は，次の各号に定める事項とする。

(1) 呼値の効力 

  呼値は，Ｊ－ＮＥＴ市場特例第４条第１項に

規定する取引時間終了時に効力を失うものとす

る。 

(2) （略） 

 

 （削る） 

 

（Ｊ－ＮＥＴ取引の停止） 

第５条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第８条各号に掲げる場

合のＪ－ＮＥＴデリバティブ取引の停止は，本所が

その都度必要と認める期間とする。 

 

（取引の取消し） 

第６条 業務規程施行規則第14条第１項及び第２項

の規定は，Ｊ－ＮＥＴ市場特例第10条において準用

する業務規程第25条の規定による取引の取消しに

ついて準用する。この場合において，業務規程施行

象の区分に従い，当該ａからｄまでに定める値

段とする。 

ａ 日経300，MSCI JAPAN及びRNP指数 

 0.1ポイントの整数倍の値段 

ｂ 日経平均 

 １円の整数倍の値段 

ｃ・ｄ （略） 

(2) （略） 

(3) 指数オプション取引 

  次のａ及びｂに掲げる指数オプション取引の

対象の区分に従い，当該ａ及びｂに定める値段

とする。 

ａ 日経300オプション 

 指数オプション特例第14条第３項第１号に

規定する呼値の単位の整数倍の値段 

ｂ 日経平均オプション 

 １円の整数倍の値段 

 

（Ｊ－ＮＥＴデリバティブ取引の呼値に関する事

項） 

第11条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第31条第６項の規定に

より，Ｊ－ＮＥＴデリバティブ取引の呼値に関し本

所が定める事項は，次の各号に定める事項とする。

(1) 呼値の効力 

  呼値は，Ｊ－ＮＥＴ市場特例第32条第１項に

規定する取引時間終了時に効力を失うものとす

る。 

(2) （略） 

 

第12条 削除 

 

（Ｊ－ＮＥＴデリバティブ取引の停止） 

第13条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第36条各号に掲げる場

合のＪ－ＮＥＴデリバティブ取引の停止は，本所が

その都度必要と認める期間とする。 

 

（取引の取消し） 

第14条 指数先物特例施行規則第７条の２第１項及

び第２項，個別証券オプション特例施行規則第11

条の２第１項及び第２項又は指数オプション特例
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規則第14条第１項及び第２項中「規程第25条」とあ

るのは「Ｊ－ＮＥＴ市場特例第10条において準用す

る業務規程第25条」と，第１項中「同第32条第３号」

とあるのは「Ｊ－ＮＥＴ市場特例第８条第１号，第

２号，第５号又は第６号」と読み替えるものとする。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  付 則 

 この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施行規則第８条の２第１項及び第２項の規定は，Ｊ

－ＮＥＴ市場特例第38条において準用する指数先

物特例第10条の２第１項，個別証券オプション特例

第15条の２第１項又は指数オプション特例第13条

の２第１項の規定による取引の取消しについて準

用する。この場合において，指数先物特例施行規則

第７条の２第１項及び第２項中「指数先物特例第10

条の２」とあるのは「Ｊ－ＮＥＴ市場特例第38条に

おいて準用する指数先物特例第10条の２」と，第１

項中「同第15条第１号」とあるのは「Ｊ－ＮＥＴ市

場特例第36条第１号又は第４号」と，個別証券オプ

ション特例施行規則第11条の２第１項及び第２項

中「個別証券オプション特例第15条の２」とあるの

は「Ｊ－ＮＥＴ市場特例第38条において準用する個

別証券オプション特例第15条の２」と，第１項中「同

第20条第３号」とあるのは「Ｊ－ＮＥＴ市場特例第

36条第２号又は第４号」と，指数オプション特例施

行規則第８条の２第１項及び第２項中「指数オプシ

ョン特例第13条の２」とあるのは「Ｊ－ＮＥＴ市場

特例第38条において準用する指数オプション特例

第13条の２」と，第１項中「同第18条第１号」とあ

るのは「Ｊ－ＮＥＴ市場特例第36条第３号又は第４

号」と読み替えるものとする。 
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取引所外国為替証拠金取引に関する業務規程及び受託契約準則の特例の施行規則の一部改正新・旧規定対照表 

（下線の部分は改正箇所） 

新 旧 

 

（取引の取消し） 

第５条 取引所ＦＸ取引特例第15条第１項の規定に

よる取引の取消しは，同第20条第１号の規定により

取引の停止を行った後（取引の停止を行わなかった

場合にあっては，業務規程第52条の規定により当該

過誤のある注文について公表した後）に行うものと

する。 

２ （略） 

 

（建玉調整制度による約定数値等） 

第９条の２ 一の取引日の取引所ＦＸ取引特例第19

条の２第１項に定める建玉調整制度に基づく取引

に係る約定数値は，クリアリング機構が定める当該

取引日の清算数値とする。 

 

 

付 則 

この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

 

 

（取引の取消し） 

第５条 取引所ＦＸ取引特例第15条第１項の規定に

よる取引の取消しは，同第20条第１号の規定により

取引の停止を行った後（取引の停止を行わなかった

場合にあっては，業務規程第77条の規定により当該

過誤のある注文について公表した後）に行うものと

する。 

２ （略） 

 

（建玉調整制度による約定数値等） 

第９条の２ 一の取引日の取引所ＦＸ取引特例第19

条の２第１項に定める建玉調整制度に基づく取引

に係る約定数値は，当該取引日の業務方法書第63

条の３第１項に規定する清算数値とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



呼値の制限値幅に関する規則等を廃止する規則 

 

 

第１条 次の各号に掲げる規則を廃止する。 

(1) 呼値の制限値幅に関する規則 

(2) 呼値に関する規則 

(3) リクイディティ・プロバイダーの指定等に関する規則 

(4) 外国株券の売買単位に関する規則 

(5) シンジケートカバー取引の報告に関する規則 

(6) 有価証券の売買等の審査に関する規則 

(7) 売買監理銘柄に関する規則 

(8) 取引参加者における不公正取引の防止のための売買管理体制に関

する規則 

(9) 取引参加者における上場適格性調査体制に関する規則 

(10) 検査規程 

(11) 発行日取引の売買証拠金の代用有価証券に関する規則 

(12) 清算・決済規程施行規則 

(13) 制度信用銘柄及び貸借銘柄の選定に関する規則 

(14) 制度信用取引に係る権利の処理に関する規則 

(15) 内国株券上場契約書 

(16) 優先出資証券上場契約書 

(17) 外国株預託証券上場契約書 

(18) 外国株信託受益証券上場契約書 

(19) 上場申請に係る宣誓書（内国会社） 

(20) 上場市場区分の変更申請に係る宣誓書 

(21) 外国株券上場契約書 

(22) 上場申請に係る宣誓書（外国会社） 

(23) 確約書（新株予約権証券） 
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(24) 有価証券上場規程に関する取扱要領 

(25) ＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上場規程に関する取扱要領 

(26) 上場会社が他の上場会社等を吸収合併する場合等における上場

日の取扱い 

(27) 有価証券上場規程別表の取扱い 

(28) ＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上場規程別表の取扱い 

(29) 債券の上場手数料及び年賦課金 

(30) 株券上場審査基準の取扱い 

(31) 社会資本整備市場上場審査基準の取扱い 

(32) 上場前の公募又は売出し等に関する規則 

(33) 上場前の公募又は売出し等に関する規則の取扱い 

(34) 競争入札事務委任契約書 

(35) 入札実施要領 

(36) 上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の

取扱い 

(37) 企業行動規範に関する規則の取扱い 

(38) 第三者割当により割り当てられた株式の譲渡の報告等に関する

規則 

(39) 第三者割当により割り当てられた株式の譲渡の報告等に関する

規則の取扱い 

(40) 上場株券の市場第一部銘柄への指定の申請に係る宣誓書 

(41) 上場株券の市場第一部銘柄指定基準の取扱い 

(42) 上場株券の市場第一部銘柄から市場第二部銘柄への指定替え基

準の取扱い 

(43) 株券上場廃止基準の取扱い 

(44) 社会資本整備市場上場廃止基準の取扱い 

(45) 監理銘柄及び整理銘柄に関する規則 

(46) 上場市場の変更申請に係る宣誓書 
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(47) 国債証券に関する業務規程の特例の施行規則 

(48) 外国債券に関する業務規程の特例の施行規則 

(49) 指数先物取引に関する業務規程及び受託契約準則に関する特例

の施行規則 

(50) 業種別指数に係る各構成銘柄の選定方法及び株価指数の算出方

法に関する規則 

(51) 個別証券オプション取引に関する業務規程，信用取引・貸借取引

規程及び受託契約準則の特例の施行規則 

(52) 指数オプション取引に関する業務規程及び受託契約準則に関す

る特例の施行規則 

(53) 優先株上場契約書 

(54) 優先株に関する有価証券上場規程の特例の取扱い 

(55) 外国投資証券上場契約書 

(56) 上場申請に係る宣誓書（外国投資証券） 

(57) 外国投資証券に関する有価証券上場規程の特例の取扱い 

(58) 外国投資証券に関する有価証券上場規程の特例別表の取扱い 

(59) 債券上場契約書(内国債券上場契約書) 

(60) 上場申請に係る宣誓書（内国債券） 

(61) 債券上場契約書（外国債券上場契約書） 

(62) 上場申請に係る宣誓書（外国債券） 

(63) 債券に関する有価証券上場規程の特例の取扱い 

(64) 転換社債型新株予約権付社債券上場契約書 

(65) 転換社債型新株予約権付社債券に関する有価証券上場規程等の

特例の取扱い 

(66) 投資証券上場契約書 

(67) 上場申請に係る宣誓書（内国投資証券） 

(68) ベンチャーファンドに関する有価証券上場規程の特例の取扱い 

(69) 投資証券の上場前の公募又は売出し等に関する規則 
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(70) 投資証券の上場前の公募又は売出し等に関する規則の取扱い 

(71) ＥＴＦ上場契約書（内国ＥＴＦ及び内国商品現物型ＥＴＦ） 

(72) ＥＴＦ上場契約書（外国ＥＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦ） 

(73) ＥＴＦ上場契約書（外国ＥＴＦ信託受益証券及び外国商品現物型

ＥＴＦ信託受益証券） 

(74) 上場申請に係る宣誓書（内国ＥＴＦ及び内国商品現物型ＥＴＦ） 

(75) 上場申請に係る宣誓書（外国ＥＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦ） 

(76) 上場申請に係る宣誓書（外国ＥＴＦ信託受益証券及び外国商品現

物型ＥＴＦ信託受益証券） 

(77) ＥＴＦに関する有価証券上場規程の特例の施行規則 

(78) ＥＴＦ流動性向上プログラムに関する規則 

(79) ＥＴＮ信託受益証券上場契約書 

(80) 上場申請に係る宣誓書（ＥＴＮ信託受益証券） 

(81) ＥＴＮに関する有価証券上場規程の特例の施行規則 

(82) ＥＴＮ流動性向上プログラムに関する規則 

(83) 不動産投資信託証券上場契約書 

(84) 上場申請に係る宣誓書（不動産投資信託証券） 

(85) 不動産投資信託証券に関する有価証券上場規程等の特例の取扱

い 

(86) 不動産投資信託証券の上場前の公募又は売出し等に関する規則 

(87) 不動産投資信託証券の上場前の公募又は売出し等に関する規則

の取扱い 

(88) カバードワラント上場契約書 

(89) 上場申請に係る宣誓書（カバードワラント） 

(90) カバードワラントに関する有価証券上場規程の特例の施行規則 

(91) 種類株上場契約書 

(92) 種類株に関するＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上場規程の特例

の取扱い 
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(93) 株式会社企業再生支援機構が再生支援する会社が発行する株券

に関する有価証券上場規程及びＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上場

規程の特例の取扱い 

(94) 東日本大震災による被災企業及び被災地域の復興支援等に向け

た有価証券上場規程及びＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上場規程の

特例の取扱い 

(95) 委託保証金及び証拠金の代用有価証券からの除外について 

(96) 退職給付会計基準の適用等に関する有価証券上場規程に関する

取扱要領の特例 

 

 

付 則 

１ この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

２ 第１条第27号に掲げる有価証券上場規程別表の取扱いの廃止に伴

い，平成25年８月末を納入期限とする平成25年７月１日から施行日

前日まで（以下「対象期間」という。）に係る年賦課金は，廃止前の

有価証券上場規程別表の取扱いにかかわらず，有価証券上場規程別

表第１ 株券（年賦課金）及び第４ 社会資本整備市場上場有価証

券（年賦課金）に規定する額の半額（平成25年７月１日から12月末

日までに係る年賦課金）を６で除した額を対象期間で日割計算した

額（以下この項において「日割年賦課金額」という。）を納入するも

のとする。ただし，平成25年７月１日までに上場廃止となった上場

有価証券の発行者に係る年賦課金は，その日割年賦課金額を免除す

るものとする。 

３ 第１条第28号に掲げるＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上場規程別

表の取扱いの廃止に伴い，平成25年８月末を納入期限とする対象期

間に係る年賦課金は，廃止前のＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上場

規程別表の取扱いにかかわらず，ＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上
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場規程別表第１ 株券（年賦課金）に規定する額の半額（平成25年

７月１日から12月末日までに係る年賦課金）を６で除した額を対象

期間で日割計算した額（以下この項において「日割年賦課金額」と

いう。）を納入するものとする。ただし，平成25年７月１日までに上

場廃止となった上場有価証券の発行者に係る年賦課金額は，その日

割年賦課金を免除するものとする。 

４ 第１条第29号に掲げる債券の上場手数料及び年賦課金の廃止に伴

い，平成25年８月末を納入期限とする対象期間に係る年賦課金は，

廃止前の債券の上場手数料及び年賦課金にかかわらず，債券の上場

手数料及び年賦課金(2) 年賦課金に規定する額の半額（平成25年７

月１日から12月末日までに係る年賦課金）を６で除した額を対象期

間で日割計算した額（以下この項において「日割年賦課金額」とい

う。）を納入するものとする。ただし，平成25年７月１日までに上場

廃止となった上場有価証券の発行者に係る年賦課金は，その日割年

賦課金額を免除するものとする。 

５ 第１条第54号に掲げる優先株に関する有価証券上場規程の特例の

取扱いの廃止に伴い，平成25年８月末を納入期限とする対象期間に

係る年賦課金は，廃止前の優先株に関する有価証券上場規程の特例

の取扱いにかかわらず，優先株に関する有価証券上場規程の特例の

取扱い３(2) 年賦課金に規定する額の半額（平成25年７月１日から

12月末日までに係る年賦課金）を６で除した額を対象期間で日割計

算した額（以下この項において「日割年賦課金額」という。）を納入

するものとする。ただし，平成25年７月１日までに上場廃止となっ

た上場有価証券の発行者に係る年賦課金は，その日割年賦課金額を

免除するものとする。 

６ 第１条第58号に掲げる外国投資証券に関する有価証券上場規程の

特例別表の取扱いの廃止に伴い，当該外国投資証券の発行者の事業

年度の末日の属する月の翌月から起算して４か月目の月の末日及び
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10か月目の月の末日（これらの日を納入期とすることが困難である

と認められるときには本所がその都度定める日）のうち，施行日か

ら起算して２か月前の日以後に到来する納入期限及び施行日以後，

最初に到来する納入期限（以下「外国投資証券納入期限」という。）

において，対象期間に係る年賦課金は，廃止前の外国投資証券に関

する有価証券上場規程の特例別表にかかわらず，外国投資証券に関

する有価証券上場規程の特例別表の取扱い２ 年賦課金関係に規定

する額の半額を６で除した額を対象期間で日割計算した額を納入す

るものとする。 

７ 第１条第65号に掲げる転換社債型新株予約権付社債券に関する有

価証券上場規程等の特例の取扱いの廃止に伴い，平成25年８月末を

納入期限とする対象期間に係る年賦課金は，廃止前の転換社債型新

株予約権付社債券に関する有価証券上場規程等の特例の取扱いにか

かわらず，転換社債型新株予約権付社債券に関する有価証券上場規

程等の特例の取扱い４(2) 年賦課金に規定する額の半額（平成25年

７月１日から12月末日までに係る年賦課金）を６で除した額を対象

期間で日割計算した額（以下この項において「日割年賦課金額」と

いう。）を納入するものとする。ただし，平成25年６月末日以前に上

場廃止となった上場有価証券の発行者に係る年賦課金は，その日割

年賦課金額を免除するものとする。 

８ 第１条第68号に掲げるベンチャーファンドに関する有価証券上場

規程の特例の取扱いの廃止に伴い，平成25年８月末を納入期限とす

る対象期間に係る年賦課金は，廃止前のベンチャーファンドに関す

る有価証券上場規程の特例の取扱いにかかわらず，ベンチャーファ

ンドに関する有価証券上場規程の特例の取扱い12(2) 年賦課金に規

定する額の半額（平成25年７月１日から12月末日までに係る年賦課

金）を６で除した額を対象期間で日割計算した額（以下この項にお

いて「日割年賦課金額」という。）を納入するものとする。ただし，
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平成25年７月１日までに上場廃止となった上場有価証券の発行者に

係る年賦課金は，その日割年賦課金額を免除するものとする。 

９ 第１条第77号に掲げるＥＴＦに関する有価証券上場規程の特例の

施行規則の廃止に伴い，平成25年８月末を納入期限とする対象期間

に係る年賦課金は，廃止前のＥＴＦに関する有価証券上場規程の特

例の施行規則にかかわらず，ＥＴＦに関する有価証券上場規程の特

例の施行規則第12条第１項第３号に規定する年賦課金の額の半額

（平成25年７月１日から12月末日までに係る年賦課金）を６で除し

た額を対象期間で日割計算した額（以下この項において「日割年賦

課金額」という。）を納入するものとする。ただし，平成25年７月１

日までに上場廃止となった上場有価証券の発行者に係る年賦課金は，

その日割年賦課金額を免除するものとする。 

10 第１条第81号に掲げるＥＴＮに関する有価証券上場規程の特例の

施行規則の廃止に伴い，平成25年８月末を納入期限とする対象期間

に係る年賦課金は，廃止前のＥＴＮに関する有価証券上場規程の特

例の施行規則にかかわらず，ＥＴＮに関する有価証券上場規程の特

例の施行規則第15条第１項第３号に規定する年賦課金の額の半額

（平成25年７月１日から12月末日までに係る年賦課金）を６で除し

た額を対象期間で日割計算した額（以下この項において「日割年賦

課金額」という。）を納入するものとする。ただし，平成25年７月１

日までに上場廃止となった上場有価証券の発行者に係る年賦課金は，

その日割年賦課金額を免除するものとする。  

11 第１条第85号に掲げる不動産投資信託証券に関する有価証券上場

規程等の特例の取扱いの廃止に伴い，平成25年８月末を納入期限と

する対象期間に係る年賦課金は，廃止前の不動産投資信託証券に関

する有価証券上場規程等の特例の取扱いにかかわらず，不動産投資

信託証券に関する有価証券上場規程等の特例の取扱い10(3) 年賦課

金に規定する額の半額（平成25年７月１日から12月末日までに係る
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年賦課金）を６で除した額を対象期間で日割計算した額（以下この

項において「日割年賦課金額」という。）を納入するものとする。た

だし，平成25年７月１日までに上場廃止となった上場有価証券の発

行者に係る年賦課金は，その日割年賦課金額を免除するものとする。  

12 第１条第92号に掲げる種類株に関するＪＡＳＤＡＱにおける有価

証券上場規程の特例の取扱いの廃止に伴い，平成25年８月末を納入

期限とする対象期間に係る年賦課金は，廃止前の種類株に関するＪ

ＡＳＤＡＱにおける有価証券上場規程の特例の取扱いにかかわらず，

種類株に関するＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上場規程の特例の取

扱い５(2) 年賦課金に規定する額の半額（平成25年７月１日から12

月末日までに係る年賦課金）を６で除した額を対象期間で日割計算

した額（以下この項において「日割年賦課金額」という。）を納入す

るものとする。ただし，平成25年７月１日までに上場廃止となった

上場有価証券の発行者に係る年賦課金は，その日割年賦課金額を免

除するものとする。 

 



業務方法書の取扱い等を廃止する規則 

 

 

第１条 次の各号に掲げる規則を廃止する。 

(1) 業務方法書の取扱い 

(2) 清算参加者契約書（内国法人用） 

(3) 清算参加者契約書（外国法人用） 

(4) 清算預託金所要額に関する規則 

(5) 先物・オプション取引に係る証拠金及び未決済約定の引継ぎ等に

関する規則の取扱い 

(6) 本所が指定する市場デリバティブ取引に関する規則 

(7) 取引所外国為替証拠金取引に係る証拠金及び未決済約定の引継ぎ

等に関する規則の取扱い 

(8) 清算参加者料金等に関する規則 

(9) 清算参加者に対する検査に関する規則 

 

 

付 則 

１ この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

２ 第１条第８号に掲げる清算参加者料金等に関する規則の廃止に

伴い，この規則施行の日（以下「施行日」という。）の属する月（以

下「開始月」という。）における清算参加者料金は，次の各号に定

める額を開始月の翌月20日に本所に納入するものとする。 

(1) 基本料 

  この規則による廃止前の清算参加者料金等に関する規則第３条

第２項に定める額について，日割り計算により施行日前日までの

分として本所が算出する額 

(2) 清算手数料 
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  この規則による廃止前の清算参加者料金等に関する規則第３条

第３項に定める額について，施行日の前取引日までの清算対象取

引について算出した額 

 



 業種別指数に係る各構成銘柄の選定方法 

及び株価指数の算出方法に関する規則 

 

１ 各構成銘柄の選定方法 

(1) 選定時期 

   毎年10月１日（休業日に当たるときは，順次繰り下げる。） 

(2) 選定銘柄の条件 

ａ 毎年８月末日において株式会社東京証券取引所（以下「東京証

券取引所」という。）の市場第一部銘柄であり，かつ，同取引所に

上場後１年を経過している銘柄であること。 

ｂ 前ａにより選定した銘柄のうち，次の(a)から(c)までに掲げる

株価指数の区分に従い，当該(a)から(c)までに定める業種区分（証

券コード協議会の定める区分）に属する銘柄であること。 

(a) ハイテク指数 

  電気機器及び精密機器 

(b) フィナンシャル指数 

  銀行業 

(c) コンシューマー指数 

  小売業及びサービス業 

ｃ 前ｂにより株価指数の区分ごとに選定した銘柄を対象に，次の

(a)から(c)までに掲げる株価指数の区分に従い，月次平均時価総

額の高い順に当該(a)から(c)までの順位以内にある銘柄であるこ

と。 

(a) ハイテク指数 

  第40位 

(b) フィナンシャル指数 

  第25位 

(c) コンシューマー指数 
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  第40位 

（注） 

１ 月次平均時価総額とは，毎年８月末日を基準として過去３年

間（上場後３年を経過していない銘柄については，上場日から

その８月末日までの期間）の各月の末日における各銘柄の時価

総額の合計を当該期間に係る月数で除したものとする。 

２ 本所は必要と認める場合，ｃの順位を変更することができる。 

(3) 選定の特例 

   次のａからｃのいずれかに該当した場合，当該銘柄を除外し，そ

の都度前号ｃにより選定した銘柄のうち最下位に位置する銘柄の次

の順位に位置する銘柄から順に対象銘柄を選定する。 

ａ 市場第二部銘柄への指定替え，上場廃止，監理銘柄又は整理銘

柄(東京証券取引所の定める有価証券上場規程施行規則第605条第

１項第４号，第５号又は第11号に該当する場合を除く。）に割り当

てられた場合 

ｂ 証券コード協議会により当該銘柄に係る業種区分が変更され

た場合 

ｃ ａ又は前ｂに準ずる場合 

２ 株価指数算出方法 

(1) 対象とする銘柄 

   前１の選定方法に従い選定した銘柄 

(2) 採用株価 

ａ 算出時における約定値段。ただし，気配表示の銘柄はその気配

値段とする。 

ｂ 当日の約定値段又は気配表示がない場合は，本所が定める値段

とする。 

(3) 基準時 

   昭和60年10月１日 
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(4) 計算方法 

   計算は，銘柄ごとに，当該採用株価に上場株式数（優先株を除く。）

を乗じ，これを合計した時価総額を基準時の時価総額で除し，10,000

円を乗じたもので表す。 

(5) 基準時の時価総額の修正 

   次に掲げる場合等市況の変動によらない時価総額の変動が生じた

場合は，基準時の時価総額を速やかに修正する。 

ａ 対象とする銘柄を変更する場合 

ｂ 本所が必要と認める場合 

（注） 基準時の時価総額修正に係る計算式 

 

 

付 則 

この規則は，平成25年７月16日から施行する。 

 



  先物・オプション取引に係る証拠金及び未決済約定の引継ぎ等に関

する規則の取扱い 

 

 

（目 的） 

第１条 この規則は，先物・オプション取引に係る証拠金及び未決済約

定の引継ぎ等に関する規則（以下「証拠金規則」という。）に基づき，

本所が定める事項に関し，必要な事項を定める。 

 

（株券，債券等の取扱い） 

第２条 非清算参加者が，次の各号に掲げる有価証券を指定清算参加者

に取引証拠金の代用有価証券として差し入れ又は非清算参加者証拠金

の代用有価証券として預託する場合には，社債，株式等の振替に関す

る法律（平成13年法律第75号）に基づく口座の振替により当該差入れ

又は預託を行うものとし，当該差入れ又は預託を行うときは，あらか

じめ指定清算参加者の同意を得るものとする。 

(1) 株券（外国株券を除く。），協同組織金融機関の発行する優先出資

証券，投資信託の受益証券，受益証券発行信託の受益証券，債券（新

株予約権付社債券を除く。）及び転換社債型新株予約権付社債券 

(2) 投資証券のうち国内の金融商品取引所に上場されているもの 

２ 非清算参加者が外国株券，外国投資信託の受益証券，外国投資証券，

外国株預託証券又は外国受益証券発行信託の受益証券を指定清算参加

者に取引証拠金の代用有価証券として差し入れ又は非清算参加者証拠

金の代用有価証券として預託する場合には，保管振替機構が定める「外

国株券等の保管及び振替決済に関する規則」に規定する口座の振替に

より当該差入れ又は預託を行うものとし，当該差入れ又は預託を行う

ときは，あらかじめ指定清算参加者の同意を得るものとする。 
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（アメリカ合衆国財務省証券の取扱い）  

第３条 非清算参加者が，アメリカ合衆国財務省証券を指定清算参加者

に取引証拠金の代用有価証券として差し入れ又は非清算参加者証拠金

の代用有価証券として預託する場合には，差入れ又は預託の都度，指

定清算参加者の同意を得るものとする。 

 

（建玉の移管が成立する時等） 

第４条 証拠金規則第17条第１項に規定する本所が定める時は，同第16

条各項の規定による申告があった日の午後３時とする。 

２ 証拠金規則第17条第２項に規定する本所が定める約定数値は，建玉

の移管を行う取引日の前取引日における各限月取引の清算数値とする。 

 

 

付 則 

この規則は，平成25年７月16日から施行する。



取引所外国為替証拠金取引に係る証拠金及び未決済約定の引継ぎ等に関

する規則の取扱い 

 

 

（目 的） 

第１条 この規則は，取引所外国為替証拠金取引に係る証拠金及び未決

済約定の引継ぎ等に関する規則（以下「ＦＸ証拠金規則」という。）に

基づき，本所が定める事項に関し，必要な事項を定める。 

 

（株券，債券等の取扱い） 

第２条 ＦＸ非清算参加者が，次の各号に掲げる有価証券を指定ＦＸ清

算参加者にＦＸ非清算参加者証拠金の代用有価証券として預託する場

合には，社債，株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号）に

基づく口座の振替により当該預託を行うものとし，当該預託を行うと

きは，あらかじめ指定ＦＸ清算参加者の同意を得るものとする。 

(1) 株券（外国株券を除く。），協同組織金融機関の発行する優先出資

証券，投資信託の受益証券，受益証券発行信託の受益証券，債券（新

株予約権付社債券を除く。）及び転換社債型新株予約権付社債券 

(2) 投資証券のうち国内の金融商品取引所に上場されているもの 

２ ＦＸ非清算参加者が外国株券，外国投資信託の受益証券，外国投資

証券，外国株預託証券又は外国受益証券発行信託の受益証券を指定Ｆ

Ｘ清算参加者にＦＸ非清算参加者証拠金の代用有価証券として預託す

る場合には，株式会社証券保管振替機構（以下「保管振替機構」とい

う。）が定める「外国株券等の保管及び振替決済に関する規則」に規定

する口座の振替により当該預託を行うものとし，当該預託を行うとき

は，あらかじめ指定ＦＸ清算参加者の同意を得るものとする。 

 

（アメリカ合衆国財務省証券の取扱い） 
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第３条 ＦＸ非清算参加者が，アメリカ合衆国財務省証券を指定ＦＸ清

算参加者にＦＸ非清算参加者証拠金の代用有価証券として預託する場

合には，預託の都度，指定ＦＸ清算参加者の同意を得るものとする。 

 

 

付 則 

この規則は，平成25年７月16日から施行する。 
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